
■ 設定・運用は�

投資信託説明書（目論見書）�

2006.8
※本書は証券取引法第13条の規定に基づく目論見書です。�

（注）｢netWIN｣は、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社の登録商標です。�

netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド�
Aコース（為替ヘッジあり）／Bコース（為替ヘッジなし）�

追加型株式投資信託／国際株式型（北米型）／自動けいぞく投資可能／信託期間 無期限�

インターネット・ビジネスへの投資�
ゴールドマン・サックスの独自アプローチ�



この冊子の前半部分はnetWINゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドAコース（為替ヘッジあり）

およびnetWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドBコース（為替ヘッジなし）の「投資信託

説明書（交付目論見書）」、後半部分は「請求目論見書」です。

本書は、これらを「投資信託説明書（目論見書）」として一冊にまとめております。



■ 設定・運用は�

投資信託説明書（交付目論見書）�

2006.8
※本書は証券取引法第13条の規定に基づく目論見書です。�

netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド�
Aコース（為替ヘッジあり）／Bコース（為替ヘッジなし）�

追加型株式投資信託／国際株式型（北米型）／自動けいぞく投資可能／信託期間 無期限�

（注）｢netWIN｣は、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社の登録商標です。�



1. この目論見書により行うnetWINゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドAコース（為替ヘッジ

あり）および netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドBコース（為替ヘッジなし）（以

下両ファンドを総称して「本ファンド」といいます。）の受益証券の募集については、委託会社は、証券取

引法第5条の規定により、有価証券届出書を平成18年2月24日に関東財務局長に提出しており、平成

18年2月25日にその届出の効力が生じております。

2. 証券取引法第13条第2項第2号に定める事項に関する内容を記載した目論見書は、販売会社に対して

投資者の請求があった場合に交付されます。請求を行った投資者は、当該請求を行った旨を記録してお

くことをおすすめします。

3. 本ファンドは株式など値動きのある証券（外国証券には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準

価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。

●投資信託は預金保険または保険契約者保護機構の対象ではありません。

●投資信託は金融機関の預金と異なり、元本および利息の保証はありません。

●投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様が負うことになります。

●証券会社以外の金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。

【金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項】

本ファンドは、主に外国株式を投資対象としますので、組入株式の価格の下落や、組入株式の発行会社の倒

産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、為替の変動によ

り損失を被ることがあります。

（注1）本書においてゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社を「委託会社」または「当社」ということがあります。また、
「販売会社」とは委託会社の指定する証券会社および登録金融機関をいうほか、文脈上別に解すべき場合を除き、これらの
ためにお申込みの取次を行う取次会社を含むことがあります。

（注2）本書において投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法第198号。その後の改正を含みます。）を「投資信託法」と
いうことがあります。また、社債等の振替に関する法律（政令で定める日以降「社債、株式等の振替に関する法律」となっ
た場合は読み替えるものとします。）を「社振法」ということがあります。

（注3）本書において文中および表中の数字は四捨五入された数値として表示されている場合があり、したがって合計として表示さ
れた数字はかかる数値の総和と必ずしも一致するとは限りません。

（注4）本書において netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドAコース（為替ヘッジあり）およびnetWIN ゴール
ドマン・サックス・インターネット戦略ファンドBコース（為替ヘッジなし）の両ファンドを総称して「本ファンド」といい、必要
に応じて、 netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドAコース（為替ヘッジあり）を「Aコース」といい、
netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドBコース（為替ヘッジなし）を「Bコース」ということがあります。
また、本ファンドおよび netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンド（以下「マザーファ
ンド」といいます。）を総称して「netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド」または「netWIN」ということ
があります。なお、文脈上別に解すべき場合を除き、「本ファンド」にマザーファンドも含むことがあります。

（注5）ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定です。



◆投資信託振替制度とは

ファンドの受益権の発生、消滅、移転をコンピュータシステムにて管理します。

・ファンドの設定、解約、償還等がコンピュータシステム上の帳簿（｢振替口座簿｣といいます。）への記載･記録によって行われ
ますので、受益証券は発行されません。

◆振替制度に移行すると
・原則として受益証券を保有することはできなくなります。

・受益証券を発行しませんので、盗難や紛失のリスクが削減されます。

・ファンドの設定、解約等における決済リスクが削減されます。

・振替口座簿に記録されますので、受益権の所在が明確になります。

・非課税などの税制優遇措置が2008年1月以降も継続されます。

ファンドは、2007年1月4日より、投資信託振替制度への移行を予定しており、移行後のファンドの受益権は「社債等の振替
に関する法律」※の規定の適用を受けることとします。

※政令で定める日以降「社債､株式等の振替に関する法律」となった場合は読み替えるものとし､「社債､株式等の振替に関する法律」を含め､以下「社振法」といいます。

◆振替受益権について

2007年1月4日より、ファンドの受益権は社振法の規定の適用を受けることとし、同日以降に追加信託される受益権の帰属は、
ゴールドマン･サックス･アセット･マネジメント株式会社（以下「委託会社」といいます。）があらかじめこのファンドの受益権を
取り扱うことに同意した振替機関およびこの振替機関にかかる口座管理機関（以下、｢振替機関等｣という場合があります。）の
振替口座簿に記載または記録されることにより定まります。（以下、振替口座簿に記載または記録されることにより定まる受益権を
「振替受益権」といいます。）
ファンドの受益権は、本投資信託説明書（交付目論見書）の「その他　振替制度について （10）振替機関について｣に記載の振替機関
の振替業にかかる業務規程等の規則に従って取り扱われるものとします。
ファンドの分配金、償還金、換金代金は、社振法および上記の振替機関の業務規程その他の規則に従って支払われます。

◆既に発行された受益証券の振替受益権化について

委託会社は、本投資信託説明書（交付目論見書）の「その他　信託の終了・約款の変更等｣に記載の手続きにより、信託
約款の変更を行う予定であり、この信託約款の変更が成立した場合、受益者を代理してファンドの受益権を振替受入簿に記載または
記録を申請することができるものとします。

原則としてファンドの2006年12月29日現在の全ての受益権※を受益者を代理して2007年1月4日に振替受入簿に記載または記録す
るよう申請します。

ただし、保護預りではない受益証券にかかる受益権については、信託期間中において委託会社が受益証券を確認した後、当該申請を
行うものとします。

※受益権につき、既に信託契約の一部解約が行われたもので、当該一部解約にかかる一部解約金の支払開始日が2007年1月4日以降となるものを含みます。

振替受入簿に記載または記録された受益権にかかる受益証券（当該記載または記録以降に到来する計算期間の末日にかかる収益分
配金交付票を含みます）は無効となり、当該記載または記録により振替受益権となります。また、委託会社は、受益者を代理してこの
ファンドの受益権を振替受入簿に記載または記録を申請する場合において、販売会社に当該申請の手続きを委任することができます。

詳しくは後述の「信託約款（2007年1月4日適用予定）の変更内容について」をご覧ください。

以上

投資信託振替制度への移行について（お知らせ）
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販 売 会 社
（申込取扱場所）

受 託 銀 行
（ 信 託 銀 行 ）

委 託 会 社
（ 運 用 会 社 ）

決 算 日

値動きの主な要因
（ 投 資 リスク ）

ファンドの特徴

信 託 期 間

主 な 投 資 対 象

ファンドのねらい

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社

販売会社については右記のページ記載の照会先でご確認ください。

項　　目 内　　容

フ ァ ン ド 名

商 品 分 類 追加型株式投資信託／国際株式型（北米型）／自動けいぞく投資可能

netWINゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンドを通じて、主と
して、米国を中心とした「インターネット・トールキーパー」企業の株式に投資します。

P13

P19

P19、20

P4～8

P15

P9

原則として無期限（設定日：1999年11月29日）

主に米国を中心とした「インターネット・トールキーパー」企業の株式に投資
することにより、信託財産の長期的な成長を目指します。個別銘柄の分析
を重視したボトム・アップ手法により銘柄選択を行います。
Aコースは対円での為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図ることを基
本とします。Bコースでは、原則として対円での為替ヘッジを行いません。

●株式投資リスク（価格変動リスク・信用リスク）・集中投資リスク
●為替リスク

毎年5月30日および11月30日（ただし、休業日の場合は翌営業日）

原則として、毎決算時に収益の分配を行います。分配金額は、委託会社が
基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。

信託財産の長期的な成長を図ることを目標として運用を行います。

ファンド概要

netWINゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドAコース（為替ヘッジあり）
netWINゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドBコース（為替ヘッジなし）

詳しくは…� 詳しくは…�
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税 金 等

信 託 報 酬
（運用中の費用）

ご 換 金 代 金 の
お 支 払 い

ご 換 金 単 位

ご 換 金 価 額

お 申 込 手 数 料

お 買 付 単 位

お 買 付 価 額

原則としてご換金申込日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

純資産総額に対して年率1.995%（税込）
※上記信託報酬のほか、信託事務の諸費用等が別途、信託財産より支払われます。

「ファンドの費用／税金について知りたい　個人、法人別の課税の取扱い
について」をご覧ください。

受 付 締 切 時 間

「ニューヨークの休業日」を除く毎営業日の午後3時（国内の証券取引所の
半休日は午前11時）まで受付けます。
（注）販売会社によっては午後3時（国内の証券取引所の半休日は午前11時）より前に受付を締め切る場合があり

ますので、各販売会社にご確認ください。

販売会社によって異なります。

P26

P25

P24

P25

P24

P24

3.15%（税込）を上限として、各販売会社が定める料率

ご換金申込日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額

信託財産留保額
（換金時の費用） P25基準価額に対して0.3%

販売会社によって異なります。

お買付申込日の翌営業日の基準価額

P23、24

項　　目 内　　容

P23

P23

お買付・ご換金 「ニューヨークの休業日」を除く毎営業日 P23、24

詳しくは…�詳しくは…� 詳しくは…�詳しくは…� 詳しくは…�



4

目
　
次

特
　
徴

運
用
実
績

概
要

フ
ァ
ン
ド
情
報

リ
ス
ク

運
　
用

買
　
付

換
　
金

費
用
・
税
金

そ
の
他

ファンドの特徴について知りたい

ファンドのポイント

◆ 主に米国を中心とした「インターネット・トールキーパー」＊1企業の株式に投資することに
より、信託財産の長期的な成長を目指します。

◆「よりよい投資収益は、長期にわたって成長性の高い事業へ投資することにより獲得
される」との投資哲学のもと、20年を超える実績を有するゴールドマン・サックス・
アセット・マネジメントの米国グロース株式運用チームが本ファンドの運用を担当します。

◆個別銘柄の分析を重視したボトム・アップ手法により銘柄選択を行います。

◆ Aコースは対円での為替ヘッジ＊2により為替変動リスクの低減を図ることを基本とし
ます。Bコースでは、原則として対円での為替ヘッジを行いません。

◆本ファンドはファミリーファンド方式で運用を行います。
（ファミリーファンド方式については、「その他 ファンドの仕組み」をご覧ください。）

＊1「インターネット・トールキーパー」は、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社の登録商標です。

＊2  為替ヘッジにはヘッジ・コストがかかります。ヘッジ・コストとは、為替ヘッジを行う通貨の金利と円の金利の差に相当し、円の金利が低い場合この
金利差分収益が低下します。

（注）市況動向や資金動向その他の要因等によっては、運用方針に従った運用ができない場合があります。

インターネット・トールキーパー企業とは：

メディア、テレコミュニケーション、テクノロジー、インターネット関連セクターにおいて、インター

ネット企業やインターネット・ユーザーに対しアクセス、インフラ、コンテンツ、サービスを提供し、

かつ、インターネット業界の成長により収益が上げられるとポートフォリオ・マネージャーが判断した

企業を指します。
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ファンドのコンセプト―「インターネット・トールキーパー」
「トールキーパー」とは、英語で高速道路などの「料金所」（「料金徴収人」）のことをいいます。高速道路の

「料金所」は、交通量の増加や通行料の引き上げによって、収入が増加します。netWINでは、高速道路などの

「料金所」のように、「交通量」（＝売上げ）の増加や「通行料」（＝価格）の値上げに伴い収益を上げることのできる

企業を「トールキーパー」企業と呼びます。こうした「トールキーパー」企業の多くは、圧倒的な市場シェアや

強力なブランドネーム等を有することにより、価格競争力と継続的な収益の源泉を有し、ビジネスを安定的

かつ継続的に拡大することが可能な戦略的優位性を持っていると考えられます。インターネット・ビジネスの

場合の「交通量」とは、「ネット交通量」のことを指しております。今後インターネットの利用者がさらに増加し、

ネット交通量やネット上の取引量が増えることによって、収益を伸ばすと見込まれる企業、換言すればインター

ネットの世界において「トールキーパー」の性格を有するとポートフォリオ・マネージャーが考える企業のことを、

netWINでは「インターネット・トールキーパー」企業と呼びます。単にインターネット上にサイトを持っている

企業やインターネットを通じて商品の販売を行う企業のことは、必ずしも「インターネット・トールキーパー」

企業とは呼びません。

「トールキーパー」�

交通量の増加や�
通行料の引き上げによって�

収入が増える�

Tollkeeper（英語）�

料金所�
料金徴収人�
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投資対象
「インターネット・トールキーパー」企業の株式を主要な投資対象とします。「インターネット・トールキーパー」

企業とは、メディア、テレコミュニケーション、テクノロジー、インターネット関連セクターにおいて、インター

ネット企業やインターネット・ユーザーに対しアクセス、インフラ、コンテンツ、サービスを提供し、かつ、

インターネット業界の成長により収益が上げられるとポートフォリオ・マネージャーが判断した企業とします。（下

図参照）

また、「インターネット・トールキーパー」企業のほか、コスト構造、収益性、競争優位の改善が期待できるイン

ターネットのビジネス戦略を迅速に実践している企業や、ポートフォリオ・マネージャーが「継続できるビジネ

ス・モデルを持っている」と判断したインターネット企業の株式にも投資することにより、基本方針の実現を

目指します。（下図参照）

上記のセクター・商品・サービスの分類は、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメントが独自に調査しまとめたもので、将来変更される可能性があります。

上記の表は主要投資対象を例示したものであり、本ファンドの投資先がこれらのセクターに限定されるものではなく、また今後本ファンドが上記セクターに
投資することをお約束するものではありません。

マザーファンドは、市場にて取引されている米国株式に主として投資しますが、信託財産の約25%を上限として米国以外の株式（エマージング諸国のマー
ケットの株式や米ドル建て以外の通貨建ての株式を含みます。）に投資することがあります。

市況動向や資金動向その他の要因によっては、運用方針に従った運用ができない場合があります。

インターネット・トールキーパー企業�

インターネットにかかわる優れたビジネス・モデルを持つ企業�

セクター�
メディア�

テレコミュニケーション�
テクノロジー�

インターネット関連�

提供商品／サービス�
アクセス�
インフラ�
コンテンツ�
サービス�

インターネット企業�

インターネット･ユーザー�

�

�

● コスト構造、収益性、競争優位の改善が期待できるインターネットのビジネス戦略を迅速に実践している企業�

● ポートフォリオ・マネージャーが「継続できるビジネス・モデルを持っている」と判断したインターネット企業�

＋�
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具体的な「インターネット・トールキーパー」企業としては、インターネット企業やインターネット・ユーザーに

対して、アクセス、インフラ、コンテンツ、サービスを提供する、メディア、テレコミュニケーション、テクノロ

ジー、インターネット関連企業などがあります。

「インターネット・トールキーパー」企業への投資は、新興のインターネット企業への投資が高いリスク・高い

不確実性の対価としての高いリターンを追求するのに比べれば、相対的に安定性を目指す投資アプローチで

あると考えます。

なお、netWINは、主に米国を中心とした「インターネット・トールキーパー」企業に加えて、インターネット戦

略へすばやく対応することにより、コスト構造や競争優位性の改善が期待される企業へも投資を行います。ま

た、インターネット企業の中でも、ポートフォリオ・マネージャーが、「継続できるビジネス・モデルを持ってい

る」と判断した企業に投資することもあります。

netWINは、脆弱なビジネスモデルにとどまる
いわゆるインターネット企業（ドット・コム企業等）を投資対象とはしない方針です。

いわゆるインターネット企業

■利益を上げられるビジネス・モデルができていない

他社事業との差別化が困難となっている企業
が多い

■取引量拡大ばかりに注力し、価格競争に陥ること
がある

長期的な収益力に不確実性がある

■新興のドット・コム企業の中で持続性のある成長
を見込めるものは数少ないと考えられる

高いリスク、高い不確実性の対価としての
高いリターンを追求する投資アプローチ

「インターネット・トールキーパー」企業

■強固な事業基盤
・強いブランド力、特許を有する
・独占的なシェアを有する、規模の優位性を
発揮できる

・価格競争力を保持している
・継続的に収入が見込める
・フリー・キャッシュ・フロー、資本収益率が
望ましい水準である

■優れた長期的な事業見通し
・持続可能な成長が見込まれる
・製品のライフ・サイクルが長い
・持続的な競争優位性
・人口構成の変化に即した事業である

■優れた経営
・合理的な資本配分が行われている
・安定的な業歴を有する
・従業員と株主の利害を一致させている

相対的に安定性を目指す投資アプローチ

上記は、いわゆるインターネット企業および「インターネット・トールキーパー」企業についての一般的な特徴をまとめた概念図であり、必ずしも個別の
企業にあてはまるものではありません。
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ゴールドマン・サックスはこう考えます。
1．トールキーパー（Tollkeeper）という概念をご存知でしょうか。
英語で高速道路などの「料金所/料金徴収人」のことです。トールキーパーは、そこを通るクルマが増えるほど、た
くさんの料金を徴収できます。では、高速道路をインターネットにおきかえるとどうなるでしょう？インターネット
の交通量が増えるほど、たくさんの料金を徴収できる「インターネットのトールキーパー」。…それは、インターネ
ットへのアクセスを提供する企業や、インターネットのインフラを構築していく企業に他なりません。
ゴールドマン・サックスは、それらの企業を、「インターネット・トールキーパー」企業と位置づけ、「インターネッ
ト・トールキーパー」企業への投資を中心とする投資戦略に基づいて、長期的な資産運用を目指すファンド
― netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド―を、ここに提案します。

2．インターネット利用が拡大すると、収益の伸びが見込まれる企業を中心に、投資するファンド。
インターネットの登場によって、国境を越えてリアルタイムにコミュニケーションを取ることが容易となりました。
そして現在も、インターネットは世界経済に大きな影響を与え続けています。仕事から日常生活まで、人類のコミ
ュニケーションに大革命を起こしたインターネット。インターネットによる世界経済への影響は拡大していくと考
えています。

3．インターネット・ビジネスへの投資
インターネット・ビジネスへの投資は、投資家の皆さまに資産形成の大きな機会を提供します。その反面、大きな
潜在的なリスクを伴います。e-コマース（電子商取引）に取り組む新興のインターネット企業のうちいくつかは、
高いリスクと不確実性の対価として投資家に高いリターンをもたらす可能性があります。しかし、それら新興の「ドッ
ト・コム」企業とも呼ばれるインターネット企業の中で持続性のある成長を見込まれるものは数少なく、長期的な
ビジネスの成長や収益力を確立できなかったり、なかには生き残ることさえ難しいのではないか、と懸念される
企業もあると思われます。
それはなぜでしょうか。
e-コマース（電子商取引）に取り組むインターネット企業の多くは、単にインターネット上での取引量の拡大や他
のインターネット企業とのシェア争いに関心を集中させているのではないかと思われるからです。こうした企業
のほとんどは、まだ強力なフランチャイズを確立できず、事業の差別化が困難で、市場支配力やブランド力では
なく、ただ価格だけが勝負の競争に巻き込まれてしまっているように見えます。

4．インターネットは現在も成長を続けています。
このインターネットの成長がもたらす機会を捉えつつ、これまでのインターネット・ビジネスへの投資とは異なる
視点に基づいた、長期的かつ確固とした投資戦略を追求するのが、netWINです。

（ご参考）発展するインターネット業界

インターネットを使用した商取引
（“e-コマース”）は株式市場における
ITバブル崩壊後も今日まで着実な
成長を続けてきました。

1999年10-12月期と比べ、米国で
のe-コマース取引が米国における
全商取引に占める割合は2006年
1-3月期には4.3倍に拡大しており
ます。

0

50

100
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200

250

300

99/12 00/6 00/12 01/6 01/12 02/6 02/12 03/6 03/12 04/6 04/12 05/6 05/12

【 米国e-コマース売上高 】（期間：1999年10-12月期～2006年1-3月期） 
（億米ドル）� （出所：米国商務省）

※上記は過去のデータに基づき情報提供を目的とするものであり、将来の動きを予測または保証するものではありません。
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ファンドの分配金

年2回決算を行い、毎決算時（毎年5月30日および11月30日。ただし、休業日の場合は翌営業日。）に原則として

以下の方針に基づき収益分配を行います。

ご注意点

【一般コース】
・収益分配金は、原則として決算日から起算して5営業日目から販売会社を通じて支払われます。

【自動けいぞく投資コース】
・収益分配金は、税金を差引いた後各決算日の基準価額により自動的に無手数料で全額再投資されます。

・収益分配金の受取りをご希望の方は、販売会社によっては再投資を中止することを申し出ることができます。

詳しくは販売会社までお問い合わせください。

分配方針
① 長期的な信託財産の成長に資するため、収益分配金は少額に抑えることを基本方針とします。

② 分配対象額の範囲は、経費控除後の配当等収益および売買損益（評価損益も含みます。）等の範囲内と

します。

③ 分配金額は、委託会社が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。基準価額水準、市場動向等

によっては分配を行わないこともあります。また、基準価額が元本（1万口＝1万円）を下回る場合において

も分配を行うことがあります。

④ 収益分配にあてず信託財産内に留保した利益については、元本部分と同様に運用の基本方針に基づき運用

を行います。

（注）ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定です。その場合の取扱いについては、後記「振替制度について」をご覧ください。
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データの日付をご確認ください。最
新の情報は、販売会社にお問い合
わせいただくか、委託会社のホーム
ページをご参照ください。（詳しくは、
「購入後のファンド情報を得るには
（P.13）」をご覧ください。）� ファンドの期間別のパフォーマン�

スを数値で示しています。�

ファンドの過去の分配金�
実績を示しています。�

ファンドの設定来の基準価額の動きを示しています。�
過去、ファンドがどのように値動きしてきたのかがわかります。�

ファンドに組み入れられている
現物株式の上位10銘柄の情
報を掲載しています。�

ファンドの資産構成を示しています。�

ファンドが保有している銘�
柄数を示しています。�

ファンドに組み入れられている株式の�
セクター（業種）比率を示しています。�

ファンドに組み入れられ
ている株式の市場別比
率を示しています。�

※上記は過去の実績であり、将来の結果をお約束するものではありません。
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購入後のファンド情報を得るには

基準価額の入手方法

本ファンドの基準価額（1万口当たりで表示されます。）は毎営業日算出されます。最新の基準価額は

販売会社または下記の照会先で入手可能です。また、原則として、日本経済新聞（朝刊）の「オープン

基準価格」欄に、基準価額が掲載されます（略称：「ネットA」および「ネットB」）。

運用報告書

年2回（5月および11月）の決算時および償還時に、期中の運用経過などを記載した運用報告書を

作成し、販売会社を通じてお渡しいたします。

その他のディスクロージャー資料

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社が設定・運用を行うファンドについては、通常、

月次で運用経過について記載したレポートが作成されています。

最新のレポートは、販売会社または下記のホームページにおいて入手可能です。

ホームページ�

電 　 話�

照会先� ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社�

03-6437-6000
（受付時間：営業日の午前9時から午後5時まで）�

http://www.gs.com/japan/gsam
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リスクについて知りたい

投資対象株式の値動きの特徴
テクノロジー関連株式

■株式市場全体と比べると値動きが大きい傾向があります
本ファンドは主としてテクノロジー関連株式に投資し、これらの株式への集中的な投資であるため、株式市場全体と比べて、

大きな値動きとなる傾向があります。

■他地域のテクノロジー関連セクターからも影響を受ける傾向があります
テクノロジー関連企業は世界的なつながりが他の業界と比べて強いため、米国の株式市場の動向だけでなく、他地域のテク

ノロジー関連業界の動向からも影響を受ける傾向があります。

＊米国テクノロジー株式としてMSCI米国インフォメーション･テクノロジー指数を使用。S&P500種株価指数は、米国全市場の全業種から選ばれた主要
500銘柄で構成された株価指数で、全業種の主要銘柄をカバーしているため、米国市場全体の動きを示す指標とされます。ナスダック総合指数は、米
NASDAQで取引されている全銘柄で算出したもので、指数全体に対してハイテク関連株式の占める割合が高いため、ハイテク関連企業の株価動向を示
す指標としてしばしば使用されます。また、MSCI米国インフォメーション･テクノロジー指数は、MSCI米国指数の中で情報技術セクターに属する銘柄
で算出したものです。なお、MSCI米国インフォメーション･テクノロジー指数はナスダック総合指数と異なり、他の証券取引所で取引されているハイテ
ク関連企業も含む時価総額の大きい企業を対象としたテクノロジー関連指数です。指数はすべて現地通貨ベース。

（注）上記の指数は本ファンドのベンチマークではありません。指数には直接投資することはできず、取引コストや流動性等の市場要因等も考慮されており
ませんので、実際の取引結果とは異なります。上記はあくまでも指数の推移であり、本ファンドの実績ではなく、また将来の結果をお約束するものでは
ありません。

＜米国テクノロジー株式＊の動き＞�
（1996年1月～2006年5月）�
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（出所：ブルームバーグ）�
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値動きの主な要因
本ファンドへの投資には、資産価値に影響を及ぼす様々なリスクが伴いますので、基準価額の変動により投資

元本が減少する可能性があります。したがって元金は保証されていません。

主なリスクとして以下のものが挙げられます。

本ファンドは、「インターネット・トールキーパー」企業の株式を主要な投資対象としますので、本ファンドへの投

資には、株式投資にかかる価格変動リスク等の様々なリスクが伴うことになります。本ファンドの基準価額は、

株式等の組入有価証券の値動きにより大きく変動することがあり、元金が保証されているものではありません。

特に「インターネット・トールキーパー」企業等の株式の下降局面では本ファンドの基準価額は大きく下落する

可能性が大きいと考えられます。また、本ファンドは、一定の業種に対してより大きな比重をおいて投資を行い

ますので、業種をより分散した場合と比較して、ボラティリティが高くより大きなリスクがあると考えられます。

一般には株価は、個々の企業の活動や一般的な市場・経済の状況に応じて変動します。したがって、本ファンド

に組入れられる株式の価格は短期的または長期的に下落していく可能性があります。現時点において株価が上

昇傾向であっても、その傾向が今後も継続する保証はありません。また、発行企業が経営不安、倒産等に陥った

場合には、投資資金が回収できなくなることもあります。

株式投資リスク（価格変動リスク・信用リスク）・集中投資リスク

為替リスク

本ファンドは、外貨建ての株式を主要な投資対象としますので、本ファンドへの投資には為替変動リスクが伴

います。とりわけ、対円で為替ヘッジを行わないBコースでは為替変動の影響を直接的に受け、円高局面では

その資産価値を大きく減少させる可能性があります。Aコースは、対円で為替ヘッジを行い為替変動リスクの

低減を図りますが、為替ヘッジを行うにあたりヘッジ・コストがかかります。為替および金利の動向によって

は、為替ヘッジに伴うヘッジ・コストが想定以上に発生することがあります。（ヘッジ・コストとは、為替ヘッジ

を行う通貨の金利と円の金利の差に相当し、円の金利のほうが低い場合、この金利差分収益が低下します。）



16

目
　
次

特
　
徴

運
用
実
績

概
要

フ
ァ
ン
ド
情
報

リ
ス
ク

運
　
用

買
　
付

換
　
金

費
用
・
税
金

そ
の
他

リスクについて知りたい

その他のリスク
為替取引等の相対取引の相手先に関するリスク
本ファンドでは為替取引等の相対取引を行いますが、これらの取引には相手先の決済不履行リスクが伴います。

解約申込みに伴う基準価額の下落に関するリスク
短期間に相当金額の解約申込みがあった場合には、解約資金を手当てするため組入有価証券を市場実勢より大幅に安い価格

で売却せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額が下落する要因となります。また、解約資金を手当てするため、資金

借入れの指図を行った場合、当該借入金の利息は信託財産から支払われます。

市場の閉鎖等に伴うリスク
証券市場および外国為替市場は、世界的な経済事情の急変またはその国における天災地変、政変、経済事情の変化もしくは

政策の変更等の諸事情により閉鎖されることがあります。これにより本ファンドの運用が影響を被り、基準価額の下落につな

がることがあります。

先物取引に伴うリスク
本ファンドは、運用において先物取引等を利用することがあります。先物取引等においては、ブローカーの破産等が生じた場合

に、取引の中断、債務不履行、一括清算、証拠金の返還の遅延もしくは不能等が起きる可能性があり、これにより本ファンドが

悪影響を被ることがあります。

コール・ローンの相手先に関するリスク
本ファンドは余資運用を原則としてコール・ローンで行いますが、これには相手先の信用リスクが伴います。

カントリー・リスク
一般に、株式への投資は、その国の政治経済情勢、通貨規制、資本規制等様々な要因による影響を受けますが、これらの要因

は時として予想を超える大きさの変動を市場にもたらすことがあります。その結果、特定の国の株式への投資により予想に反

して損失を被り、本ファンドの資産価値に大きな影響を与える可能性もあります。

デリバティブ取引のリスク
本ファンドは株式関連のデリバティブに投資することがあります。デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジされるべ

き資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク等様々なリスクが伴いま

す。これらの運用手法は、ヘッジ目的のみならず、投資収益を上げる目的でも用いられることがありますが、実際の価格変動が

投資顧問会社の見通しと異なった場合に本ファンドが損失を被るリスクを伴います。

流動性リスク
本ファンドは、エマージング諸国の株式等の流動性の低い株式に投資する場合があります。そのような株式については、流動性

の高い株式に比べ、市況によっては大幅な安値での売却を余儀なくされる可能性があります。
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留意点
一部解約に関わる留意点
一部解約には解約時の基準価額に対して0.3%の信託財産留保額がかかります。また、信託財産の資金管理を円滑に行うため、

1顧客1日当たり10億円を超える大口のご換金は制限することがあります。

資産規模に関わる留意点
本ファンドの資産規模によっては、本書で説明するような投資が効率的にできない場合があります。その場合には、適切な資産

規模の場合と比較して収益性が劣る可能性があります。

受託銀行の信用力に関わる留意点
受託銀行の格付けが低下した場合や、その他信用力が低下した場合には、為替取引その他の取引の相手方の提供するクレジ

ット・ラインが削減される可能性があり、為替ヘッジその他の取引ができなくなる可能性があります。さらに、そのような場合

には、為替取引その他の取引に関して、適用される契約の条項に従い、既に締結されている当該契約が一括清算される可能

性もあります。これらの場合には、そのような事情がない場合と比較して収益性が劣る可能性があります。

繰上償還に関わる留意点
本ファンドは、AB各コースについて受益権の総口数が30億口を下回ることとなった場合等には、受託銀行と協議のうえ、当該コース

が必要な手続を経て繰上償還されることがあります。また、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認める

とき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託銀行と合意のうえ、必要な手続きを経て、この信託契約を解約し、信託

を終了させることができます。繰上償還された場合には、申込手数料は返還されません。

ファミリーファンド方式に関わる留意点
本ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。そのため、本ファンドが投資対象とするマザーファンドを投資対象

とする他のベビーファンドに追加設定・解約等に伴なう資金変動等があり、その結果、マザーファンドにおいて売買等が生じ

た場合等には、本ファンドの基準価額に影響が及ぶ可能性があります。

法令・税制・会計等の変更可能性に関わる留意点
法令・税制・会計等は今後変更される可能性もあります。

受託銀行の辞任・解任に伴う委託会社の免責に関わる留意点
受託銀行は、委託会社の承諾を受けて本ファンドの受託者の任務を辞任することができます。また、委託会社は信託約款に定

める場合には受託銀行を解任することができます。

受託銀行が辞任しまたは解任されたもしくは解任されうる場合において、委託会社が信託約款に定める受託者の義務を適切

に履行する能力ある新受託者を選任することが不可能または困難であるときは、委託会社は解任権を行使する義務も新受託

者を選任する義務も負いません。委託会社は、受託銀行の解任または新受託者の選任についての判断を誠実に行うよう努め

るものとしますが、かかる判断の結果受託者としての任務を解任されなかった受託銀行または選任された新受託者が倒産等

により信託約款に定める受託者の義務を履行できなくなった場合には、委託会社は、当該判断時において悪意であった場合

を除き、これによって生じた損害について受益者に対し責任を負いません。
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留意点（続き）
スイッチングに関わる留意点
スイッチングの際には、申込手数料はかかりません。ただし、スイッチングにより換金されるコースに対し、換金時と同様に

信託財産留保額および税金がかかります。詳しくは、後記「ファンドの費用／税金について知りたい」をご覧ください。なお、

販売会社によってはスイッチングのお取扱いを行わない場合があります。かかる販売会社がAコースおよびBコースの両コー

スのお取扱いを行う場合、かかる販売会社での両コース間のスイッチングには申込手数料がかかります。また、販売会社に

よっては、AコースまたはBコースのいずれかのみのお取扱いとなる場合があります。

お買付およびご換金の制限に関わる留意点
証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他合理的な事情（コンピューターの誤作動等により決済が不能と

なった場合、基準価額の計算が不能となった場合、計算された基準価額の正確性に合理的な疑いが生じた場合等を含みます。）

があるときは、お買付およびご換金の受付けを中止またはすでに受付けたお買付およびご換金のお申込みを取消し（ご換金

の場合は取消しまたは保留）させていただくことがあります。

この場合、ご換金については、受益者は当該中止または保留以前に行った当日のご換金のお申込みを撤回できます。ただし、

受益者がそのご換金のお申込みを撤回しない場合には、ご換金代金は、当該中止または保留を解除した後の最初の基準価額

の計算日をご換金のお申込日として計算された価額とします。

その他の留意点
収益分配金、一部解約金、償還金の支払いはすべて販売会社を通じて行われます。それぞれの場合においてその金額が

販売会社に対して支払われた後は、委託会社は受益者への支払いについての責任を負いません。

各販売会社はその取次会社を通じて本ファンドの販売を行うことがあります。さらに取次会社は、各販売会社に代わり購入申

込者への目論見書の交付、受益者への運用報告書の交付、その他本ファンドに関する業務を行うことがあります。

委託会社は、各販売会社およびその取次会社とは別法人であり、委託会社は設定・運用について、各販売会社およびその取

次会社は販売（お申込代金の預り等を含みます。）について、それぞれ責任を有し、互いに他について責任を有しません。
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ゴールドマン・サックス･アセット･マネジメント（ＧＳＡＭ）とは
ゴールドマン・サックスは、1869年（明治2年）創立の世界の主要な投資銀行のひとつであり、世界の主要都市に

拠点を有し、世界中の政府機関・企業・金融機関等に対して、投資銀行業務・証券売買業務・為替商品取引など、

多岐にわたる金融サービスを提供しています。

ゴールドマン・サックスの資産運用グループであるゴールドマン・サックス・アセット・マネジメントは、1988年の設立

以来、世界各国の投資家に資産運用サービスを提供しており、2005年12月末現在、グループ全体で4,961億米ドル

（約58.6兆円＊）の資産を運用しています。
＊米ドルの円貨換算は便宜上、2005年12月30日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（1米ドル＝118.07円）により計算して
おります。

ゴールドマン･サックス・アセット･マネジメント株式会社は、ゴールドマン・サックス・アセット･マネジメントの東京拠点

です。

投資顧問会社�
GSAMニューヨーク（注）�

委託会社�
ゴールドマン・サックス・�
アセット・マネジメント�

株式会社�

受託銀行�
三菱UFJ信託銀行株式会社�
＜再信託受託会社：日本マスター�
トラスト信託銀行株式会社＞�

販売会社�
お客様�
（受益者）�

株式の�
運用指図権限の委託�
�

お申込み�

運用指図�

信託契約�

投資顧問契約�

販売会社�
ファンドの募集・販売の取扱い、
収益分配金の再投資、収益分
配金、償還金および換金代金
の支払い等を行います。�

投資信託の運用を指図する会社�
ファンドに集まったお金（信託財産といい
ます。）の運用指図等を行います。なお、
委託会社は、信託財産の計算その他本フ
ァンドの事務管理に関する業務を第三者
に委託することがあります。�

投資信託の信託財産を管理
する銀行�
信託財産の管理業務、基準価額の
計算等を行います。�

募集・�
販売契約�
�

（注）本ファンドの投資顧問会社であるゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント・エル・ピーをGSAMニューヨークといいます（以下同じ。）。�

東京�

シンガポール�

ニューヨーク�
シカゴ�

サンフランシスコ�

ロサンゼルス�
アトランタ�

プリンストン�
香港�

メルボルン�

タンパ�

印はGSAMの主要運用拠点�

印は他のGSAMの拠点�

ロンドン� フランクフルト�

ミラノ�

ファンドの関係法人
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ゴールドマン･サックス・アセット･マネジメント株式会社の概況
1. 資本金
委託会社の資本の額は4億9,000万円です（2006年8月25日現在）。

2. 沿　革
委託会社は、米国を本拠地として総合的な金融サービスの提供を展開するゴールドマン・サックスの資産運

用グループの日本における拠点として、日本法上の株式会社として設立された投資信託委託業者です。主な変

遷は以下のとおりとなっています。なお、この他に、これまで、商号の変更、合併、事業目的の変更等はありま

せんでした。

1996年 2月 6日 会社設立

1996年 2月23日 証券投資信託法上の委託会社としての免許取得

1998年12月 1日 証券投資信託法の改正に伴う証券投資信託委託業のみなし認可

2000年11月30日 証券投資信託及び証券投資法人に関する法律の改正に伴う投資信託委託業のみなし

認可

2001年 8月13日 有価証券等に係る投資顧問業を会社の目的に追加

2002年 1月18日 有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律（｢投資顧問業法｣）上の投資顧問業

者としての登録

2002年 3月29日 投資顧問業法上の投資一任契約に係る業務の認可

2002年 4月 1日 ゴールドマン・サックス・アセット・マネージメント・ジャパン・リミテッドの営業の全部を譲受

け、商号をゴールドマン・サックス投信株式会社からゴールドマン・サックス・アセット・

マネジメント株式会社に変更

3. 本店の所在の場所および代表者の役職氏名
本店の所在の場所：東京都港区六本木六丁目10番1号　六本木ヒルズ森タワー

代表者の役職氏名：代表取締役　土岐 大介

4. 大株主の状況
（2006年8月25日現在）

氏名または名称 住　所 所有株式数
（株）

所有比率
（%）

ゴールドマン・サックス・

アセット・マネジメント・エル・ピー

アメリカ合衆国ニューヨーク州

ニューヨーク市オールド・スリップ32番地
6,336 99

ザ・ゴールドマン・サックス・

グループ・インク

アメリカ合衆国ニューヨーク州

ニューヨーク市ブロード・ストリート85番地
64 1



21

目
　
次

特
　
徴

運
用
実
績

概
要

フ
ァ
ン
ド
情
報

リ
ス
ク

運
　
用

買
　
付

換
　
金

費
用
・
税
金

そ
の
他

ファンドの運用について知りたい

運用体制およびリスク管理体制
本ファンドおよびマザーファンドの運用は、米国に拠点を置くゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント・エル・ピー

（GSAM ニューヨーク）に属する米国グロース株式運用チームが主に担当します。米国グロース株式運用チーム

は、自らのチームに加えて、東京に拠点を置く委託会社、および委託会社のグループ会社である英国ロンドンに拠点

を置くゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント・インターナショナル（GSAM ロンドン）、シンガポールに拠点を

置くゴールドマン・サックス（シンガポール）ピー・ティー・イーのポートフォリオ・マネージャーとともにグローバルでセ

クター毎の運用チームを構成しており、定期的なミーティング等を通じて情報の共有化を図っています。

米国グロース株式運用チーム リスク管理およびパフォーマンス分析グループ
豊富な実務経験を有する人材で構
成されています。また、優良企業へ
の長期的な投資という一貫した投
資哲学のもと、20年を超える運用
実績を有しています。

（注1）本書上、リスク管理とは、ポートフォリオのリスクを監視し、一定水準に管理することを目指したものであり、必ずしもリスクの低減を目的とするものではあり
ません。

（注2）上記運用体制およびリスク管理体制は、将来変更される場合があります。

運用チームによって構築されたポジションは、更に運用チ
ームとは独立した、リスク管理の専門チームに報告されま
す。リスク管理およびパフォーマンス分析グループはその
リスク水準を日々モニターし、各チームに報告します。

監視・報告

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント・エル・ピー�
（GSAMニューヨーク）�
本ファンドの投資顧問会社�

米国グロース株式運用チーム�

20年を超える運用実績�
約285億米ドル＊の米国株式を運用�
20名を超えるポートフォリオ・マネージャーとアナリスト�
株価水準に注目したグロース・スタイル�

日本株運用チーム�
（東京）�

欧州株運用チーム�
（ロンドン）�

アジア・オセアニア（日本を除く）�
株運用チーム（シンガポール）�

米国グロース株式運用チーム�
（ニューヨーク、タンパ）�

情報の交換�

本ファンドの運用を担当�

ゴールドマン・サックスのグローバル株式運用体制� （2006年5月末現在）�

＊2006年3月末現在�

運用体制に関する社内規則等

ファンドの運用に関する社内規則として、ポートフォリオ・マネージャーが遵守すべき服務規程のほか、有価証券など

の売買執行基準およびその遵守手続きなどに関して取扱い基準を設けることにより、法令遵守の徹底を図るととも

に、利益相反となる取引、インサイダー取引等を防止し、かつ売買執行においては最良執行に努めています。（運用

の全部または一部を海外に外部委託する場合には、現地の法令および諸規則にもあわせて従うこととなります。）
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銘柄選択の基本プロセス
netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドにおける投資のキーワードは、「インターネット・トー

ルキーパー」企業です。

すなわち、netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドは、インターネットを支えるアクセス、イン

フラ、コンテンツ、サービスを提供する企業である「インターネット・トールキーパー」企業を中心に投資します。

運用哲学

「よりよい投資収益は、長期にわたって成長性の高い事業へ投資することにより獲得される」

運用プロセス

運用戦略

単なる株式売買ではなく会社・事業を実際に買うかの如く投資します
「株式の売買」というよりも、「成長ポテンシャルを持つ事業への投資」に近い戦略です。

質の高い成長企業・事業に投資します
戦略的に、長期に一貫した成長力を示す体制の取れた企業に投資します。

事業のもつ本源的な価値が株価に織り込まれていない企業に投資します
本源的な事業価値がまだ株価に十分に織り込まれていないと判断した企業に投資します。

投資アイデアの創出 一般的に入手される情報に頼らず、独自のアイデアを用いた情報収集
を行い投資アイデアを生み出します。

銘柄スクリーニング ①市場規模、②セクター、③個別企業の事業内容、
④株価バリュエーションの順に投資ユニバースを限定していきます。

綿密なリサーチ 企業訪問、企業を取り巻く環境の分析等を通じて、
組入れ銘柄の長期的成長性を詳しくチェックします。

運用委員会での議論 運用チームのプロフェッショナルが全員参加する運用委員会で、
徹底した議論を行い、投資基準を満たす銘柄であるかを確認します。

継続討議 調査、分析、討議は継続的に行われます。
運用委員会が実際に投資を決定するまで数か月間かかることもあります。

投資への実行 運用委員会で最終的な投資の決定がなされます。

（注）本運用プロセスがその目的を達成できる保証はありません。また本運用プロセスは変更される場合があります。

ステップ1

ステップ2

ステップ3

ステップ4

ステップ5

ステップ6
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お買付のお申込み
販売会社の本・支店および営業所にて、毎営業日＊1受付けます。毎営業日の午後3時（国内の証券取引所の半休日は午前11時）＊2

までに、お買付のお申込みが行われかつ当該お申込みの受付にかかる各販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の申込
分とします。当日の受付終了後のお申込みについては、翌営業日のお取扱いとします。
＊1 ニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行の休業日（以下「ニューヨークの休業日」といいます）を除きます。

＊2 販売会社によっては午後3時（国内の証券取引所の半休日は午前11時）より前に受付を締め切る場合がありますので、各販売会社にご確認ください。

収益分配金の受取方法により、収益分配時に収益分配金を受取る「一般コース」、収益分配金が税金を差引かれた後自動的に無手
数料で再投資される「自動けいぞく投資コース」があります。どちらかのコースをお選びください（ただし、販売会社によっては、どちらか
一方のみのお取扱いとなる場合があります。）。一度お選びいただいたコースは途中で変更することはできません。
「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合、お買付に際して、本ファンドにかかる「自動けいぞく投資契約」（販売会社によって名
称が異なる場合があります。）を販売会社との間で結んでいただきます。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

お買付代金はお申込みの販売会社にお支払いください。お買付代金の払込期日は販売会社によって異なります。詳しくは
各販売会社にお問い合わせください。
お買付のお申込みの受付を中止することまたはすでに受付けたお買付のお申込みを取消しする場合があります。詳しくは「リ
スクについて知りたい　留意点　お買付およびご換金の制限に関わる留意点」をご覧ください。
販売会社および販売会社毎の販売条件等につきましては、13ページ掲載の照会先でご確認ください。
なお、販売会社と取次契約を結んだ取次会社が本ファンドを販売する場合があります。

スイッチングについて
販売会社によってはAコースおよびBコースの間でスイッチング（乗換え）ができます。＊

スイッチングのお申込単位は、販売会社によって異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
スイッチングの際には申込手数料はかかりません。ただし、スイッチングにより換金されるコースに対し、信託財産留保額および税金
がかかることにつき、ご留意ください（詳しくは「ファンドの費用／税金について知りたい」をご覧ください。）。
＊販売会社によってはスイッチングのお取扱いを行わない場合があります。この場合、両コース間の乗換えには申込手数料がかかります。

お買付の流れ

1営業日目� 2営業日目� 3営業日目� 4営業日目� 5営業日目�
買付申込日� 買付価額決定日�

買付申込をされた日の翌営業日
の基準価額が適用されます。�

お買付代金の払込期日は販売会社により異なり
ます。詳しくは販売会社にお問い合わせください。�

お買付の価額
お買付の価額は買付申込をされた日の翌営業日の基準価額が適用されます。
お買付にかかる費用については「ファンドの費用／税金について知りたい」をご覧ください。

お買付の単位
販売会社によって異なります。販売会社にお問い合わせください。

（注）ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定です。その場合の取扱いについては、後記「振替制度について」をご覧ください。
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販売会社によって異なります。販売会社にお問い合わせください。

ご換金の単位

ご換金の流れ

ご換金のお申込み
お買付いただいた販売会社にて、毎営業日＊1受付けます。毎営業日の午後3時（国内の証券取引所の半休日は午前11時）＊2までに、
ご換金のお申込みが行われかつ当該お申込みの受付にかかる各販売会社所定の事務手続が完了したものを当日の申込分とします。
当日の受付終了後のお申込みについては、翌営業日のお取扱いとします。
＊1 「ニューヨークの休業日」を除きます。

＊2  販売会社によっては午後3時（国内の証券取引所の半休日は午前11時）より前に受付を締め切る場合がありますので、各販売会社にご確認ください。

ご換金の価額
ご換金は解約請求により行うことができます。
ご換金の価額は、換金申込日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額（解約価額）となります。

お手取額は、解約価額から換金にかかる税金を差引いた金額となります（詳しくは、「ファンドの費用／税金について知りたい」
をご覧ください。）。

換金価額
（解約価額）

＝ －
お申込みの翌営業日の

基準価額
信託財産留保額

（当該基準価額×0.3%）

ご注意点
本ファンドの資金管理を円滑に行うため、1顧客1日当たり10億円を超える大口のご換金は制限することがあります。詳しくは販売会社
にお問い合わせください。

ご換金のお申込みの受付を中止することまたはすでに受付けたご換金のお申込みを取消しまたは保留する場合があります。詳し
くは、「リスクについて知りたい　留意点　お買付およびご換金の制限に関わる留意点」をご覧ください。

1営業日目� 2営業日目� 3営業日目� 4営業日目� 5営業日目�
換金申込日� 換金価額決定日� 換金代金支払日�

換金申込をされた日の翌営業日
のご換金価額が適用されます。�

換金申込をされた日から起算して5営業日目から
販売会社を通じて代金が支払われます。�

（注）ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定です。その場合の取扱いについては、後記「振替制度について」をご覧ください。
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＊1 上記は個人の受益者の場合です。法人の受益者の場合、原則として7%（所得税7%）の源泉徴収となります。
＊2 自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合には、取得する口数について申込手数料はかかりません。

スイッチングにより本ファンドをお求めいただく場合には、取得する口数について申込手数料はかかりません。ただし、販売会社によってはスイッチングができない場合があります。
＊3 各販売会社の取扱に係る純資産総額とは、AコースおよびBコースの信託財産の純資産総額の合計額のうち、当該販売会社の取扱に係る金額をいいます。
＊4 スイッチングも含みます。
＊5 信託財産留保額とは、運用の安定性を高めると同時に、信託期間の途中に換金される方と引き続きこの投資信託を保有される受益者との公平性を確保するために、換金される方にご負担

いただくもので、信託財産に繰り入れられます。

※本投資信託説明書（交付目論見書）で使用している税率等の課税上の取扱いは2006年8月25日現在のもの

です。税法が改正された場合には、下記内容が変更になることがあります。

費用 税金＊1

お買付時＊2
3.15%（税込）を上限として販売会社がそれぞれ定める申込手数料
率をお申込価額に乗じて得た額が申込手数料となります。

■信託報酬は、本ファンドの計算期間を通じて毎日、本ファンドの信
託財産の純資産総額に以下の率を乗じて得た額とします。

■上記信託報酬のほか、信託事務の諸費用等が別途、信託財産よ
り支払われます。詳しくは、後記「その他の費用について」をご覧
ください。

受託銀行

年率
0.105%
（税込）

販売会社

年率
0.840%
（税込）

委託会社

年率
1.050%
（税込）

合計

年率
1.995%
（税込）

100億円未満の部分

年率
0.105%
（税込）

年率
1.050%
（税込）

年率
0.840%
（税込）

年率
1.995%
（税込）

100億円以上の部分

―

―

解約価額の
個別元本超過額×10%
（所得税7%、地方税3%）

普通分配金×10%
（所得税7%、地方税3%）

償還価額の
個別元本超過額×10%
（所得税7%、地方税3%）

投資期間中
（運用費用の内訳）

基準価額に対して0.3%（信託財産留保額＊5）

―

―

収益分配金
受取時

ファンドの
償還時

ご換金時＊4
（解約請求による
場合）

各販売会社の取扱
に係る純資産総額＊3

支払先
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個別元本について
①個別元本とは、追加型株式投資信託について、受益者ごとの信託時の受益証券の価額等（申込手数料および当該申込手数料に係る消費税等相当額は
含まれません。）をいい、税法上の元本（個別元本）にあたります。なお、個別元本方式への移行時にすでに受益証券を保有していた場合、2000年3月
31日の平均信託金が当該受益証券に係る個別元本となります。

②受益者が同一ファンドの受益証券を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加信託を行うつど当該受益者の受益権口数で加重平均すること
により算出されます。

③ただし、保護預りではない受益証券および記名式受益証券については各受益証券ごとに、同一ファンドを複数の販売会社で取得する場合については各
販売会社ごとに、個別元本の算出が行われます。また、同一販売会社であっても複数支店等で同一ファンドを取得する場合は当該支店等ごとに、「一般コ
ース」と「自動けいぞく投資コース」の両コースで取得する場合はコース別に、個別元本の算出が行われる場合があります。

④受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本とな
ります。（「特別分配金」については、後記「分配金の課税について」をご覧ください。）

分配金の課税について
分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と非課税扱いとなる「特別分配金」があります。
①「普通分配金」とは、分配金をお支払いした後の基準価額がお客様の個別元本と同額または上回っている場合の分配金をいいます。
②「特別分配金」とは、分配金をお支払いした後の基準価額がお客様の個別元本を下回っている場合、その下回った部分の分配金をいいます。

個人、法人別の課税の取扱いについて
①個人の受益者に対する課税

個人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部解約時および償還時の個別元本超過額については、10%
（所得税7%、地方税3%）の税率による源泉徴収が行われます。ただし、2008年4月1日以降は、同税率は20%（所得税15%、地方税5%）となる予定です。
収益分配金のうち所得税法上課税対象となるのは普通分配金のみであり、特別分配金は課税されません。
これらについては収益の多寡を問わず確定申告は不要です。しかしながら、確定申告を行うことは可能であり、申告を行えば、総合課税となります。なお、
その場合、配当控除の適用はありません。
また、2004年1月1日以降に買取差損益または解約（償還）差損が発生した場合は、確定申告を行うことにより株式等（特定株式投資信託（ETF）および
特定不動産投資信託（REIT）を含みます。）の譲渡による所得または損失との損益通算が可能です。公募株式投資信託の解約（償還）差益との損益通
算については、その解約（償還）差益が、株式譲渡益ではなく配当所得として課税されるため、行うことができません。

②法人の受益者に対する課税
法人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部解約時および償還時の個別元本超過額については、7%
（所得税7%）の税率で源泉徴収され法人の受取額となります。ただし、2008年4月1日以降は、同税率は15%（所得税15%）となる予定です。収益分配
金のうち所得税法上課税対象となるのは普通分配金のみであり、特別分配金は課税されません。
なお、益金不算入制度は適用されません。

その他の費用について
信託報酬のほかに、本ファンドから支払われる費用には以下のものがあります（ただし、これらに限定されるものではありません。）。
①株式等の売買委託手数料、先物取引またはオプション取引等に要する費用
②外貨建資産の保管費用
③借入金の利息、融資枠の設定に要する費用、受託銀行等の立替えた立替金の利息
④信託財産に関する租税
⑤その他信託事務の処理等に要する諸費用（監査費用、法律顧問・税務顧問への報酬、印刷費用、郵送費用、公告費用、格付費用、受益証券作成に関
する費用等を含みます。また、マザーファンドに関連して生じた諸費用のうちマザーファンドにおいて負担せずかつ委託会社の合理的判断により、本
ファンドに関連して生じたと認めるものを含みます。）

なお、委託会社は、上記⑤記載の諸費用の支払を信託財産のために行い、その金額をあらかじめ合理的に見積もったうえで、信託財産の純資産総額の年
率0.05%相当額を、かかる諸費用の合計額とみなして、本ファンドより受領します。ただし、委託会社は、信託財産の規模等を考慮して、信託の設定時また
は期中に、随時かかる諸費用の年率を見直し、0.05%を上限としてこれを変更することができます。
上記⑤記載の諸費用の額は、本ファンドの計算期間を通じて毎日、前営業日の信託財産の純資産総額に応じて計上されます。かかる諸費用は、毎計算
期末または信託終了のとき、信託財産から委託会社に対して支払われます。

（注）ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定です。その場合の取扱いについては、後記「振替制度について」をご覧ください。
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信託の終了・約款の変更等
信託の終了
本ファンドは以下の場合には、所定の手続き＊を経て終了することがあります。
（1）AまたはBコースの受益権口数が30億口を下回ることとなった場合・・・・・・当該コースのみ
（2）監督官庁より信託契約の解約の命令を受けたとき
（3）委託会社の認可取消、解散、業務廃止のとき（ただし他の投資信託委託業者が委託会社の業務を引き継ぐときを除きます。）
（4）受託銀行が信託業務を営む銀行でなくなったとき（ただし他の信託銀行が受託者の業務を引き継ぐときを除きます。）
（5）受託銀行の辞任または解任に際し新受託者を選任できないとき
（6）委託会社が、信託契約を解約することが受益者のため有利と認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときで、受託銀行と合意する場合
＊ 委託会社は、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、かつ、その旨を記載した書面を信託契約に係る知られたる受益者に対して交付します。ただ
し、信託契約に係るすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。かかる公告および書面には、受益者で異議の
ある者は一定の期間内に委託会社に対して異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は1ヵ月を下らないものとします。かかる一定の期
間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の2分の1を超えるときは、信託契約の解約をしません。委託会社は、信託契約の解
約をしないこととしたときは、解約しない旨およびその理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。た
だし、すべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。以上は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が
生じている場合であって、一定の期間が1ヵ月を下らずにその公告および書面の交付を行うことが困難な場合には適用しません。公告を行う場合は
日本経済新聞に掲載します。

約款変更
委託会社は、監督官庁の命令があったとき、受益者の利益のため必要と認めるとき、または正当な理由があるときは、受託銀行と合意のうえ、信託約款
を変更することができ、あらかじめ、変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ます＊。
＊ 委託会社は、変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようとする旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記
載した書面を信託約款に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、委託会社が受益者を代理して本ファンドの受益権を振替受入簿に記
載または記録を申請することができる旨の信託約款の変更をしようとする場合において、振替受入簿の記載または記録を申請することについて委託
会社に代理権を付与することについて同意をしている受益者へは、書面の交付を原則として行いません。なお、信託約款に係るすべての受益者に
対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。かかる公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託会社に対
して異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は1ヵ月を下らないものとします。当該一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口
数が受益権の総口数の2分の1を超えるときは、信託約款の変更をしません。委託会社は、信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨
およびその理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付
したときは、原則として、公告を行いません。公告を行う場合は日本経済新聞に掲載します。

反対者の買取請求権
前記「信託の終了」に規定する信託契約の解約または前記「約款変更」に規定する信託約款の変更を行う場合において、前記「信託の終了」または前
記「約款変更」の一定の期間内に委託会社に対して異議を述べた受益者は、販売会社を通じ、受託銀行に対し、自己の有する受益証券を、信託財産を
もって公正な価額で買取るべき旨を請求することができます。

ファンドの仕組み
本ファンドの運用は、ファミリーファンド方式で行います。
ファミリーファンド方式とは、投資家からの資金をまとめてベビーファンド（AコースおよびBコース）とし、それぞれの資金を実質的に同一の運用方針を
有するマザーファンドに投資して、実質的な運用を行う仕組みです。（ただし、各ベビーファンドから有価証券等に直接投資することもあります。）
商品性格が等しい複数のファンドが存在する場合、これらをひとつにまとめることで、低コストで効率よく運用することが可能になるため、投資家、運
用者双方にメリットのある仕組みといえます。

マザーファンドの運用方針
マザーファンドは、通常の市場環境の下では、株式の組入比率を信託財産の約90%以上に保つことを目指します。｢インターネット・トールキーパー企業｣
の株式を主要な投資対象とします。また、｢インターネット・トールキーパー企業｣のほか、コスト構造、収益性、競争優位の改善が期待できるインターネット
のビジネス戦略を迅速に実践している企業や、ポートフォリオ・マネージャーが｢継続できるビジネス・モデルを持っている｣と判断したインターネット企業の株
式にも投資することにより、基本方針の実現を目指します。マザーファンドは、市場にて取引されている米国株式に主として投資しますが、信託財産の
約25%を上限として米国以外の株式（エマージング諸国のマーケットの株式や米ドル建て以外の通貨建ての株式を含みます。また、これらの外貨建資産に
対する為替ヘッジは、市況動向、資金動向等により委託会社が適切と判断した場合に行なうことがあります。）に投資することがあります。市況動向や資金
動向その他の要因等によっては、運用方針に従った運用ができない場合があります。

投
資
家（
受
益
者
）�

（注１）  損益はすべて投資家である受益者に帰属します。�
（注2）  販売会社によってはスイッチングのお取扱いを行わない場合があります。�

買付・換金�
お申込み�

スイッチング�
お申込み（注2）�

収益分配金�
償還金�
換金代金�

《ベビーファンド》�

Aコース�
（為替ヘッジあり）�

《マザーファンド》�

netWIN�
ゴールドマン・サックス・�
インターネット�
戦略ファンド・�
マザーファンド�

主な投資�
対象�

Bコース�
（為替ヘッジなし）�

投資�

損益（注1）�

投資�

損益（注1）�

投資�

損益（注1）�スイッチング（注2）�

（注）ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定です。その場合の取扱いについては、後記「振替制度について」をご覧ください。
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受益者の権利等
（1）収益分配金の受領権に関する内容および権利行使の手続

収益分配金は、本ファンドの毎計算期間の終了日から起算して原則として5営業日目から収益分配金交付票と引換えに販売会社を通じて受益者に支払い
ます。
上記にかかわらず、自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者に対しては、委託会社は、原則として、毎計算期間終了日の翌営業日
に、収益分配金を販売会社に交付します。この場合、販売会社は、自動けいぞく投資契約に基づき、受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資に係る受益
証券の取得の申込みに応じるものとします。
販売会社は、受益者がその有する受益証券の全部もしくは一部の口数について、あらかじめ計算期間を指定し、上記の収益分配金の再投資に係る受益証
券の取得申込を中止することを申し出た場合においては、上記にかかわらず、当該受益証券に帰属する収益分配金を当該計算期間終了のつど受益者に支
払うことができます。
受益者が、収益分配金について支払開始日から5年間その支払いを請求しないときは、その権利を失い、委託会社が受託銀行から交付を受けた委託会社に
帰属します。

（2）償還金の受領権に関する内容および権利行使の手続
償還金は、信託終了日から起算して原則として5営業日目から受益証券と引換えに販売会社を通じて受益者に支払います。
受益者が、信託終了による償還金について支払開始日から10年間その支払いを請求しないときは、その権利を失い、委託会社が受託銀行から交付を受けた
委託会社に帰属します。

（3）一部解約金の受領権に関する内容および権利行使の手続
一部解約金の受領権に関する内容および権利行使の手続については、前記「換金について知りたい」をご覧ください。
一部解約金は、受益者による一部解約の実行の請求日から起算して、原則として5営業日目から販売会社を通じて受益者に支払います。

（4）記名式受益証券の場合の権利行使
記名式の受益証券を有する受益者は、あらかじめその印鑑を届け出るものとし、収益分配金の支払の場合には収益分配金交付票に、償還金および一部解
約金の支払の場合には受益証券に、記名し届出印を押捺するものとします。
委託会社は、押捺された印影を届出印と照合し、相違ないものと認めて収益分配金、償還金および一部解約金の支払をしたときは、印鑑の盗用その他の事
情があっても、そのために生じた損害について、その責を負いません。

（5）収益分配金、償還金および一部解約金の委託会社への交付と支払いに関する受託銀行の免責
受託銀行は、収益分配金については、支払開始日の前日（一般コースの場合）および交付開始前（自動けいぞく投資コースの場合）までに、償還金につい
ては支払開始日の前日までに、一部解約金については支払日までに、その全額を委託会社に交付します。
受託銀行は、上記により委託会社に収益分配金、償還金および一部解約金を交付した後は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。

（6）委託会社の免責
収益分配金、償還金および一部解約金の受益者への支払については、当該販売会社に対する支払をもって委託会社は免責されるものとします。係る支払
がなされた後は、当該収益分配金、償還金および一部解約金は、源泉徴収されるべき税額（および委託会社が一定期間経過後販売会社より回収した金
額があればその金額）を除き、受益者の計算に属する金銭となります。
販売会社が収益分配金、償還金および一部解約金の受益者への支払を怠ったことにより委託会社が損害を被った場合には、委託会社に過失がない場合
に限り、受託銀行の承諾を得て委託会社は信託財産よりその損害の賠償を受けることができます。

（7）受益証券の換金手続等
前記「換金について知りたい」をご覧ください。

その他の契約の変更について
（1）募集・販売契約

委託会社と販売会社との間の募集・販売契約は、当事者の別段の意思表示のない限り、1年ごとに自動的に更新されます。募集・販売契約は、当事
者間の合意により変更することができます。

（2）投資顧問契約
委託会社とGSAMニューヨークの間の基本会社間投資顧問契約（以下「投資顧問契約」といいます。）には期限の定めがありません。投資顧問契約
は、当事者間の合意により変更することができます。投資顧問契約の終了または変更は、その内容が重大なものについて、あらかじめ、これを公告
し、かつ、知られたる受益者に対して書面を交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。
公告を行う場合は日本経済新聞に掲載します。

（注）ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定です。その場合の取扱いについては、後記「振替制度について」をご覧ください。
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投資制限
（1）約款上の投資制限

①株式への投資割合には制限を設けません。
②外貨建資産への投資については、特に制限を設けません。
③デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。
④新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の20%以下とします。
⑤同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10%以下とします。
⑥同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の5%以下とします。
⑦投資信託証券（netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンド受益証券を除きます。）への実質投資割合は、信託財産の
純資産総額の5%以下とします。

⑧同一銘柄の転換社債、ならびに新株予約権付社債のうち会社法第236条第1項第3号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって
当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものへの実質投資割合は、取得時において信託財
産の純資産総額の10%以下とします。

⑨委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。なお、当該公社債の借入れを行なうにあたり担保
の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行うものとします。（公社債の借入れ）

⑩委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性をはかるため、信託財産において一部解約金の支払資金の手当て（一部解約に伴う支払
資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的として、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ
（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をすることができ、また法令上可能な限度において融資枠の設定を受けることを指図することができます。な
お、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。（資金の借入れ）

⑪委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図をすることができます。なお、当該売付の決済につい
ては、株券の引き渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることができるものとします。（信用取引）

詳細およびその他の約款上の投資制限については、後記「信託約款」をご覧ください。

（2）法令上の投資制限
委託会社は、本ファンドの信託財産の純資産総額に100分の50を乗じて得られる額が当該信託財産に係る次の①および②に掲げる額（これに係る取引の
うち、当該取引が評価損を生じたのと同じ事由により評価益を生じた取引がある場合には当該評価益の合計額を控除した額とします。）ならびに③および④
に掲げる額の合計額を下回ることとなるにもかかわらず、当該信託財産に係る有価証券先物取引等を行うことまたは継続することを受託銀行に指示すること
はできません（投資信託法施行規則第27条第1項第5号）。
①当該信託財産に係る先物取引等評価損（有価証券オプション取引等および有価証券店頭オプション取引等の売付約定に係るものを除きます。）
②当該信託財産に係る有価証券オプション取引等および有価証券店頭オプション取引等のうち売付約定に係るものにおける原証券等の時価とその行使
価格との差額であって当該オプションの行使に伴い発生すると見込まれる損失の額から当該オプションに係る帳簿価額を控除した金額であって評価損と
なるもの

③当該信託財産をもって取得し現在保有している新株予約権を表示する証券または証書に係る時価とその帳簿価額との差額であって評価損となるもの
④当該信託財産をもって取得し現在保有しているオプションを表示する証券または証書（証券取引法第2条第1項第10号の2に規定するオプションを表示
する証券または証書をいいます。）に係る時価とその帳簿価額との差額であって評価損となるもの

（注）ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定です。その場合の取扱いについては、後記「振替制度について」をご覧ください。

内国投資信託受益証券事務の概要
（1）受益証券の名義書換

①記名式受益証券の名義書換手続
「記名式受益証券名義書換請求書」に記入のうえ、印鑑登録印（販売会社への登録印）を押捺して、印鑑登録票二葉および当該受益証券を添付して、
販売会社経由で委託会社に提出することにより記名式の受益証券の所持人は名義書換を請求することができます。名義書換の手続は、毎計算期間の
末日の翌日から15日間停止します。

②取扱場所・取次所・代理人
記名式受益証券の名義書換は販売会社にて取扱います。

③手数料
記名式受益証券の名義書換には手数料はかかりません。

④その他
記名式の受益証券の譲渡は、名義書換によらなければ、委託会社および受託銀行に対抗することができません。

（2）受益者名簿の閉鎖の時期
受益者名簿は作成していません。

（3）受益者に対する特典
該当事項はありません。

（4）受益証券の譲渡制限
該当事項はありません。

（5）その他
受益証券は、原則無記名式です。取得者の請求により記名式とすることもできます。受益証券は、無記名式の場合それを所持している人が受益者として扱
われますので、盗難や紛失などの事故を防ぐため、委託会社は、販売会社での「保護預り」をおすすめします。ただし、「自動けいぞく投資契約」を結ばれた方
は、すべて保護預りとさせていただきますので、引出すことはできません。
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「請求目論見書」の項目
第1 ファンドの沿革

第2 手続等

1 申込（販売）手続等

2 換金（解約）手続等

第3 管理及び運営

1 資産管理等の概要

（1）資産の評価

（2）保管

（3）信託期間

（4）計算期間

（5）その他

2 受益者の権利等

第4 ファンドの経理状況

1 財務諸表

2ファンドの現況

第5 設定及び解約の実績

※「請求目論見書」とは、証券取引法第13条第2項第2号に定める事項に関する内容を記載した目論見書です。

振替機関に関する
事 項

該当事項はありません。
（注）ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定です。

その場合の取扱いについては、後記「振替制度について」をご覧ください。

有価証券届出書の写しを
縦 覧 に 供 す る 場 所

該当事項はありません。

その他の情報について

申 込 期 間 2006年2月25日から2007年2月23日まで
（申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。）

保 管

a.一般コース ：販売会社との保護預り契約に基づいて、販売会社の
保護預りとすることができます。

b.自動けいぞく投資コース ：受益証券はすべて保護預りとなりますので、引出す
ことはできません。

（注）ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定です。
その場合の取扱いについては、後記「振替制度について」をご覧ください。

格 付 格付けは取得しておりません。

募 集 総 額 各コースにつき5,000億円を上限とします。
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ファンドの海外休業日

2006年 9 月 4 日 労働者の日

10月 9 日 コロンブス記念日

11月11日 退役軍人の日

11月23日 感謝祭

12月25日 クリスマス

2007年 1 月 1 日 ニュー・イヤーズ・デー

1 月15日 キング牧師誕生記念日

2 月19日 ワシントン誕生記念日

2006年8月25日現在、委託会社が認識し得る2007年2月末までの「ニューヨークの休業日」です。

（休業日は変更されることがありますので、必ず事前に販売会社までお問い合わせください。）

ニューヨークの休業日
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振替制度について
ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定であり、受益権の帰属は、後述の振替機関及び
当該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第2条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機関
等」といいます。）の振替口座簿に記載または記録されることにより定まります（以下、振替口座簿に記載または記録されること
により定まる受益権を「振替受益権」といいます。）。
委託会社は、やむを得ない事情等がある場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。また、振替受益権
には無記名式や記名式の形態はありません。
ファンドの分配金、償還金、換金代金は、社振法および振替機関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。
委託会社は、前記「その他　信託の終了・約款の変更等　約款変更」の手続きにより信託約款の変更を行う予定であり、この信託
約款の変更が成立した場合、受益者を代理してファンドの受益権を振替受入簿に記載または記録を申請することができるものとし、
原則としてファンドの2006年12月29日現在の全ての受益権（受益権につき、既に信託契約の一部解約が行われたもので、当該一
部解約にかかる一部解約金の支払開始日が2007年1月4日以降となるものを含みます。）を受益者を代理して2007年1月4日に振替
受入簿に記載または記録するよう申請します。ただし、保護預りではない受益証券に係る受益権については、信託期間中において
委託会社が受益証券を確認した後当該申請を行うものとします。振替受入簿に記載または記録された受益権にかかる受益証券（当
該記載または記録以降に到来する計算期間の末日にかかる収益分配金交付票を含みます。）は無効となり、当該記載または記録に
より振替受益権となります。また、委託会社は、受益者を代理してこの信託の受益権を振替受入簿に記載または記録を申請する場
合において、販売会社に当該申請の手続きを委任することができます。
振替制度への移行後の取扱いについては、以下のとおりです。

（1）ファンドの分配金について

分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該収益分配金にかかる決算日以前に
おいて一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該収益分配金にかかる決算日以前に設定された受益権で
取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に、
帰属します。2007年1月4日以降においても、時効前の収益分配金にかかる収益分配金交付票は、なおその効力を有するものとし、
その収益分配金交付票と引き換えに受益者にお支払いします。自動けいぞく投資コースの場合は収益分配金は税引き後無手数料
で再投資されますが、再投資により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。

（2）お買付のお申込みについて

取得申込者は販売会社に、取得申込と同時にまたは予め当該取得申込者が受益権の振替を行うための振替機関等の口座を
申し出るものとし、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、当該
取得申込の代金の支払いと引き換えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録を行うことができます。
委託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振
法に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替機関等は、委託会社から振替機関への通知があった場合、社振
法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行います。受託銀行は、追加信託により生じた受益
権については追加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託を設定した旨の通知を行い
ます。

（3）ご換金のお申込みについて

換金の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求に係るこの信託契約の一部解約
を委託会社が行うのと引き換えに、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定
にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。
2007年1月4日以降の換金に係る換金の請求を受益者がするときは、振替受益権をもって行うものとします。ただし、2007年1月
4日以降に換金代金が受益者に支払われることとなる換金の請求で、2007年1月4日前に行われる当該請求については、振替受益
権となることが確実な受益証券をもって行うものとします。
2006年12月29日時点での保護預りをご利用の方の受益証券は、原則として一括して全て振替受益権へ移行します。受益証券をお
手許で保有されている方で、2007年1月4日以降も引き続き保有された場合は、換金のお申し込みに際して、個別に振替受益権と
するための所要の手続きが必要であり、この手続きには時間を要しますので、ご留意ください。
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（4）受益証券の再発行について
委託会社は、この信託の受益権を取り扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取り消された場合または当該指
定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継する者が存在しない場合その他やむを得ない事情がある場合
を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。
なお、受益者は、委託会社がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記名式受益証券から記名式受益証券
への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、受益証券の再発行の請求を行わないものとします。

（5）受益証券の譲渡について

①受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録されている
振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするものとします。

②上記①の申請のある場合には、上記①の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の口数の減少および譲受
人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載または記録するものとします。ただし、上記①の
振替機関等が振替先口座を開設したものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替
機関等の上位機関を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載または記録
が行われるよう通知するものとします。

③上記①の振替について、委託会社は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録されている振替口座簿に
係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場合等において、委託会社が必要と認めたときまたは
やむをえない事情があると判断したときは、振替停止日や振替停止期間を設けることができます。

④受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託会社および受託銀行に対抗することができません。

（6）受益権の再分割について

委託会社は、受益権の再分割を行いません。ただし、「社債、株式等の振替に関する法律」が施行された場合には、受託銀行と
協議のうえ、同法に定めるところにしたがい、一定日現在の受益権を均等に再分割できるものとします。

（7）償還金について

償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還日以前において一部解約が行わ
れた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該償還日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の
名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に支払います。

（8）質権口記載または記録の受益権の取扱いについて
振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払い、一部解約の実行の請求の
受付け、一部解約金および償還金の支払い等については、約款の規定によるほか、民法その他の法令等にしたがって取り扱われ
ます。

（9）受益証券の保管について
受益権の帰属は、振替機関等の振替口座簿に記載または記録されることにより定まり、受益証券を発行しませんので、受益証券
の保管に関する該当事項はなくなります。

（10）振替機関について
振替機関は下記の通りとなる予定です。
株式会社証券保管振替機構

詳しくは後記「信託約款（2007年1月4日適用予定）の変更内容について」をご覧ください。
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委託会社（いたくがいしゃ）
ファンドの設定・運用、目論見書・運用報告書の作成等を担当する会社（運用会社）を指します。

運用報告書（うんようほうこくしょ）
ファンドの運用内容に関する情報を記載した報告書です。投資信託及び投資法人に関する法律の定めによって、

ファンドの決算時（年2回以上決算があるファンドについては年2回）および償還時に委託会社（運用会社）が作

成し、取扱販売会社を通じて受益者に送られます。運用報告書には、設定来の運用経過、投資環境の説明、組

入れ有価証券の明細など、運用状況についての情報が記載されています。

解約価額（かいやくかがく）
途中解約する際に用いる価額で、解約金は解約口数に解約価額を乗じて計算されます。解約価額はファンドの

基準価額から信託財産留保額を差引いた価額になります。ただし、信託財産留保額がないファンドでは基準価

額と同じ価額となります。

→「信託財産留保額」

株式投資信託（かぶしきとうししんたく）
投資信託の分類の一つです。一般的には株式を主な投資対象とするファンドを指しますが、約款上で株式を少

しでも組入れることが可能なファンドは株式投資信託に分類されます。したがって、主に公社債に投資するファン

ドであっても、株式投資信託に分類される場合があります。

→「国際株式型（北米型）」

為替ヘッジ（かわせヘッジ）
外貨保有に伴う為替リスクを為替予約取引等を活用することにより回避または低減する行為をいいます。為替ヘ

ッジを行う場合には、ヘッジ対象となる通貨と日本円の金利差に相当するヘッジ・コストまたはプレミアムが生じ

るため、海外の金利が日本の金利よりも高い場合であっても、直接享受することはできなくなります。

基準価額（きじゅんかがく）
ファンドの時価を表すものです。基準価額は、その日のファンドの純資産総額を総口数で割って計算され、日々

変動します。一般的に、当初1口が1万円のファンドは1口当たりの価額、当初1口が1円のファンドは1万口当たり

の価額で表示されます。
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国際株式型（北米型）（こくさいかぶしきがた ほくべいがた）
社団法人投資信託協会が定める証券投資信託の分類で、株式投資信託に属するファンドの中で、株式の組入れ

限度が70%以上で、主として北米の株式に投資するものです。

受託銀行（じゅたくぎんこう）
ファンドの信託財産を保管・管理する信託銀行を指します。

信託財産留保額（しんたくざいさんりゅうほがく）
運用の安定性を高めると同時に、信託期間の途中に換金される方と引き続きこの投資信託を保有される受益者

との公平性を確保するために、換金される方にご負担いただくもので、信託財産に繰り入れられます。

信託報酬（しんたくほうしゅう）
信託財産から、ファンドの運営にかかわる委託会社等に対して支払われる報酬です。信託報酬は、通常、日々の

純資産総額に対して定率で差引かれます。委託会社のファンド運用に対する報酬、販売会社の収益分配金や償

還金の支払等代行業務に対する報酬、受託銀行のファンド管理・保管に対する報酬などが含まれます。料率の

内訳は目論見書に記載されています。

販売会社（はんばいがいしゃ）
主にファンドの募集・販売の取扱い、換金請求の受付、分配金・償還金・換金代金の支払いなどを行う金融機関

を指します。

ファミリーファンド方式（ファミリーファンドほうしき）
投資家からの資金をまとめてベビーファンドとし、その資金をマザーファンドの受益証券に投資して、実質的な

運用を行う仕組みをいいます。

ボトム・アップ手法（ボトム・アップしゅほう）
個別企業の調査や分析をもとに個別銘柄の選択を行い、投資判断を下す運用手法。
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信託約款 

 

追加型証券投資信託 

netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド 

Ａコース(為替ヘッジあり) 

 

運用の基本方針 

 

 

 約款第 21 条に基づき委託者の定める方針は、次のものとします。 

 

1. 基本方針 

 この投資信託は、信託財産の長期的な成長を図ることを目標として運用を行います。 

2. 運用方法 

(1) 投資対象 

 netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンド受益証券を主要投資対象とします。 

(2) 運用方針 

① 主として netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンド受益証券に投資し、原則として、そ

の組入れ比率は高位に保ちます(ただし、投資環境等により、当該受益証券の組入れ比率を引き下げる場合もあ

ります。)。 

② 実質外貨建資産については対円での為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図ることを基本とします。 

③ 投資状況に応じ、netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンドと同様の運用を行うことも

あります。 

④ 市況動向や資金動向その他の要因等によっては、運用方針に従った運用ができない場合があります。 

⑤ 信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するた

め、国内において行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨に係

る先物取引、通貨に係る選択権取引、金利に係る先物取引および金利に係るオプション取引ならびに外国の市

場における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨に係る先物取引、

通貨に係るオプション取引、金利に係る先物取引および金利に係るオプション取引と類似の取引(以下｢有価証券

先物取引等｣といいます。)を行うことができます。 

⑥ 信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するた

め、異なった通貨、異なった受取り金利または異なった受取り金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引

(以下｢スワップ取引｣といいます。)を行うことができます。 

⑦ 信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するた

め、金利先渡取引および為替先渡取引を行うことができます。 

⑧ 信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、信託財産において一部解約金の支払い資金に不

足額が生じるときは、資金借り入れを行うことができ、また法令上可能な限度において融資枠の設定を受けることが

できます。 

⑨ ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント・エル・ピーに株式(その指数先物が含まれます。)の運用の指図に関する

権限を委託します。 

(3) 投資制限 

① 株式への投資割合には制限を設けません。 

② 外貨建資産への投資については、特に制限を設けません。 

③ デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。 

④ 新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の

20％以下とします。 

⑤ 同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

⑥ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産

総額の 5％以下とします。 

⑦ 投資信託証券(netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンド受益証券を除きます。)への

実質投資割合は、信託財産の純資産総額の 5％以下とします。 

⑧ 同一銘柄の転換社債、ならびに新株予約権付社債のうち会社法第 236 条第 1 項第 3 号の財産が当該新株予

約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ

明確にしているもの（以下会社法施行前の旧商法第 341 条ノ 3 第 1 項第 7 号および第 8 号の定めがある新株

予約権付社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」といいます。）への実質投資割合は、取得時において信

託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

3. 収益分配方針 

 年 2 回決算を行い、毎計算期末(毎年 5 月 30 日および 11 月 30 日。ただし、休業日の場合は翌営業日。)に原則として以下

の方針に基づき収益分配を行います。 

① 長期的な信託財産の成長に資するため、収益分配金は少額に抑えることを基本方針とします。 

② 分配対象額の範囲は、経費控除後の配当等収益および売買損益(評価損益も含みます。)等の範囲内とします。 

③ 分配金額は、委託者が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。基準価額水準、市場動向等によっては分

配を行わないこともあります。また、基準価額が元本を下回る場合においても分配を行うことがあります。 

④ 収益分配にあてず信託財産内に留保した利益については、元本部分と同様に運用の基本方針に基づき運用を行いま

す。 
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追加型証券投資信託 

netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド 

Ａコース(為替ヘッジあり) 

信託約款 

 

 

(信託の種類、委託者および受託者) 

第 1 条  この信託は、証券投資信託であり、ゴールドマン・サッ

クス・アセット・マネジメント株式会社を委託者とし、三

菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託者とします。 

 

(信託事務の委託) 

第 1 条の 2  受託者は、信託法第 26 条第 1 項に基づく信託事務

の委任として、信託事務の処理の一部について、金融

機関の信託業務の兼営等に関する法律第 1 条第 1

項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の

金融機関と信託契約を締結し、これを委託することが

できます。 

 

(信託の目的および金額) 

第 2 条  委託者は、金 30 億～5,000 億円1を受益者のため

に利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引き受

けます。 

 

(信託金の限度額) 

第 3 条  委託者は、受託者と合意のうえ、金 5,000 億円を限

度として信託金を追加することができます。 

②  追加信託が行われたときは、受託者はその引受けを

証する書面を委託者に交付します。 

③  委託者は、受託者と合意のうえ、第 1 項の限度額を

変更することができます。 

 

(信託期間) 

第 4 条  この信託の期間は、信託契約締結日から第 55 条

第 7 項、第 56 条第 1 項、第 57 条、第 58 条第 1

項または第 60 条第 2 項の規定による信託終了日ま

たは信託契約解約の日までとします。 

 

(募集の方法、受益証券の取得申込みの勧誘の種類) 

第 5 条  委託者は、この信託について、証券取引法第 2 条

第 3項第 1号に掲げる募集を行います。 

②  この信託にかかる受益証券の取得申込みの勧誘

は、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条第

13 項で定める公募により行われます。 

 

(当初の受益者) 

第 6 条  この信託契約締結当初および追加信託当初の受

益者は、委託者の指定する受益証券取得申込者と

し、第 7 条により分割された受益権は、その取得申込

口数に応じて、取得申込者に帰属します。 

 

(受益権の分割および再分割) 

第 7 条  委託者は、第 2 条の規定による受益権については、

30 億～5,000 億口2に、追加信託によって生じた受益

権については、これを追加信託のつど第 8 条第 1 項の

追加口数に、それぞれ均等に分割します。 

②  委託者は、受託者と協議のうえ、一定日現在の受

益権を均等に再分割できます。 

                             
1 5,000 億円を上限とします。ただし、30 億円に満たない場合

は、委託者の裁量により設定を中止することがあります。 
2 5,000 億口を上限とし、第 2 条の信託金を 1 口 1 円で計算

した口数とします。 

③  前項の規定により受益権の再分割を行った場合に

は、委託者はその旨を遅滞なく受益者に対して公告し

ます。 

 

(追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法) 

第 8 条  追加信託は、原則として毎営業日にこれを行うものと

します。追加信託金は、追加信託を行う日の前営業

日の基準価額に、当該追加信託にかかる受益証券の

口数を乗じた額とします。 

②  この約款において基準価額とは、信託財産に属する

資産(受入担保金代用有価証券および第 27 条に規

定する借入有価証券を除きます。)を法令および社団

法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た

信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額

(以下｢純資産総額｣といいます。)を計算日における受

益権総口数で除した金額をいいます。なお、外貨建

資産(外国通貨表示の有価証券(以下｢外貨建有価

証券｣といいます。)、預金その他の資産をいいます。以

下同じ。)の円換算については、原則としてわが国にお

ける当日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算

します。 

③  第 34 条に規定する予約為替の評価は、原則として

わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲

値によるものとします。 

 

(信託日時の異なる受益権の内容) 

第 9 条  この信託の受益権は、信託の日時を異にすることに

より差異を生ずることはありません。 

 

(受益証券の発行および種類) 

第 10 条  委託者は、第 7 条の規定により分割された受益権を

表示する無記名式の受益証券を発行します。 

②  委託者が発行する受益証券は、１万口券、10 万口

券、100 万口券、1,000 万口券および１億口券の 5

種類ならびに 1 口の整数倍の口数を表示した受益証

券とします。 

 

(受益証券の発行についての受託者の認証) 

第 11 条  委託者は、前条の規定により受益証券を発行すると

きは、その発行する受益証券がこの信託約款に適合

する旨の受託者の認証を受けなければなりません。 

②  前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受

益証券に記載し記名捺印することによって行います。 

 

(受益証券の申込単位および価額等) 

第 12 条  委託者の指定する証券会社(証券取引法第 2 条

第 9 項に規定する証券会社をいい、外国証券業者に

関する法律第 2 条第 2 号に規定する外国証券会社

を含みます。以下同じ。)および登録金融機関(証券取

引法第 65 条の 2 第 3 項に規定する登録金融機関

をいいます。以下同じ。)は、第 10 条の規定により発

行された受益証券を、その取得申込者に対し、毎営

業日において 1 口単位または 1 円単位あるいは当該

証券会社または登録金融機関が別途定める単位を

もって取得の申込みに応じることができるものとします。

なお、ニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行

が休業日の場合は、追加信託の申込みを受付けない

ものとします。ただし、第 52 条第 2 項に規定する収益

分配金の再投資にかかる追加信託金の申込みに限っ

てこれを受付けるものとします。 

②  前項の受益証券の価額は、取得申込日の翌営業

日の基準価額に、当該基準価額に 3.0％を上限とし

て委託者の指定する証券会社および登録金融機関

が定める率を乗じて得た手数料ならびに当該手数料
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に対する消費税および地方消費税(以下｢消費税等｣

といいます。)に相当する金額を加算した価額とします。 

③  前 2 項の規定にかかわらず、委託者の指定する証

券会社または登録金融機関と別に定める netWIN

ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド自動け

いぞく投資約款(別の名称で同様の権利義務を規定

する約款を含みます。)にしたがって契約(以下｢別に定

める契約｣といいます。)を結んだ受益者が別に定める

契約に基づいて収益分配金を再投資する場合は、1

口の整数倍をもって取得の申込みに応ずることができ

るものとします。その場合の受益証券の価額は、原則と

して第 46 条に規定する各計算期間終了日の基準価

額とします。 

④  第 2 項の規定にかかわらず、netWIN ゴールドマン・

サックス・インターネット戦略ファンドＢコース(為替ヘッジ

なし)の受益者が当該信託の受益証券の一部解約金

をもって取得申込をする場合の価額は、取得申込日

の翌営業日の基準価額とします。ただし、かかる取得

申込のなされる委託者の指定する証券会社または登

録金融機関が事前に委託者に対して書面で通知し、

委託者がこれを書面により承諾した場合には、本項の

適用はありません。 

⑤  第 1 項の規定にかかわらず、別に定める契約を結ん

だ受益者が、前項の規定により、その有する受益証券

の全部についての一部解約金をもって取得申込みをす

る場合は、委託者の指定する証券会社は 1 万円未

満でも応ずることができるものとします。 

⑥  前各項の規定にかかわらず、委託者の指定する証券会

社および登録金融機関は、証券取引所における取引

の停止、外国為替取引の停止その他合理的な事情

(コンピューターの誤作動等により決済が不能となった場

合、基準価額の計算が不能となった場合、計算された

基準価額の正確性に合理的な疑いが生じた場合等

を含みます。)があると委託者が判断したときは、受益

証券の取得申込みの受付を中止することおよびすでに

受付けた取得申込みを取消すことができます。 

 

(受益証券の記名式、無記名式への変更ならびに名義書換手続) 

第 13 条  委託者は、受益者が委託者の定める手続によって

請求したときは、無記名式の受益証券と引き換えに記

名式の受益証券を、または記名式の受益証券と引き

換えに無記名式の受益証券を交付します。 

②  記名式の受益証券の所持人は、委託者の定める手

続によって名義書換を委託者に請求することができま

す。 

③  前項の規定による名義書換の手続は、第 46 条に

規定する毎計算期間の末日の翌日から 15 日間停止

します。 

 

(記名式の受益証券譲渡の対抗要件) 

第 14 条  記名式の受益証券の譲渡は、前条の規定による名

義書換によらなければ、委託者および受託者に対抗

することができません。 

 

(無記名式の受益証券の再交付) 

第 15 条  委託者は、無記名式の受益証券を喪失した受益者

が、当該受益証券の公示催告による除権判決の謄

本を添え、委託者の定める手続により再交付を請求し

たときは、無記名式の受益証券を再交付します。 

 

(記名式の受益証券の再交付) 

第 16 条  委託者は、記名式の受益証券を喪失した受益者

が、委託者の定める手続によって再交付を請求したと

きは、記名式の受益証券を再交付します。 

(受益証券を毀損した場合等の再交付) 

第 17 条  委託者は、受益証券を毀損または汚損した受益者

が、受益証券を添え再交付を請求したときは、委託者

の定める手続により受益証券を再交付します。ただし、

真偽を鑑別しがたいときは、前 2 条の規定を準用しま

す。 

 

(受益証券の再交付の費用) 

第 18 条  委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者に

対して実費を請求することができます。 

 

(投資の対象とする資産の種類) 

第 18 条の 2 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次

に掲げるものとします。 

1. 次に掲げる特定資産(｢特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1

項で定めるものをいいます。以下同じ。) 

ｲ. 有価証券 

ﾛ. 有価証券指数等先物取引に係る権利 

ﾊ. 有価証券オプション取引に係る権利 

ﾆ. 外国市場証券先物取引に係る権利 

ﾎ. 有価証券店頭オプション取引に係る権

利 

ﾍ. 金銭債権 

ﾄ. 約束手形(証券取引法第 2 条第 1 項

第 8号に掲げるものを除きます。) 

ﾁ. 金利、通貨の価格その他の指標の数値

としてあらかじめ当事者間で約定された

数値と将来の一定の時期における現実

の当該指標の数値の差に基づいて算出

される金銭の授受を約する取引またはこ

れに類似する取引として、投資信託及

び投資法人に関する法律施行規則第

4 条各号に規定するもののうち、次に掲

げるもの 

a. 金利先渡取引に係る権利 

b. 為替先渡取引に係る権利 

c. 為替および金利に係るスワップ取

引に係る権利 

ﾘ. 金銭を信託する信託の受益権のうち、

有価証券の性質を有しないもの 

2. 次に掲げる特定資産以外の資産 

ｲ. 外国有価証券市場において行われる有

価証券先物取引と類似の取引に係る

権利 

ﾛ. 為替手形 

ﾊ. 抵当証券 

 

(運用の指図範囲等) 

第 19 条  委託者(第 22 条に規定する委託者から運用の指図

に関する権限の委託を受けた者を含みます。以下関

連する限度において同じ。)は、信託金を、主として

netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファン

ド・マザーファンド(以下｢マザーファンド｣といいます。)の

受益証券および次の有価証券に投資することを指図

します。 

1. 株券または新株引受権証書 

2. 国債証券 

3. 地方債証券 

4. 特別の法律により法人の発行する債券 

5. 社債券(新株引受権証券と社債券とが一体と

なった新株引受権付社債券(以下｢分離型新

株引受権付社債券｣といいます。)の新株引受

権証券を除きます。) 
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6. 特定目的会社に係る特定社債券(証券取引

法第 2 条第 1 項第 3 号の 2 で定めるものをい

います。) 

7. 特別の法律により設立された法人の発行する

出資証券(証券取引法第 2 条第 1 項第 5 号

で定めるものをいいます。) 

8. 協同組織金融機関に係る優先出資証券また

は優先出資引受権を表示する証書(証券取

引法第 2 条第 1 項第 5 号の 2 で定めるもの

をいいます。) 

9. 特定目的会社に係る優先出資証券(証券取

引法第 2 条第 1 項第 5 号の 3 で定めるもの

をいいます。) 

10. コマーシャル・ペーパー 

11. 新株引受権証券(分離型新株引受権付社債

券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。)

および新株予約権証券 

12. 外国または外国法人の発行する証券または証

書で、前各号の証券または証書の性質を有す

るもの 

13. 投資信託または外国投資信託の受益証券

(証券取引法第 2条第 1 項第 7 号で定めるも

のをいいます。) 

14. 投資証券または外国投資証券(証券取引法

第 2 条第 1 項第 7 号の 2 で定めるものをいい

ます。) 

15. 外国貸付債権信託受益証券(証券取引法第

2条第 1項第 10 号で定めるものをいいます。) 

16. オプションを表示する証券または証書(証券取

引法第 2 条第 1 項第 10 号の 2 で定めるもの

をいいます。) 

17. 預託証書(証券取引法第 2 条第 1 項第 10

号の 3 で定めるものをいいます。) 

18. 外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19. 貸付債権信託受益権(証券取引法第 2 条第

2項第 1号で定めるものをいいます。) 

20. 外国法人に対する権利で前号の権利の性質

を有するもの 

 なお、第 1 号の証券または証書、第 12 号ならびに

第 17 号の証券または証書のうち第 1 号の証券または

証書の性質を有するものを以下｢株式｣といい、第 2

号から第 6 号までの証券および第 12 号ならびに第 17

号の証券または証書のうち第 2 号から第 6 号までの証

券の性質を有するものを以下｢公社債｣といい、第 13

号の証券および第 14 号の証券を以下｢投資信託証

券｣といいます。 

②  委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品により運用することを指図す

ることができます。 

1. 預  金 

2. 指定金銭信託 

3. コール・ローン 

4. 手形割引市場において売買される手形 

5. 抵当証券 

③  第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、解

約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託者が

運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、

前項に掲げる金融商品により運用することの指図がで

きます。 

④  委託者は、信託財産に属する投資信託証券(マザー

ファンドの受益証券を除きます。)の時価総額とマザー

ファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総

額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額

が、信託財産の純資産総額の 100 分の 5 を超えるこ

ととなる投資の指図をしません。 

⑤  委託者は、信託財産に属する新株引受権証券およ

び新株予約権証券の時価総額とマザーファンドの信託

財産に属する新株引受権証券および新株予約権証

券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額が、信託財産の純資産総額の 100 分の 20

を超えることとなる投資の指図をしません。 

⑥  前 3 項において信託財産に属するとみなした額とは、

信託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総

額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める

投資信託証券、株式または新株引受権証券および

新株予約権証券の時価総額の割合を乗じて得た額

をいいます。 

 

(信託財産相互間取引等) 

第 20 条  委託者は、法令上認められる場合に限り、次に掲げ

る取引を行うことを受託者に指図することができます。 

1. 信託財産と自ら運用を行う他の信託財産との

間の取引 

2. 信託財産と(ⅰ)委託者の利害関係人等である

投資顧問業者の営む投資顧問業に係る顧客

または(ⅱ)かかる投資顧問業者が締結した投

資一任契約に係る顧客との間の取引 

 

(運用の基本方針) 

第 21 条  委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定め

る運用の基本方針にしたがって、その指図を行います。 

 

(運用の権限委託) 

第 22 条  委託者は、運用の指図に関する権限を次の者に委

託します。 

商  号： ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメン

ト・エル・ピー 

所 在 地： アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨーク

市 

委託内容： 株式(その指数先物が含まれます。)の運

用 

②  前項の委託を受けた者が受ける報酬は、別に定める

取り決めに基づき当事者間で支払われるものとし、信

託財産からの直接的な支弁は行いません。 

③  第 1 項の規定にかかわらず、第 1 項により委託を受

けた者が、法律に違反した場合、この信託約款の違

反となる運用の指図に関する権限の行使をした場合、

信託財産に重大な損失を生ぜしめた場合、その他の

理由により必要と認められる場合には、委託者は、運

用の指図に関する権限の委託を中止し、またはその委

託内容を変更することができます。 

 

(投資する株式等の範囲) 

第 23 条  委託者が投資することを指図する株式、新株引受

権証券および新株予約権証券は、証券取引所に上

場されている株式の発行会社の発行するもの、証券

取引所に準ずる市場において取引されている株式の

発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当

または社債権者割当により取得する株式、新株引受

権証券および新株予約権証券については、この限りで

はありません。 

②  前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予

定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確

認できるものについては委託者が投資することを指図す

ることができるものとします。 
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(同一銘柄の株式等への投資制限) 

第 24 条  委託者は、取得時において信託財産に属する同一

銘柄の株式の時価総額とマザーファンドの信託財産に

属する当該株式の時価総額のうち信託財産に属する

とみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額

の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をしませ

ん。 

②  委託者は、取得時において信託財産に属する同一

銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券の時

価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該新株

引受権証券および新株予約権証券の時価総額のう

ち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託

財産の純資産総額の 100 分の 5 を超えることとなる

投資の指図をしません。 

③  前 2 項において信託財産に属するとみなした額とは、

信託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総

額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める

当該株式または当該新株引受権証券および新株予

約権証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいま

す。 

 

(信用取引の指図および範囲) 

第 25 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、信用取引により株券を売り付けることの指図をする

ことができます。なお、当該売付の決済については、株

券の引き渡しまたは買戻しにより行うことの指図をする

ことができるものとします。 

②  前項の信用取引の指図は、当該売付にかかる建玉

の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内であ

る場合においてできるものとします。 

③  信託財産の一部解約等の事由により前項の売付に

かかる建玉の時価総額が信託財産の純資産総額を

超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その

超える額に相当する売付の一部を決済するための指

図をするものとします。 

 

(公社債の空売りの指図および範囲) 

第 26 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、信託財産の計算においてする信託財産に属さない

公社債を売り付けることの指図をすることができます。な

お、当該売付の決済については、公社債(信託財産に

より借り入れた公社債を含みます。)の引き渡しまたは

買戻しにより行うことの指図をすることができるものとしま

す。 

②  前項の売付の指図は、当該売付にかかる公社債の

時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内である

場合においてできるものとします。 

③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の売付

にかかる公社債の時価の総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託者は速やか

に、その超える額に相当する売り付けの一部を決済す

るための指図をするものとします。 

 

(公社債の借入れの指図および範囲) 

第 27 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、公社債の借入れの指図をすることができます。 

②  前項の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価

総額が信託財産の純資産総額の範囲内である場合

においてできるものとします。 

③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入

れにかかる公社債の時価の総額が信託財産の純資

産総額を超えることとなった場合には、委託者は速や

かに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部

を決済するための指図をするものとします。 

④  第 1 項の借入れにかかる品借料は信託財産中から

支弁します。 

 

(先物取引等の運用指図) 

第 28 条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため、ならびに価格変動リスクを回避するた

め、わが国の証券取引所等における有価証券先物取

引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプ

ション取引ならびに外国の取引所等におけるこれらの

取引と類似の取引を行うことの指図をすることができま

す。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取り

扱うものとします(以下同じ。)。 

②  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため、ならびに為替変動リスクを回避するた

め、わが国の取引所等における通貨にかかる先物取

引ならびに外国の取引所等における通貨にかかる先

物取引およびオプション取引を行うことの指図をすること

ができます。 

③  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため、ならびに価格変動リスクを回避するた

め、わが国の取引所等における金利にかかる先物取

引およびオプション取引ならびに外国の取引所等にお

けるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をする

ことができます。 

 

(スワップ取引の運用指図) 

第 29 条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動

リスクを回避するため、異なった通貨、異なった受取り

金利または異なった受取り金利とその元本を一定の条

件のもとに交換する取引(以下｢スワップ取引｣といいま

す。)を行うことの指図をすることができます。 

②  スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約

期限が、原則として第 4 条に定める信託期間を超え

ないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間

内で全部解約が可能なものについてはこの限りではあ

りません。 

③  スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が

市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価するも

のとします。 

④  委託者は、スワップ取引を行うにあたり必要と認めたと

きは、担保の受入れの指図を行うものとします。 

 

(金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図) 

第 30 条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動

リスクを回避するため、金利先渡取引および為替先渡

取引を行うことの指図をすることができます。 

②  金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっ

ては、当該取引の決済日が、原則として第 4 条に定

める信託期間を超えないものとします。ただし、当該取

引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについ

てはこの限りではありません。 

③  金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当

該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算

出した価額で評価するものとします。 

④  委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を

行うにあたり必要と認めたときは、担保の受入れの指図

を行うものとします。 

 

(同一銘柄の転換社債等への投資制限) 

第 31 条  委託者は、取得時において信託財産に属する同一

銘柄の転換社債、ならびに新株予約権付社債のうち

会社法第 236 条第 1 項第 3 号の財産が当該新株



＜信託約款 A コース＞ 

予約権付社債についての社債であって当該社債と当

該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあ

らかじめ明確にしているもの（以下会社法施行前の旧

商法第 341 条ノ 3 第 1 項第 7 号および第 8 号の定

めがある新株予約権付社債を含め「転換社債型新株

予約権付社債」といいます。）の時価総額とマザーファ

ンドの信託財産に属する当該転換社債ならびに転換

社債型新株予約権付社債の時価総額のうち信託財

産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純

資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指

図をしません。 

②  前項において信託財産に属するとみなした額とは、信

託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額

にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当

該転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債

の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

 

(有価証券の貸付の指図および範囲) 

第 32 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、信託財産に属する株式および公社債につき次の

各号の範囲内で貸付の指図をすることができます。 

1. 株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式

の時価合計額が、信託財産で保有する株式

の時価合計額の 50％を超えないものとします。 

2. 公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公

社債の額面金額の合計額が、信託財産で保

有する公社債の額面金額の合計額の 50％を

超えないものとします。 

②  前項各号に定める限度額を超えることとなった場合

には、委託者は速やかに、その超える額に相当する契

約の一部の解約を指図するものとします。 

③  委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めた

ときは、担保の受入れの指図を行うものとします。 

 

(特別の場合の外貨建有価証券への投資制限) 

第 33 条  外貨建有価証券への投資については、わが国の国

際収支上の理由等により特に必要と認められる場合

には、制約されることがあります。 

 

(外国為替予約の運用指図) 

第 34 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、ならびに信託財産に属する外貨建資産の額とマ

ザーファンドの信託財産に属する外貨建資産のうち信

託財産に属するとみなした額との合計額についての為

替変動リスクを回避するため、外国為替の売買の予約

を指図することができます。 

②  前項の予約取引の指図は、信託財産にかかる為替

の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につき

円換算した額が、信託財産の純資産総額を超えない

ものとします。ただし、信託財産に属する外貨建資産

の額とマザーファンドの信託財産に属する外貨建資産

のうち信託財産に属するとみなした額との合計額の為

替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指

図については、この限りではありません。 

③  前項の限度額を超えることとなった場合には、委託者

は所定の期間内に、その超える額に相当する為替予

約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取

引の指図をするものとします。 

④  第 1 項および第 2 項において信託財産に属するとみ

なした額とは、信託財産に属するマザーファンドの時価

相当額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に

占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額

をいいます。 

 

(信託業務の委託) 

第 35 条  受託者は、委託者と協議のうえ、信託財産に属する

資産の保管および処分ならびにこれに付随する業務の

全部または一部について、金融機関、証券会社、外

国の法令に準拠して外国において有価証券の保管を

業として営む者およびこれらの子会社等で有価証券の

保管を業として営む者に委託することができます。 

②  受託者は、前項のうち信託業法第 22 条第 1 項に

定める信託業務の委託をするときは、以下に掲げる基

準のすべてに適合するものを委託先として選定します。 

1． 委託先の信用力に照らし、継続的に委託業

務の遂行に懸念がないこと 

2． 委託先の委託業務に係る実績等に照らし、委

託業務を確実に処理する能力があると認めら

れること 

3． 信託財産の保管等を委託する場合において

は、当該財産の分別管理を行う体制が整備さ

れていること 

4． 内部管理に関する業務を適正に遂行するため

の体制が整備されていること 

③  受託者は、前項に定める委託先の選定にあたって

は、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合して

いることを確認するものとします。 

④  保管費用は、受益者の負担とし、信託財産中より

支弁します。 

 

(有価証券等の保管) 

第 36 条  受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等

に基づき、保管振替機関等に預託し保管させることが

できます。 

②  受託者は、信託財産に属する抵当証券を、抵当証

券業の規制等に関する法律関係法令等に基づき、財

団法人抵当証券保管機構に預託し保管させることが

できます。 

 

(混蔵寄託) 

第 37 条  金融機関または証券会社から、売買代金および償

還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引に

より取得した外国において発行された譲渡性預金証

書またはコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関また

は証券会社が保管契約を締結した保管機関に当該

金融機関または証券会社の名義で混蔵寄託できるも

のとします。 

 

第 38 条  ［削除］ 

 

(信託財産の表示および記載の省略) 

第 39 条  信託財産に属する有価証券については、実務上可

能であり、かつ委託者または受託者が必要と認める場

合のほか、信託の表示および記載をしません。 

 

(有価証券売却等の指図) 

第 40 条  委託者は、信託財産に属するマザーファンドの受益

証券にかかる信託契約の一部解約の請求および有価

証券の売却等の指図ができます。 

 

(再投資の指図) 

第 41 条  委託者は、前条の規定による一部解約の代金、売

却代金、有価証券にかかる償還金等、株式の清算

分配金、有価証券等にかかる利子等、株式の配当

金およびその他の収入金を再投資することの指図がで

きます。 

 



＜信託約款 A コース＞ 

(資金の借入れ) 

第 42 条  委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用

の安定性をはかるため、信託財産において一部解約

金の支払資金に不足額が生じるときは、資金借入れ

の指図をすることができ、また法令上可能な限度にお

いて融資枠の設定を受けることを指図することができま

す。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

②  前項の資金借入額は、次の各号に掲げる要件を満

たす範囲内の額とします。 

1. 一部解約金の支払資金の手当のために行った

有価証券等の売却等による受取りの確定して

いる資金の額の範囲内。 

2. 一部解約金支払日の前営業日において確定

した当該支払日における支払資金の不足額の

範囲内。 

3. 借入れ指図を行う日における信託財産の純資

産総額の 10％以内。 

③  第 1 項の借入期間は、有価証券等の売却代金の

入金日までに限るものとします。 

④  借入金の利息および融資枠の設定に要する費用は

信託財産中より支弁します。 

 

(担保権設定にかかる確認的規定) 

第 43 条  委託者は、信託財産の効率的な運用および運用の

安定性をはかるため、信託財産における特定の資産に

つき、公社債の借入れ、スワップ取引、金利先渡取

引、為替先渡取引、為替予約取引、資金の借入れ

その他の取引により信託財産の負担する債務を担保

するため、日本法または外国法に基づく担保権の設定

（現金を預託して相殺権を与えることを含みます。）の

指図をすることができ、また、これに伴い適用法上当該

担保権の効力を発生させ、または対抗要件を具備す

るために必要となる契約の締結、登記、登録、引渡し

その他一切の行為を行うことの指図をすることができま

す。 

②  担保権の設定に要する費用は、受益者の負担とし、

信託財産中より支弁します。 

 

(損益の帰属) 

第 44 条  委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた

利益および損失は、すべて受益者に帰属します。 

 

(受託者による資金の立替え) 

第 45 条  信託財産に属する有価証券について、借替、転換、

新株発行または株式割当がある場合で、委託者の申

出があるときは、受託者は資金の立替えをすることがで

きます。 

②  信託財産に属する有価証券にかかる償還金等、株

式の清算分配金、有価証券等にかかる利子等、株

式の配当金およびその他の未収入金で、信託終了日

までにその金額を見積りうるものがあるときは、委託者、

受託者または第三者がこれを立替えて信託財産に繰

り入れることができます。 

③  前 2 項の立替金の決済および利息については、受

託者と委託者との協議によりそのつど別にこれを定めま

す。ただし、前 2 項の立替金の利息は、受益者の負

担とし、信託財産中から支弁します。 

 

(信託の計算期間) 

第 46 条  この信託の計算期間は、毎年 5 月 31 日から 11 月

30 日および 12 月 1 日から翌年 5 月 30 日までとする

ことを原則とします。なお、第 1 計算期間は 1999 年

11 月 29 日から 2000 年 5 月 30 日までとします。 

②  前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終

了日に該当する日が休業日のとき、各計算期間終了

日は該当日以降の営業日で該当日に最も近い日と

し、その翌日より次の計算期間が開始されるものとしま

す。 

 

(信託財産に関する報告) 

第 47 条  受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財

産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出し

ます。 

②  受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信

託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に

提出します。 

 

(信託事務の諸費用) 

第 48 条  信託事務の処理等に要する諸費用(監査費用、法

律顧問・税務顧問への報酬、印刷費用、郵送費用、

公告費用、格付費用、受益証券の管理事務に関連

する費用、受益証券作成に関する費用等を含みま

す。)は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁しま

す。信託財産に関する租税についても、受益者の負

担とし、信託財産中から支弁します。信託事務の処

理等に要する諸費用、信託財産に関する租税、受託

者等の立替えた立替金の利息およびその他信託財産

に関する費用(信託報酬および当該信託報酬に対す

る消費税等に相当する金額を除きます。)を、以下｢諸

経費｣と総称します。 

②  委託者は、前項に定める信託事務の処理等に要す

る諸費用の支払を信託財産のために行い、支払金額

の支弁を信託財産から受けることができます。この場合

委託者は、現に信託財産のために支払った金額の支

弁を受ける際に、あらかじめ受領する金額に上限を付

することができます。また、委託者は、実際に支払う金

額の支弁を受ける代わりに、かかる諸費用の金額をあ

らかじめ合理的に見積もった上で、実際の費用額にか

かわらず固定率または固定金額にて信託財産からその

支弁を受けることもできます。 

③  前項において諸費用の上限、固定率または固定金

額を定める場合、委託者は、信託財産の規模等を考

慮して、信託の設定時または期中に、あらかじめ委託

者が定めた範囲内でかかる上限、固定率または固定

金額を変更することができます。 

④  第 2 項おいて諸費用の固定率または固定金額を定

める場合、かかる諸費用の額は、第 46 条に規定する

計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に

応じて計上されます。かかる諸費用は、毎計算期末ま

たは信託終了のとき信託財産中から支弁します。 

⑤  第 1 項に定める信託事務の処理等に要する諸費用

は、マザーファンドに関連して生じた諸費用のうちマザー

ファンドにおいて負担せずかつ委託者の合理的判断に

よりこの信託に関連して生じたと認めるものを含みま

す。 

 

(信託報酬の額および支弁の方法) 

第 49 条  委託者および受託者の信託報酬の総額は、第 46

条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純

資産総額に年 10,000 分の 190 の率を乗じて得た額と

します。 

②  前項の信託報酬は、毎計算期末または信託終了の

とき信託財産中から支弁するものとし、委託者と受託

者との間の配分は別に定めます。 

③  第 1 項の信託報酬に対する消費税等に相当する金

額を、信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁し

ます。 
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(収益の分配) 

第 50 条  信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、

次の方法により処理します。 

1. 配当金、利子、貸付有価証券にかかる品貸

料およびこれらに類する収益から支払利息を控

除した額(以下｢配当等収益｣といいます。)は、

諸経費、信託報酬および当該信託報酬に対

する消費税等に相当する金額を控除した後そ

の残金を受益者に分配することができます。な

お、次期以降の分配にあてるため、その一部を

分配準備積立金として積み立てることができま

す。 

2. 売買損益に評価損益を加減した利益金額(以

下｢売買益｣といいます。)は、諸経費、信託報

酬および当該信託報酬に対する消費税等に

相当する金額を控除し、繰越欠損金のあると

きは、その全額を売買益をもって補てんした後、

受益者に分配することができます。なお、次期

以降の分配にあてるため、分配準備積立金と

して積み立てることができます。 

②  毎計算期末において、信託財産につき生じた損失

は、次期に繰り越します。 

 

第 51 条 [削除] 

 

(収益分配金、償還金および一部解約金の支払い) 

第 52 条  収益分配金は、毎計算期間の終了日後 1 ヶ月以

内の委託者の指定する日から収益分配金交付票と

引き換えに委託者の指定する証券会社および登録金

融機関を通じて受益者に支払います。 

②  前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づい

て収益分配金を再投資する受益者に対しては、委託

者は、原則として、毎計算期間終了日の翌営業日

に、収益分配金を委託者の指定する証券会社および

登録金融機関に交付します。この場合、委託者の指

定する証券会社および登録金融機関は、受益者に

対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益証券

の売付けを行います。 

③  委託者の指定する証券会社および登録金融機関

は、受益者がその有する受益証券の全部もしくは一部

の口数について、あらかじめ計算期間を指定し、前項

の収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得申

込を中止することを申し出た場合においては、前項の

規定にかかわらず、当該受益証券に帰属する収益分

配金を当該計算期間終了の都度受益者に支払うこと

ができます。 

④  償還金(信託終了時における信託財産の純資産総

額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ。)

は、信託終了日後 1 ヶ月以内の委託者の指定する

日から受益証券と引換えに委託者の指定する証券会

社および登録金融機関を通じて受益者に支払いま

す。 

⑤  一部解約金は、受益者による一部解約の実行の請

求日から起算して、原則として 5 営業日目から委託

者の指定する証券会社および登録金融機関を通じて

受益者に支払います。 

⑥  前各項に規定する収益分配金、償還金および一部

解約金の支払いは、委託者の指定する証券会社およ

び登録金融機関の営業所等において行うものとしま

す。本条に定める受益者への支払については、委託者

は当該証券会社または登録金融機関に対する支払

をもって免責されるものとします。かかる支払がなされた

後は、当該収益分配金、償還金および一部解約金

は、源泉徴収されるべき税額(および委託者が一定期

間経過後当該証券会社または登録金融機関より回

収した金額があればその金額)を除き、受益者の計算

に属する金銭となるものとします。 

⑥の 2 収益分配金、償還金および一部解約金にかかる収

益調整金は、原則として、各受益者毎の信託時の受

益証券の価額等に応じて計算されるものとします。 

⑦  記名式の受益証券を有する受益者は、あらかじめそ

の印鑑を届け出るものとし、第 1 項の場合には収益分

配金交付票に、第 4 項および第 5 項の場合には受

益証券に、記名し届出印を押捺するものとします。 

⑧  委託者は、前項の規定により押捺された印影を届出

印と照合し、相違ないものと認めて収益分配金および

償還金もしくは一部解約金の支払いをしたときは、印

鑑の盗用その他の事情があっても、そのために生じた損

害について、その責を負わないものとします。 

⑨  この信託約款の他の規定にかかわらず、万一委託者

の指定する証券会社または登録金融機関が本条に

定める受益者への支払を怠ったことにより委託者が損

害を被った場合には、委託者は信託財産よりその損害

の賠償を受けることができます。 

 

(収益分配金および償還金の時効) 

第 53 条  受益者が、収益分配金については前条第 1 項に規

定する支払開始日から 5 年間その支払いを請求しな

いとき、ならびに信託終了による償還金について前条

第 4 項に規定する支払開始日から 10 年間その支払

いを請求しないときは、その権利を失い、委託者が受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

(収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への交付と支払

いに関する受託者の免責) 

第 54 条  受託者は、収益分配金については第 52 条第 1 項

に規定する支払開始日の前日および第 52 条第 2 項

に規定する交付開始前までに、償還金については第

52 条第 4 項に規定する支払開始日の前日までに、

一部解約金については第 52 条第 5 項に規定する支

払日までに、その全額を委託者に交付します。 

②  受託者は、前項の規定により委託者に収益分配

金、償還金および一部解約金を交付した後は、受益

者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

 

(信託の一部解約) 

第 55 条  受益者は、毎営業日において、自己の有する受益

証券につき、委託者に当該営業日を一部解約実行

の請求日として、1 口単位または委託者の指定する証

券会社または登録金融機関が別途定める単位をもっ

て一部解約の実行を請求することができます。 

②  委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受け付

けた場合には、この信託契約の一部を解約します。た

だし、ニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行

が休業日の場合は、一部解約の実行の請求を受け

付けないものとします。 

③  第 1 項の一部解約の価額は、一部解約の実行の

請求日の翌営業日の基準価額から当該基準価額に

0.3％の率を乗じて得た額を信託財産留保額として控

除した価額とします。 

④  受益者が、第 1 項の一部解約の実行の請求をする

ときは、委託者の指定する証券会社または登録金融

機関に対し、受益証券をもって行うものとします。 

⑤  委託者は、証券取引所における取引の停止、外国

為替取引の停止その他やむを得ない事情(コンピュー

ターの誤作動等により決済が不能となった場合、基準

価額の計算が不能となった場合、計算された基準価

額の正確性に合理的な疑いが生じた場合等を含みま
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す。)があるときは、第 1 項による一部解約の実行の請

求の受付を中止することおよびすでに受付けた一部解

約の実行の請求を保留または取消すことができます。 

⑥  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止さ

れた場合またはすでに受付けた一部解約の実行の請

求が保留された場合には、受益者は当該受付中止ま

たは請求保留以前に行った当日の一部解約の実行の

請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約

の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益証券

の一部解約の価額は、当該受付中止または請求保

留を解除した後の最初の基準価額の計算日を一部

解約の実行の請求日として第 3 項の規定に準じて計

算された価額とします。 

⑦  委託者は、信託契約の一部を解約することにより、こ

の信託にかかる受益権の総口数が 30 億口を下回る

こととなった場合には、受託者と協議のうえ、あらかじめ

監督官庁に届け出ることにより、この信託契約を解約

し、この信託を終了させることができます。 

⑧  委託者は、前項の事項について、あらかじめ、これを

公告し、かつ、知られたる受益者に対して書面を交付

します。ただし、全ての受益者に対して書面を交付した

ときは、原則として、公告を行いません。 

⑨  次条第 3 項から第 6 項までの規定は、前項の場合

にこれを準用します。この場合において、次条第 4 項

中｢第 1 項｣とあるのは｢第 55 条第 7 項｣と読み替えま

す。 

 

(信託契約の解約) 

第 56 条  委託者は、信託期間中において、この信託契約を

解約することが受益者のため有利であると認めるとき、

またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と

合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させ

ることができます。この場合において、委託者は、あらか

じめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

②  委託者は、前項の事項について、あらかじめ、解約し

ようとする旨を公告し、かつ、その旨を記載した書面をこ

の信託契約に係る知られたる受益者に対して交付しま

す。ただし、この信託契約に係る全ての受益者に対し

て書面を交付したときは、原則として、公告を行いませ

ん。 

③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある

者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべ

き旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らな

いものとします。 

④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益

権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるとき

は、第 1 項の信託約款の解約をしません。 

⑤  委託者は、この信託約款の解約をしないこととしたと

きは、解約しない旨およびその理由を公告し、かつ、こ

れらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対し

て交付します。ただし、全ての受益者に対して書面を

交付したときは、原則として、公告を行いません。 

⑥  第 3 項から前項までの規定は、信託財産の状態に

照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であっ

て、第 3 項の一定の期間が一月を下らずにその公告

および書面の交付を行うことが困難な場合には適用し

ません。 

 

(信託契約に関する監督官庁の命令) 

第 57 条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命

令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契約を解

約し信託を終了させます。 

②  委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約

款を変更しようとするときは、第 61 条の規定にしたがい

ます。 

 

(委託者の認可取消等に伴う取扱い) 

第 58 条  委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解

散したときまたは業務を廃止したときは、委託者は、こ

の信託契約を解約し、信託を終了させます。 

②  前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約

に関する委託者の業務を他の投資信託委託業者に

引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第 61 条第 4

項に該当する場合を除き、当該投資信託委託業者と

受託者との間において存続します。 

 

(委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い) 

第 59 条  委託者は、投資信託委託業者の事業の全部または

一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約

に関する事業を譲渡することがあります。 

②  委託者は、分割により事業の全部または一部を承

継させることがあり、これに伴い、この信託契約に関す

る事業を承継させることがあります。 

 

(受託者の辞任および解任に伴う取扱い) 

第 60 条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任

することができます。この場合、委託者は第 61 条の規

定にしたがい、新受託者を選任します。 

②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者

は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

③  委託者は、受託者につき以下の事由が生じた場

合、受益者の利益のため必要と認めるときは、法令に

従い受託者を解任することができます。受託者の解任

に伴う取扱いについては、前 2 項に定める受託者の辞

任に伴う取扱いに準じます。 

1. 支払の停止または破産、民事再生手続開

始、会社更生手続開始、会社整理開始もしく

は特別清算開始の申立があったとき。 

2. 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

3. 受託者の財産について仮差押、保全差押また

は差押の命令、通知が発送されたとき。 

4. 受託者が本信託約款上の重大な義務の履行

を怠ったとき。 

5. その他委託者の合理的な判断において、受託

者の信用力が著しく低下し、委託者による信

託財産の運用または受託者による信託財産の

保管に支障をきたすと認められるとき。 

④  本条に基づき受託者が辞任しまたは解任されたまた

は解任されうる場合において、委託者が本信託約款に

定める受託者の義務を適切に履行する能力ある新受

託者を選任することが不可能または困難であるときは、

委託者は解任権を行使する義務も新受託者を選任

する義務も負いません。委託者は、本条に基づく受託

者の解任または新受託者の選任についての判断を誠

実に行うよう努めるものとしますが、かかる判断の結果

解任されなかった受託者または選任された新受託者が

倒産等により本信託約款に定める受託者の義務を履

行できなくなった場合には、委託者は、当該判断時に

おいて悪意であった場合を除き、これによって生じた損

害について受益者に対し責任を負いません。 

 

(信託約款の変更) 

第 61 条  委託者は、受益者の利益のため必要と認めるとき、

または正当な理由があるときは、受託者と合意のうえ、

この信託約款を変更することができるものとし、あらかじ

め、変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届

け出ます。 

②  委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大
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なものについて、あらかじめ、変更しようとする旨およびそ

の内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面

をこの信託約款に係る知られたる受益者に対して交付

します。ただし、この信託約款に係る全ての受益者に

対して書面を交付したときは、原則として、公告を行い

ません。 

③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある

者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべ

き旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らな

いものとします。 

④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益

権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるとき

は、第 1 項の信託約款の変更をしません。 

⑤  委託者は、当該信託約款の変更をしないこととしたと

きは、変更しない旨およびその理由を公告し、かつ、こ

れらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対し

て交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を

交付したときは、原則として、公告を行いません。 

 

(反対者の買取請求権) 

第 61 条の 2 第 56 条に規定する信託契約の解約または前条に規

定する信託約款の変更を行う場合において、第 56 条

第 3 項または前条第 3 項の一定の期間内に委託者

に対して異議を述べた受益者は、委託者の指定する

証券会社または登録金融機関を通じ、受託者に対

し、自己の有する受益証券を、信託財産をもって買取

るべき旨を請求することができます。 

 

(公  告) 

第 62 条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新

聞に掲載します。 

 

(信託約款に関する疑義の取扱い) 

第 63 条  この信託約款の解釈について疑義が生じたときは、

委託者と受託者との協議により定めます。 

 

(付  則) 

第 64 条  第 52 条第 6 項の 2 に規定する｢収益調整金｣は、

所得税法施行令第 27 条の規定によるものとし、各受

益者毎の信託時の受益証券の価額と元本との差額を

いい、原則として、追加信託のつど当該口数により加

重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。

また、同条同項に規定する｢各受益者毎の信託時の

受益証券の価額等｣とは、原則として、各受益者毎の

信託時の受益証券の価額をいい、追加信託のつど当

該口数により加重平均され、収益分配のつど調整さ

れるものとします。なお、2000 年 3 月 30 日以前の取

得申込にかかる受益権の信託時の受益証券の価額

は、委託者が計算する 2000 年 3 月 31 日の平均信

託金（信託金総額を総口数で除して得た額）とみなす

ものとします。 

 

第 65 条  この信託の受益権は、2007 年 1 月 4 日より、社債

等の振替に関する法律（政令で定める日以降「社債、

株式等の振替に関する法律」となった場合は読み替え

るものとし、「社債、株式等の振替に関する法律」を含

め「社振法」といいます。以下同じ。）の規定の適用を

受けることとし、同日以降に追加信託される受益権の

帰属は、委託者があらかじめこの投資信託の受益権を

取り扱うことについて同意した一の振替機関（社振法

第 2 条に規定する「振替機関」をいい、以下「振替機

関」といいます。）及び当該振替機関の下位の口座管

理機関（社振法第 2 条に規定する「口座管理機関」

をいいます。）の振替口座簿に記載または記録されるこ

とにより定まります（以下、振替口座簿に記載または記

録されることにより定まる受益権を「振替受益権」といい

ます。）。当該振替受益権は、受益証券とみなされ、こ

の信託約款の適用を受けるものとし、委託者は、この

信託の受益権を取り扱う振替機関が社振法の規定に

より主務大臣の指定を取り消された場合または当該指

定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振

替業を承継する者が存在しない場合を除き、当該振

替受益権を表示する受益証券を発行しません。 

また、約款本文の規定にかかわらず、2007 年 1 月

4 日以降、委託者は、受益権の再分割を行ないませ

ん。ただし、社債、株式等の振替に関する法律が施行

された場合には、受託者と協議のうえ、同法に定めると

ころにしたがい、一定日現在の受益権を均等に再分

割できるものとします。 

②  2007 年 1 月 4 日前に信託された受益権に係る受

益証券を保有する受益者は、自己の有する受益証券

につき、委託者に振替受入簿に記載または記録を申

請するよう請求することができます。 

③  委託者は、前項の振替受入簿に記載または記録の

申請の請求を受け付けた場合には、当該請求に基づ

き当該受益証券に係る受益権を振替受入簿に記載

または記録を申請します。この場合において、委託者

は、委託者の指定する証券会社および登録金融機関

に当該申請の手続きを委任することができます。 

④  受益者が第 2 項の振替受入簿に記載または記録の

申請の請求をするときは、委託者の指定する証券会

社または登録金融機関に対し、受益証券をもって行な

うものとします。なお、振替受入簿に記載または記録さ

れた受益権にかかる受益証券（当該記載または記録

以降に到来する計算期間の末日にかかる収益分配

金交付票を含みます。）は無効となり、当該記載また

は記録による振替受益権は、受益証券とみなされ、こ

の信託約款の適用を受けるものとします。ただし、一

旦、振替受入簿に記載または記録された受益権につ

いては、この信託の受益権を取り扱う振替機関が社振

法の規定により主務大臣の指定を取り消された場合ま

たは当該指定が効力を失った場合であって、当該振替

機関の振替業を承継する者が存在しない場合その他

やむを得ない事情がある場合を除き、受益者は受益

証券の発行を請求しないものとします。 

⑤  委託者は、委託者が受益者を代理してこの信託の

受益権を振替受入簿に記載または記録を申請するこ

とができる旨の信託約款変更をしようとする場合は、そ

の変更の内容が重大なものとして約款本文の信託約

款変更の規定にしたがいます。ただし、この場合におい

て、振替受入簿の記載または記録を申請することにつ

いて委託者に代理権を付与することについて同意をし

ている受益者へは、変更しようとする旨およびその内容

を記載した書面の交付を原則として行ないません。 

⑥  委託者が、前項の信託約款変更を行なった場合、

原則としてこの信託の 2006 年 12 月 29 日現在の全

ての受益権（受益権につき、既に信託契約の一部解

約が行われたもので、当該一部解約にかかる一部解

約金の支払開始日が 2007 年 1 月 4 日以降となるも

のを含みます。）を受益者を代理して 2007 年 1 月 4

日に振替受入簿に記載または記録するよう申請しま

す。ただし、保護預かりではない受益証券に係る受益

権については、信託期間中において委託者が受益証

券を確認した後当該申請を行なうものとします。 

⑦  委託者が第 5 項の信託約款変更を行なった場合、

2007 年 1 月 4 日以降の信託契約の一部解約に係

る一部解約の実行の請求を受益者がするときは、委

託者の指定する証券会社または登録金融機関に対
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し、振替受益権をもって行なうものとします。ただし、

2007 年 1 月 4 日以降に一部解約金が受益者に支

払われることとなる一部解約の実行の請求で、2007

年 1 月４日前に行なわれる当該請求については、振

替受益権となることが確実な受益証券をもって行なう

ものとします。 

⑧  委託者が第 5 項の信託約款変更を行なった場合に

おいても、2007 年 1 月 4 日以降約款本文に規定す

る時効前の収益分配金にかかる収益分配金交付票

は、なおその効力を有するものとし、当該収益分配金

交付票と引き換えに受益者に支払います。 

 

 

 上記条項により信託契約を締結します。 

 

 

  信託契約締結日  1999 年 11 月 29 日 

 

 

委託者 ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社 

 

受託者 三菱 UFJ 信託銀行株式会社 
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信託約款 

 

追加型証券投資信託 

netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド 

Ｂコース(為替ヘッジなし) 

 

運用の基本方針 

 

 

 約款第 21 条に基づき委託者の定める方針は、次のものとします。 

 

1. 基本方針 

 この投資信託は、信託財産の長期的な成長を図ることを目標として運用を行います。 

2. 運用方法 

(1) 投資対象 

 netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンド受益証券を主要投資対象とします。 

(2) 運用方針 

① 主として netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンド受益証券に投資し、原則として、その組入

れ比率は高位に保ちます(ただし、投資環境等により、当該受益証券の組入れ比率を引き下げる場合もあります。)。 

② 実質外貨建資産については原則として為替ヘッジを行いません。 

③ 投資状況に応じ、netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンドと同様の運用を行うこともありま

す。 

④ 市況動向や資金動向その他の要因等によっては、運用方針に従った運用ができない場合があります。 

⑤ 信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するため、国内

において行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨に係る先物取引、通

貨に係る選択権取引、金利に係る先物取引および金利に係るオプション取引ならびに外国の市場における有価証券先物

取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨に係る先物取引、通貨に係るオプション取引、金利に

係る先物取引および金利に係るオプション取引と類似の取引(以下｢有価証券先物取引等｣といいます。)を行うことができま

す。 

⑥ 信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するため、異

なった通貨、異なった受取り金利または異なった受取り金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引(以下｢スワップ取

引｣といいます。)を行うことができます。 

⑦ 信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するため、金利

先渡取引および為替先渡取引を行うことができます。 

⑧ 信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、信託財産において一部解約金の支払い資金に不足額が生

じるときは、資金借り入れを行うことができ、また法令上可能な限度において融資枠の設定を受けることができます。 

⑨ ゴールドマン・サックス・アセット・マネージメント・エル・ピーに株式(その指数先物が含まれます。)の運用の指図に関する権限を

委託します。 

(3) 投資制限 

① 株式への投資割合には制限を設けません。 

② 外貨建資産への投資については、特に制限を設けません。 

③ デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。 

④ 新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の 20％以下

とします。 

⑤ 同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

⑥ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の

5％以下とします。 

⑦ 投資信託証券(netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンド受益証券を除きます。)への実質投

資割合は、信託財産の純資産総額の 5％以下とします。 

⑧ 同一銘柄の転換社債、ならびに新株予約権付社債のうち会社法第 236 条第 1 項第 3 号の財産が当該新株予約権付

社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているも

の（以下会社法施行前の旧商法第 341 条ノ 3 第 1 項第 7 号および第 8 号の定めがある新株予約権付社債を含め「転

換社債型新株予約権付社債」といいます。）への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の 10％以下

とします。 

3. 収益分配方針 

 年 2 回決算を行い、毎計算期末(毎年 5 月 30 日および 11 月 30 日。ただし、休業日の場合は翌営業日。)に原則として以下の方針

に基づき収益分配を行います。 

① 長期的な信託財産の成長に資するため、収益分配金は少額に抑えることを基本方針とします。 

② 分配対象額の範囲は、経費控除後の配当等収益および売買損益(評価損益も含みます。)等の範囲内とします。 

③ 分配金額は、委託者が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。基準価額水準、市場動向等によっては分配を行わ

ないこともあります。また、基準価額が元本を下回る場合においても分配を行うことがあります。 

④ 収益分配にあてず信託財産内に留保した利益については、元本部分と同様に運用の基本方針に基づき運用を行います。 
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追加型証券投資信託 

netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド 

Ｂコース(為替ヘッジなし) 

信託約款 

 

 

(信託の種類、委託者および受託者) 

第 1 条  この信託は、証券投資信託であり、ゴールドマン・サッ

クス・アセット・マネジメント株式会社を委託者とし、三

菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託者とします。 

 

(信託事務の委託) 

第 1 条の 2  受託者は、信託法第 26 条第 1 項に基づく信託事務

の委任として、信託事務の処理の一部について、金融

機関の信託業務の兼営等に関する法律第 1 条第 1

項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の

金融機関と信託契約を締結し、これを委託することが

できます。 

 

(信託の目的および金額) 

第 2 条  委託者は、金 30 億～5,000 億円3を受益者のため

に利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引き受

けます。 

 

(信託金の限度額) 

第 3 条  委託者は、受託者と合意のうえ、金 5,000 億円を限

度として信託金を追加することができます。 

②  追加信託が行われたときは、受託者はその引受けを

証する書面を委託者に交付します。 

③  委託者は、受託者と合意のうえ、第 1 項の限度額を

変更することができます。 

 

(信託期間) 

第 4 条  この信託の期間は、信託契約締結日から第 55 条

第 7 項、第 56 条第 1 項、第 57 条、第 58 条第 1

項または第 60 条第 2 項の規定による信託終了日ま

たは信託契約解約の日までとします。 

 

(募集の方法、受益証券の取得申込みの勧誘の種類) 

第 5 条  委託者は、この信託について、証券取引法第 2 条

第 3項第 1号に掲げる募集を行います。 

②  この信託にかかる受益証券の取得申込みの勧誘

は、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条第

13 項で定める公募により行われます。 

 

(当初の受益者) 

第 6 条  この信託契約締結当初および追加信託当初の受

益者は、委託者の指定する受益証券取得申込者と

し、第 7 条により分割された受益権は、その取得申込

口数に応じて、取得申込者に帰属します。 

 

(受益権の分割および再分割) 

第 7 条  委託者は、第 2 条の規定による受益権については、

30 億～5,000 億口4に、追加信託によって生じた受益

権については、これを追加信託のつど第 8 条第 1 項の

追加口数に、それぞれ均等に分割します。 

②  委託者は、受託者と協議のうえ、一定日現在の受

益権を均等に再分割できます。 

                             
3 5,000 億円を上限とします。ただし、30 億円に満たない場合

は、委託者の裁量により設定を中止することがあります。 
4 5,000 億口を上限とし、第 2 条の信託金を 1 口 1 円で計算

した口数とします。 

③  前項の規定により受益権の再分割を行った場合に

は、委託者はその旨を遅滞なく受益者に対して公告し

ます。 

 

(追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法) 

第 8 条  追加信託は、原則として毎営業日にこれを行うものと

します。追加信託金は、追加信託を行う日の前営業

日の基準価額に、当該追加信託にかかる受益証券の

口数を乗じた額とします。 

②  この約款において基準価額とは、信託財産に属する

資産(受入担保金代用有価証券および第 27 条に規

定する借入有価証券を除きます。)を法令および社団

法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た

信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額

(以下｢純資産総額｣といいます。)を計算日における受

益権総口数で除した金額をいいます。なお、外貨建

資産(外国通貨表示の有価証券(以下｢外貨建有価

証券｣といいます。)、預金その他の資産をいいます。以

下同じ。)の円換算については、原則としてわが国にお

ける当日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算

します。 

③  第 34 条に規定する予約為替の評価は、原則として

わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲

値によるものとします。 

 

(信託日時の異なる受益権の内容) 

第 9 条  この信託の受益権は、信託の日時を異にすることに

より差異を生ずることはありません。 

 

(受益証券の発行および種類) 

第 10 条  委託者は、第 7 条の規定により分割された受益権を

表示する無記名式の受益証券を発行します。 

②  委託者が発行する受益証券は、１万口券、10 万口

券、100 万口券、1,000 万口券および１億口券の 5

種類ならびに 1 口の整数倍の口数を表示した受益証

券とします。 

 

(受益証券の発行についての受託者の認証) 

第 11 条  委託者は、前条の規定により受益証券を発行すると

きは、その発行する受益証券がこの信託約款に適合

する旨の受託者の認証を受けなければなりません。 

②  前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受

益証券に記載し記名捺印することによって行います。 

 

(受益証券の申込単位および価額等) 

第 12 条  委託者の指定する証券会社(証券取引法第 2 条

第 9 項に規定する証券会社をいい、外国証券業者に

関する法律第 2 条第 2 号に規定する外国証券会社

を含みます。以下同じ。)および登録金融機関(証券取

引法第 65 条の 2 第 3 項に規定する登録金融機関

をいいます。以下同じ。)は、第 10 条の規定により発

行された受益証券を、その取得申込者に対し、毎営

業日において 1 口単位または 1 円単位あるいは当該

証券会社または登録金融機関が別途定める単位を

もって取得の申込みに応じることができるものとします。

なお、ニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行

が休業日の場合は、追加信託の申込みを受付けない

ものとします。ただし、第 52 条第 2 項に規定する収益

分配金の再投資にかかる追加信託金の申込みに限っ

てこれを受付けるものとします。 

②  前項の受益証券の価額は、取得申込日の翌営業

日の基準価額に、当該基準価額に 3.0％を上限とし

て委託者の指定する証券会社および登録金融機関

が定める率を乗じて得た手数料ならびに当該手数料
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に対する消費税および地方消費税(以下｢消費税等｣

といいます。)に相当する金額を加算した価額とします。 

③  前 2 項の規定にかかわらず、委託者の指定する証

券会社または登録金融機関と別に定める netWIN

ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド自動け

いぞく投資約款(別の名称で同様の権利義務を規定

する約款を含みます。)にしたがって契約(以下｢別に定

める契約｣といいます。)を結んだ受益者が別に定める

契約に基づいて収益分配金を再投資する場合は、1

口の整数倍をもって取得の申込みに応ずることができ

るものとします。その場合の受益証券の価額は、原則と

して第 46 条に規定する各計算期間終了日の基準価

額とします。 

④  第 2 項の規定にかかわらず、netWIN ゴールドマン・

サックス・インターネット戦略ファンドＡコース(為替ヘッジ

あり)の受益者が当該信託の受益証券の一部解約金

をもって取得申込をする場合の価額は、取得申込日

の翌営業日の基準価額とします。ただし、かかる取得

申込のなされる委託者の指定する証券会社または登

録金融機関が事前に委託者に対して書面で通知し、

委託者がこれを書面により承諾した場合には、本項の

適用はありません。 

⑤  第 1 項の規定にかかわらず、別に定める契約を結ん

だ受益者が、前項の規定により、その有する受益証券

の全部についての一部解約金をもって取得申込みをす

る場合は、委託者の指定する証券会社は 1 万円未

満でも応ずることができるものとします。 

⑥  前各項の規定にかかわらず、委託者の指定する証

券会社および登録金融機関は、証券取引所における

取引の停止、外国為替取引の停止その他合理的な

事情(コンピューターの誤作動等により決済が不能と

なった場合、基準価額の計算が不能となった場合、計

算された基準価額の正確性に合理的な疑いが生じた

場合等を含みます。)があると委託者が判断したとき

は、受益証券の取得申込みの受付を中止することおよ

びすでに受付けた取得申込みを取消すことができま

す。 

 

(受益証券の記名式、無記名式への変更ならびに名義書換手続) 

第 13 条  委託者は、受益者が委託者の定める手続によって

請求したときは、無記名式の受益証券と引き換えに記

名式の受益証券を、または記名式の受益証券と引き

換えに無記名式の受益証券を交付します。 

②  記名式の受益証券の所持人は、委託者の定める手

続によって名義書換を委託者に請求することができま

す。 

③  前項の規定による名義書換の手続は、第 46 条に

規定する毎計算期間の末日の翌日から 15 日間停止

します。 

 

(記名式の受益証券譲渡の対抗要件) 

第 14 条  記名式の受益証券の譲渡は、前条の規定による名

義書換によらなければ、委託者および受託者に対抗

することができません。 

 

(無記名式の受益証券の再交付) 

第 15 条  委託者は、無記名式の受益証券を喪失した受益者

が、当該受益証券の公示催告による除権判決の謄

本を添え、委託者の定める手続により再交付を請求し

たときは、無記名式の受益証券を再交付します。 

 

(記名式の受益証券の再交付) 

第 16 条  委託者は、記名式の受益証券を喪失した受益者

が、委託者の定める手続によって再交付を請求したと

きは、記名式の受益証券を再交付します。 

 

(受益証券を毀損した場合等の再交付) 

第 17 条  委託者は、受益証券を毀損または汚損した受益者

が、受益証券を添え再交付を請求したときは、委託者

の定める手続により受益証券を再交付します。ただし、

真偽を鑑別しがたいときは、前 2 条の規定を準用しま

す。 

 

(受益証券の再交付の費用) 

第 18 条  委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者に

対して実費を請求することができます。 

 

(投資の対象とする資産の種類) 

第 18 条の 2 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次

に掲げるものとします。 

1. 次に掲げる特定資産(｢特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1

項で定めるものをいいます。以下同じ。) 

ｲ. 有価証券 

ﾛ. 有価証券指数等先物取引に係る権利 

ﾊ. 有価証券オプション取引に係る権利 

ﾆ. 外国市場証券先物取引に係る権利 

ﾎ. 有価証券店頭オプション取引に係る権

利 

ﾍ. 金銭債権 

ﾄ. 約束手形(証券取引法第 2 条第 1 項

第 8号に掲げるものを除きます。) 

ﾁ. 金利、通貨の価格その他の指標の数値

としてあらかじめ当事者間で約定された

数値と将来の一定の時期における現実

の当該指標の数値の差に基づいて算出

される金銭の授受を約する取引またはこ

れに類似する取引として、投資信託及

び投資法人に関する法律施行規則第

4 条各号に規定するもののうち、次に掲

げるもの 

a. 金利先渡取引に係る権利 

b. 為替先渡取引に係る権利 

c. 為替および金利に係るスワップ取

引に係る権利 

ﾘ. 金銭を信託する信託の受益権のうち、

有価証券の性質を有しないもの 

2. 次に掲げる特定資産以外の資産 

ｲ. 外国有価証券市場において行われる有

価証券先物取引と類似の取引に係る

権利 

ﾛ. 為替手形 

ﾊ. 抵当証券 

 

(運用の指図範囲等) 

第 19 条  委託者(第 22 条に規定する委託者から運用の指図

に関する権限の委託を受けた者を含みます。以下関

連する限度において同じ。)は、信託金を、主として

netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファン

ド・マザーファンド(以下｢マザーファンド｣といいます。)の

受益証券および次の有価証券に投資することを指図

します。 

1. 株券または新株引受権証書 

2. 国債証券 

3. 地方債証券 

4. 特別の法律により法人の発行する債券 

5. 社債券(新株引受権証券と社債券とが一体と

なった新株引受権付社債券(以下｢分離型新



＜信託約款 B コース＞ 

株引受権付社債券｣といいます。)の新株引受

権証券を除きます。) 

6. 特定目的会社に係る特定社債券(証券取引

法第 2 条第 1 項第 3 号の 2 で定めるものをい

います。) 

7. 特別の法律により設立された法人の発行する

出資証券(証券取引法第 2 条第 1 項第 5 号

で定めるものをいいます。) 

8. 協同組織金融機関に係る優先出資証券また

は優先出資引受権を表示する証書(証券取

引法第 2 条第 1 項第 5 号の 2 で定めるもの

をいいます。) 

9. 特定目的会社に係る優先出資証券(証券取

引法第 2 条第 1 項第 5 号の 3 で定めるもの

をいいます。) 

10. コマーシャル・ペーパー 

11. 新株引受権証券(分離型新株引受権付社債

券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。)

および新株予約権証券 

12. 外国または外国法人の発行する証券または証

書で、前各号の証券または証書の性質を有す

るもの 

13. 投資信託または外国投資信託の受益証券

(証券取引法第 2条第 1 項第 7 号で定めるも

のをいいます。) 

14. 投資証券または外国投資証券(証券取引法

第 2 条第 1 項第 7 号の 2 で定めるものをいい

ます。) 

15. 外国貸付債権信託受益証券(証券取引法第

2条第 1項第 10 号で定めるものをいいます。) 

16. オプションを表示する証券または証書(証券取

引法第 2 条第 1 項第 10 号の 2 で定めるもの

をいいます。) 

17. 預託証書(証券取引法第 2 条第 1 項第 10

号の 3 で定めるものをいいます。) 

18. 外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19. 貸付債権信託受益権(証券取引法第 2 条第

2項第 1号で定めるものをいいます。) 

20. 外国法人に対する権利で前号の権利の性質

を有するもの 

 なお、第 1 号の証券または証書、第 12 号ならびに

第 17 号の証券または証書のうち第 1 号の証券または

証書の性質を有するものを以下｢株式｣といい、第 2

号から第 6 号までの証券および第 12 号ならびに第 17

号の証券または証書のうち第 2 号から第 6 号までの証

券の性質を有するものを以下｢公社債｣といい、第 13

号の証券および第 14 号の証券を以下｢投資信託証

券｣といいます。 

②  委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品により運用することを指図す

ることができます。 

1. 預  金 

2. 指定金銭信託 

3. コール・ローン 

4. 手形割引市場において売買される手形 

5. 抵当証券 

③  第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、解

約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託者が

運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、

前項に掲げる金融商品により運用することの指図がで

きます。 

④  委託者は、信託財産に属する投資信託証券(マザー

ファンドの受益証券を除きます。)の時価総額とマザー

ファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総

額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額

が、信託財産の純資産総額の 100 分の 5 を超えるこ

ととなる投資の指図をしません。 

⑤  委託者は、信託財産に属する新株引受権証券およ

び新株予約権証券の時価総額とマザーファンドの信託

財産に属する新株引受権証券および新株予約権証

券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額が、信託財産の純資産総額の 100 分の 20

を超えることとなる投資の指図をしません。 

⑥  前 3 項において信託財産に属するとみなした額とは、

信託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総

額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める

投資信託証券、株式または新株引受権証券および

新株予約権証券の時価総額の割合を乗じて得た額

をいいます。 

 

(信託財産相互間取引等) 

第 20 条  委託者は、法令上認められる場合に限り、次に掲げ

る取引を行うことを受託者に指図することができます。 

1. 信託財産と自ら運用を行う他の信託財産との

間の取引 

2. 信託財産と(i)委託者の利害関係人等である

投資顧問業者の営む投資顧問業に係る顧客

または(ii)かかる投資顧問業者が締結した投資

一任契約に係る顧客との間の取引 

 

(運用の基本方針) 

第 21 条  委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定め

る運用の基本方針にしたがって、その指図を行います。 

 

(運用の権限委託) 

第 22 条  委託者は、運用の指図に関する権限を次の者に委

託します。 

商  号： ゴールドマン・サックス・アセット・マネジ

メント・エル・ピー 

所 在 地： アメリカ合衆国ニューヨーク州ニュー

ヨーク市 

委託内容： 株式(その指数先物が含まれます。)

の運用 

②  前項の委託を受けた者が受ける報酬は、別に定める

取り決めに基づき当事者間で支払われるものとし、信

託財産からの直接的な支弁は行いません。 

③  第 1 項の規定にかかわらず、第 1 項により委託を受

けた者が、法律に違反した場合、この信託約款の違

反となる運用の指図に関する権限の行使をした場合、

信託財産に重大な損失を生ぜしめた場合、その他の

理由により必要と認められる場合には、委託者は、運

用の指図に関する権限の委託を中止し、またはその委

託内容を変更することができます。 

 

(投資する株式等の範囲) 

第 23 条  委託者が投資することを指図する株式、新株引受

権証券および新株予約権証券は、証券取引所に上

場されている株式の発行会社の発行するもの、証券

取引所に準ずる市場において取引されている株式の

発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当

または社債権者割当により取得する株式、新株引受

権証券および新株予約権証券については、この限りで

はありません。 

②  前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予

定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確

認できるものについては委託者が投資することを指図す

ることができるものとします。 
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(同一銘柄の株式等への投資制限) 

第 24 条  委託者は、取得時において信託財産に属する同一

銘柄の株式の時価総額とマザーファンドの信託財産に

属する当該株式の時価総額のうち信託財産に属する

とみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額

の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をしませ

ん。 

②  委託者は、取得時において信託財産に属する同一

銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券の時

価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該新株

引受権証券および新株予約権証券の時価総額のう

ち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託

財産の純資産総額の 100 分の 5 を超えることとなる

投資の指図をしません。 

③  前 2 項において信託財産に属するとみなした額とは、

信託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総

額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める

当該株式または当該新株引受権証券および新株予

約権証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいま

す。 

 

(信用取引の指図および範囲) 

第 25 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、信用取引により株券を売り付けることの指図をする

ことができます。なお、当該売付の決済については、株

券の引き渡しまたは買戻しにより行うことの指図をする

ことができるものとします。 

②  前項の信用取引の指図は、当該売付にかかる建玉

の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内であ

る場合においてできるものとします。 

③  信託財産の一部解約等の事由により前項の売付に

かかる建玉の時価総額が信託財産の純資産総額を

超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その

超える額に相当する売付の一部を決済するための指

図をするものとします。 

 

(公社債の空売りの指図および範囲) 

第 26 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、信託財産の計算においてする信託財産に属さない

公社債を売り付けることの指図をすることができます。な

お、当該売付の決済については、公社債(信託財産に

より借り入れた公社債を含みます。)の引き渡しまたは

買戻しにより行うことの指図をすることができるものとしま

す。 

②  前項の売付の指図は、当該売付にかかる公社債の

時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内である

場合においてできるものとします。 

③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の売付

にかかる公社債の時価の総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託者は速やか

に、その超える額に相当する売り付けの一部を決済す

るための指図をするものとします。 

 

(公社債の借入れの指図および範囲) 

第 27 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、公社債の借入れの指図をすることができます。 

②  前項の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価

総額が信託財産の純資産総額の範囲内である場合

においてできるものとします。 

③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入

れにかかる公社債の時価の総額が信託財産の純資

産総額を超えることとなった場合には、委託者は速や

かに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部

を決済するための指図をするものとします。 

④  第 1 項の借入れにかかる品借料は信託財産中から

支弁します。 

 

(先物取引等の運用指図) 

第 28 条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため、ならびに価格変動リスクを回避するた

め、わが国の証券取引所等における有価証券先物取

引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプ

ション取引ならびに外国の取引所等におけるこれらの

取引と類似の取引を行うことの指図をすることができま

す。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取り

扱うものとします(以下同じ。)。 

②  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため、ならびに為替変動リスクを回避するた

め、わが国の取引所等における通貨にかかる先物取

引ならびに外国の取引所等における通貨にかかる先

物取引およびオプション取引を行うことの指図をすること

ができます。 

③  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため、ならびに価格変動リスクを回避するた

め、わが国の取引所等における金利にかかる先物取

引およびオプション取引ならびに外国の取引所等にお

けるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をする

ことができます。 

 

(スワップ取引の運用指図) 

第 29 条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動

リスクを回避するため、異なった通貨、異なった受取り

金利または異なった受取り金利とその元本を一定の条

件のもとに交換する取引(以下｢スワップ取引｣といいま

す。)を行うことの指図をすることができます。 

②  スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約

期限が、原則として第 4 条に定める信託期間を超え

ないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間

内で全部解約が可能なものについてはこの限りではあ

りません。 

③  スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が

市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価するも

のとします。 

④  委託者は、スワップ取引を行うにあたり必要と認めたと

きは、担保の受入れの指図を行うものとします。 

 

(金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図) 

第 30 条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動

リスクを回避するため、金利先渡取引および為替先渡

取引を行うことの指図をすることができます。 

②  金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっ

ては、当該取引の決済日が、原則として第 4 条に定

める信託期間を超えないものとします。ただし、当該取

引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについ

てはこの限りではありません。 

③  金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当

該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算

出した価額で評価するものとします。 

④  委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を

行うにあたり必要と認めたときは、担保の受入れの指図

を行うものとします。 

 

(同一銘柄の転換社債等への投資制限) 

第 31 条  委託者は、取得時において信託財産に属する同一

銘柄の転換社債、ならびに新株予約権付社債のうち



＜信託約款 B コース＞ 

会社法第 236 条第 1 項第 3 号の財産が当該新株

予約権付社債についての社債であって当該社債と当

該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあ

らかじめ明確にしているもの（以下会社法施行前の旧

商法第 341 条ノ 3 第 1 項第 7 号および第 8 号の定

めがある新株予約権付社債を含め「転換社債型新株

予約権付社債」といいます。）の時価総額とマザーファ

ンドの信託財産に属する当該転換社債ならびに転換

社債型新株予約権付社債の時価総額のうち信託財

産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純

資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指

図をしません。 

②  前項において信託財産に属するとみなした額とは、信

託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額

にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当

該転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債

の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

 

(有価証券の貸付の指図および範囲) 

第 32 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、信託財産に属する株式および公社債につき次の

各号の範囲内で貸付の指図をすることができます。 

1. 株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式

の時価合計額が、信託財産で保有する株式

の時価合計額の 50％を超えないものとします。 

2. 公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公

社債の額面金額の合計額が、信託財産で保

有する公社債の額面金額の合計額の 50％を

超えないものとします。 

②  前項各号に定める限度額を超えることとなった場合

には、委託者は速やかに、その超える額に相当する契

約の一部の解約を指図するものとします。 

③  委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めた

ときは、担保の受入れの指図を行うものとします。 

 

(特別の場合の外貨建有価証券への投資制限) 

第 33 条  外貨建有価証券への投資については、わが国の国

際収支上の理由等により特に必要と認められる場合

には、制約されることがあります。 

 

(外国為替予約の運用指図) 

第 34 条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、ならびに信託財産に属する外貨建資産の額とマ

ザーファンドの信託財産に属する外貨建資産のうち信

託財産に属するとみなした額との合計額についての為

替変動リスクを回避するため、外国為替の売買の予約

を指図することができます。 

②  前項の予約取引の指図は、信託財産にかかる為替

の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につき

円換算した額が、信託財産の純資産総額を超えない

ものとします。ただし、信託財産に属する外貨建資産

の額とマザーファンドの信託財産に属する外貨建資産

のうち信託財産に属するとみなした額との合計額の為

替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指

図については、この限りではありません。 

③  前項の限度額を超えることとなった場合には、委託者

は所定の期間内に、その超える額に相当する為替予

約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取

引の指図をするものとします。 

④  第 1 項および第 2 項において信託財産に属するとみ

なした額とは、信託財産に属するマザーファンドの時価

相当額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に

占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額

をいいます。 

 

(信託業務の委託) 

第 35 条  受託者は、委託者と協議のうえ、信託財産に属する

資産の保管および処分ならびにこれに付随する業務の

全部または一部について、金融機関、証券会社、外

国の法令に準拠して外国において有価証券の保管を

業として営む者およびこれらの子会社等で有価証券の

保管を業として営む者に委託することができます。 

②  受託者は、前項のうち信託業法第 22 条第 1 項に

定める信託業務の委託をするときは、以下に掲げる基

準のすべてに適合するものを委託先として選定します。 

1． 委託先の信用力に照らし、継続的に委託業

務の遂行に懸念がないこと 

2． 委託先の委託業務に係る実績等に照らし、委

託業務を確実に処理する能力があると認めら

れること 

3． 信託財産の保管等を委託する場合において

は、当該財産の分別管理を行う体制が整備さ

れていること 

4． 内部管理に関する業務を適正に遂行するため

の体制が整備されていること 

③  受託者は、前項に定める委託先の選定にあたって

は、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合して

いることを確認するものとします。 

④  保管費用は、受益者の負担とし、信託財産中より

支弁します。 

 

(有価証券等の保管) 

第 36 条  受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等

に基づき、保管振替機関等に預託し保管させることが

できます。 

②  受託者は、信託財産に属する抵当証券を、抵当証

券業の規制等に関する法律関係法令等に基づき、財

団法人抵当証券保管機構に預託し保管させることが

できます。 

 

(混蔵寄託) 

第 37 条  金融機関または証券会社から、売買代金および償

還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引に

より取得した外国において発行された譲渡性預金証

書またはコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関また

は証券会社が保管契約を締結した保管機関に当該

金融機関または証券会社の名義で混蔵寄託できるも

のとします。 

 

第 38 条  ［削除］ 

 

(信託財産の表示および記載の省略) 

第 39 条  信託財産に属する有価証券については、実務上可

能であり、かつ委託者または受託者が必要と認める場

合のほか、信託の表示および記載をしません。 

 

(有価証券売却等の指図) 

第 40 条  委託者は、信託財産に属するマザーファンドの受益

証券にかかる信託契約の一部解約の請求および有価

証券の売却等の指図ができます。 

 

(再投資の指図) 

第 41 条  委託者は、前条の規定による一部解約の代金、売

却代金、有価証券にかかる償還金等、株式の清算

分配金、有価証券等にかかる利子等、株式の配当

金およびその他の収入金を再投資することの指図がで

きます。 

 



＜信託約款 B コース＞ 

(資金の借入れ) 

第 42 条  委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用

の安定性をはかるため、信託財産において一部解約

金の支払資金に不足額が生じるときは、資金借入れ

の指図をすることができ、また法令上可能な限度にお

いて融資枠の設定を受けることを指図することができま

す。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

②  前項の資金借入額は、次の各号に掲げる要件を満

たす範囲内の額とします。 

1. 一部解約金の支払資金の手当のために行った

有価証券等の売却等による受取りの確定して

いる資金の額の範囲内。 

2. 一部解約金支払日の前営業日において確定

した当該支払日における支払資金の不足額の

範囲内。 

3. 借入れ指図を行う日における信託財産の純資

産総額の 10％以内。 

③  第 1 項の借入期間は、有価証券等の売却代金の

入金日までに限るものとします。 

④  借入金の利息および融資枠の設定に要する費用は

信託財産中より支弁します。 

 

(担保権設定にかかる確認的規定) 

第 43 条  委託者は、信託財産の効率的な運用および運用の

安定性をはかるため、信託財産における特定の資産に

つき、公社債の借入れ、スワップ取引、金利先渡取

引、為替先渡取引、為替予約取引、資金の借入れ

その他の取引により信託財産の負担する債務を担保

するため、日本法または外国法に基づく担保権の設定

(現金を預託して相殺権を与えることを含みます。)の指

図をすることができ、また、これに伴い適用法上当該担

保権の効力を発生させ、または対抗要件を具備する

ために必要となる契約の締結、登記、登録、引渡しそ

の他一切の行為を行うことの指図をすることができま

す。 

②  担保権の設定に要する費用は、受益者の負担とし、

信託財産中より支弁します。 

 

(損益の帰属) 

第 44 条  委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた

利益および損失は、すべて受益者に帰属します。 

 

(受託者による資金の立替え) 

第 45 条  信託財産に属する有価証券について、借替、転換、

新株発行または株式割当がある場合で、委託者の申

出があるときは、受託者は資金の立替えをすることがで

きます。 

②  信託財産に属する有価証券にかかる償還金等、株

式の清算分配金、有価証券等にかかる利子等、株

式の配当金およびその他の未収入金で、信託終了日

までにその金額を見積りうるものがあるときは、委託者、

受託者または第三者がこれを立替えて信託財産に繰

り入れることができます。 

③  前 2 項の立替金の決済および利息については、受

託者と委託者との協議によりそのつど別にこれを定めま

す。ただし、前 2 項の立替金の利息は、受益者の負

担とし、信託財産中から支弁します。 

 

(信託の計算期間) 

第 46 条  この信託の計算期間は、毎年 5 月 31 日から 11 月

30 日および 12 月 1 日から翌年 5 月 30 日までとする

ことを原則とします。なお、第 1 計算期間は 1999 年

11 月 29 日から 2000 年 5 月 30 日までとします。 

②  前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終

了日に該当する日が休業日のとき、各計算期間終了

日は該当日以降の営業日で該当日に最も近い日と

し、その翌日より次の計算期間が開始されるものとしま

す。 

 

(信託財産に関する報告) 

第 47 条  受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財

産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出し

ます。 

②  受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信

託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に

提出します。 

 

(信託事務の諸費用) 

第 48 条  信託事務の処理等に要する諸費用(監査費用、法

律顧問・税務顧問への報酬、印刷費用、郵送費用、

公告費用、格付費用、受益証券の管理事務に関連

する費用、受益証券作成に関する費用等を含みま

す。)は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁しま

す。信託財産に関する租税についても、受益者の負

担とし、信託財産中から支弁します。信託事務の処

理等に要する諸費用、信託財産に関する租税、受託

者等の立替えた立替金の利息およびその他信託財産

に関する費用(信託報酬および当該信託報酬に対す

る消費税等に相当する金額を除きます。)を、以下｢諸

経費｣と総称します。 

②  委託者は、前項に定める信託事務の処理等に要す

る諸費用の支払を信託財産のために行い、支払金額

の支弁を信託財産から受けることができます。この場合

委託者は、現に信託財産のために支払った金額の支

弁を受ける際に、あらかじめ受領する金額に上限を付

することができます。また、委託者は、実際に支払う金

額の支弁を受ける代わりに、かかる諸費用の金額をあ

らかじめ合理的に見積もった上で、実際の費用額にか

かわらず固定率または固定金額にて信託財産からその

支弁を受けることもできます。 

③  前項において諸費用の上限、固定率または固定金

額を定める場合、委託者は、信託財産の規模等を考

慮して、信託の設定時または期中に、あらかじめ委託

者が定めた範囲内でかかる上限、固定率または固定

金額を変更することができます。 

④  第 2 項おいて諸費用の固定率または固定金額を定

める場合、かかる諸費用の額は、第 46 条に規定する

計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に

応じて計上されます。かかる諸費用は、毎計算期末ま

たは信託終了のとき信託財産中から支弁します。 

⑤  第 1 項に定める信託事務の処理等に要する諸費用

は、マザーファンドに関連して生じた諸費用のうちマザー

ファンドにおいて負担せずかつ委託者の合理的判断に

よりこの信託に関連して生じたと認めるものを含みま

す。 

 

(信託報酬の額および支弁の方法) 

第 49 条  委託者および受託者の信託報酬の総額は、第 46

条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純

資産総額に年 10,000 分の 190 の率を乗じて得た額と

します。 

②  前項の信託報酬は、毎計算期末または信託終了の

とき信託財産中から支弁するものとし、委託者と受託

者との間の配分は別に定めます。 

③  第 1 項の信託報酬に対する消費税等に相当する金

額を、信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁し

ます。 



＜信託約款 B コース＞ 

 

(収益の分配) 

第 50 条  信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、

次の方法により処理します。 

1. 配当金、利子、貸付有価証券にかかる品貸

料およびこれらに類する収益から支払利息を控

除した額(以下｢配当等収益｣といいます。)は、

諸経費、信託報酬および当該信託報酬に対

する消費税等に相当する金額を控除した後そ

の残金を受益者に分配することができます。な

お、次期以降の分配にあてるため、その一部を

分配準備積立金として積み立てることができま

す。 

2. 売買損益に評価損益を加減した利益金額(以

下｢売買益｣といいます。)は、諸経費、信託報

酬および当該信託報酬に対する消費税等に

相当する金額を控除し、繰越欠損金のあると

きは、その全額を売買益をもって補てんした後、

受益者に分配することができます。なお、次期

以降の分配にあてるため、分配準備積立金と

して積み立てることができます。 

②  毎計算期末において、信託財産につき生じた損失

は、次期に繰り越します。 

 

第 51 条 [削除] 

 

(収益分配金、償還金および一部解約金の支払い) 

第 52 条  収益分配金は、毎計算期間の終了日後 1 ヶ月以

内の委託者の指定する日から収益分配金交付票と

引き換えに委託者の指定する証券会社および登録金

融機関を通じて受益者に支払います。 

②  前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づい

て収益分配金を再投資する受益者に対しては、委託

者は、原則として、毎計算期間終了日の翌営業日

に、収益分配金を委託者の指定する証券会社および

登録金融機関に交付します。この場合、委託者の指

定する証券会社および登録金融機関は、受益者に

対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益証券

の売付けを行います。 

③  委託者の指定する証券会社および登録金融機関

は、受益者がその有する受益証券の全部もしくは一部

の口数について、あらかじめ計算期間を指定し、前項

の収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得申

込を中止することを申し出た場合においては、前項の

規定にかかわらず、当該受益証券に帰属する収益分

配金を当該計算期間終了の都度受益者に支払うこと

ができます。 

④  償還金(信託終了時における信託財産の純資産総

額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ。)

は、信託終了日後 1 ヶ月以内の委託者の指定する

日から受益証券と引換えに委託者の指定する証券会

社および登録金融機関を通じて受益者に支払いま

す。 

⑤  一部解約金は、受益者による一部解約の実行の請

求日から起算して、原則として 5 営業日目から委託

者の指定する証券会社および登録金融機関を通じて

受益者に支払います。 

⑥  前各項に規定する収益分配金、償還金および一部

解約金の支払いは、委託者の指定する証券会社およ

び登録金融機関の営業所等において行うものとしま

す。本条に定める受益者への支払については、委託者

は当該証券会社または登録金融機関に対する支払

をもって免責されるものとします。かかる支払がなされた

後は、当該収益分配金、償還金および一部解約金

は、源泉徴収されるべき税額(および委託者が一定期

間経過後当該証券会社または登録金融機関より回

収した金額があればその金額)を除き、受益者の計算

に属する金銭となるものとします。 

⑥の 2 収益分配金、償還金および一部解約金にかかる収

益調整金は、原則として、各受益者毎の信託時の受

益証券の価額等に応じて計算されるものとします。 

⑦  記名式の受益証券を有する受益者は、あらかじめそ

の印鑑を届け出るものとし、第 1 項の場合には収益分

配金交付票に、第 4 項および第 5 項の場合には受

益証券に、記名し届出印を押捺するものとします。 

⑧  委託者は、前項の規定により押捺された印影を届出

印と照合し、相違ないものと認めて収益分配金および

償還金もしくは一部解約金の支払いをしたときは、印

鑑の盗用その他の事情があっても、そのために生じた損

害について、その責を負わないものとします。 

⑨  この信託約款の他の規定にかかわらず、万一委託者

の指定する証券会社または登録金融機関が本条に

定める受益者への支払を怠ったことにより委託者が損

害を被った場合には、委託者は信託財産よりその損害

の賠償を受けることができます。 

 

(収益分配金および償還金の時効) 

第 53 条  受益者が、収益分配金については前条第 1 項に規

定する支払開始日から 5 年間その支払いを請求しな

いとき、ならびに信託終了による償還金について前条

第 4 項に規定する支払開始日から 10 年間その支払

いを請求しないときは、その権利を失い、委託者が受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

(収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への交付と支払

いに関する受託者の免責) 

第 54 条  受託者は、収益分配金については第 52 条第 1 項

に規定する支払開始日の前日および第 52 条第 2 項

に規定する交付開始前までに、償還金については第

52 条第 4 項に規定する支払開始日の前日までに、

一部解約金については第 52 条第 5 項に規定する支

払日までに、その全額を委託者に交付します。 

②  受託者は、前項の規定により委託者に収益分配

金、償還金および一部解約金を交付した後は、受益

者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

 

(信託の一部解約) 

第 55 条  受益者は、毎営業日において、自己の有する受益

証券につき、委託者に当該営業日を一部解約実行

の請求日として、1 口単位または委託者の指定する証

券会社または登録金融機関が別途定める単位をもっ

て一部解約の実行を請求することができます。 

②  委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受け付

けた場合には、この信託契約の一部を解約します。た

だし、ニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行

が休業日の場合は、一部解約の実行の請求を受け

付けないものとします。 

③  第 1 項の一部解約の価額は、一部解約の実行の

請求日の翌営業日の基準価額から当該基準価額に

0.3％の率を乗じて得た額を信託財産留保額として控

除した価額とします。 

④  受益者が、第 1 項の一部解約の実行の請求をする

ときは、委託者の指定する証券会社または登録金融

機関に対し、受益証券をもって行うものとします。 

⑤  委託者は、証券取引所における取引の停止、外国

為替取引の停止その他やむを得ない事情(コンピュー

ターの誤作動等により決済が不能となった場合、基準

価額の計算が不能となった場合、計算された基準価
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額の正確性に合理的な疑いが生じた場合等を含みま

す。)があるときは、第 1 項による一部解約の実行の請

求の受付を中止することおよびすでに受付けた一部解

約の実行の請求を保留または取消すことができます。 

⑥  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止さ

れた場合またはすでに受付けた一部解約の実行の請

求が保留された場合には、受益者は当該受付中止ま

たは請求保留以前に行った当日の一部解約の実行の

請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約

の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益証券

の一部解約の価額は、当該受付中止または請求保

留を解除した後の最初の基準価額の計算日を一部

解約の実行の請求日として第 3 項の規定に準じて計

算された価額とします。 

⑦  委託者は、信託契約の一部を解約することにより、こ

の信託にかかる受益権の総口数が 30 億口を下回る

こととなった場合には、受託者と協議のうえ、あらかじめ

監督官庁に届け出ることにより、この信託契約を解約

し、この信託を終了させることができます。 

⑧  委託者は、前項の事項について、あらかじめ、これを

公告し、かつ、知られたる受益者に対して書面を交付

します。ただし、全ての受益者に対して書面を交付した

ときは、原則として、公告を行いません。 

⑨  次条第 3 項から第 6 項までの規定は、前項の場合

にこれを準用します。この場合において、次条第 4 項

中｢第 1 項｣とあるのは｢第 55 条第 7 項｣と読み替えま

す。 

 

(信託契約の解約) 

第 56 条  委託者は、信託期間中において、この信託契約を

解約することが受益者のため有利であると認めるとき、

またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と

合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させ

ることができます。この場合において、委託者は、あらか

じめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

②  委託者は、前項の事項について、あらかじめ、解約し

ようとする旨を公告し、かつ、その旨を記載した書面をこ

の信託契約に係る知られたる受益者に対して交付しま

す。ただし、この信託契約に係る全ての受益者に対し

て書面を交付したときは、原則として、公告を行いませ

ん。 

③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある

者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべ

き旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らな

いものとします。 

④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益

権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるとき

は、第 1 項の信託約款の解約をしません。 

⑤  委託者は、この信託約款の解約をしないこととしたと

きは、解約しない旨およびその理由を公告し、かつ、こ

れらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対し

て交付します。ただし、全ての受益者に対して書面を

交付したときは、原則として、公告を行いません。 

⑥  第 3 項から前項までの規定は、信託財産の状態に

照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であっ

て、第 3 項の一定の期間が一月を下らずにその公告

および書面の交付を行うことが困難な場合には適用し

ません。 

 

(信託契約に関する監督官庁の命令) 

第 57 条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命

令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契約を解

約し信託を終了させます。 

②  委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約

款を変更しようとするときは、第 61 条の規定にしたがい

ます。 

 

(委託者の認可取消等に伴う取扱い) 

第 58 条  委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解

散したときまたは業務を廃止したときは、委託者は、こ

の信託契約を解約し、信託を終了させます。 

②  前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約

に関する委託者の業務を他の投資信託委託業者に

引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第 61 条第 4

項に該当する場合を除き、当該投資信託委託業者と

受託者との間において存続します。 

 

(委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い) 

第 59 条  委託者は、投資信託委託業者の事業の全部または

一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約

に関する事業を譲渡することがあります。 

②  委託者は、分割により事業の全部または一部を承

継させることがあり、これに伴い、この信託契約に関す

る事業を承継させることがあります。 

 

(受託者の辞任および解任に伴う取扱い) 

第 60 条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任

することができます。この場合、委託者は第 61 条の規

定にしたがい、新受託者を選任します。 

②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者

は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

③  委託者は、受託者につき以下の事由が生じた場

合、受益者の利益のため必要と認めるときは、法令に

従い受託者を解任することができます。受託者の解任

に伴う取扱いについては、前 2 項に定める受託者の辞

任に伴う取扱いに準じます。 

1. 支払の停止または破産、民事再生手続開

始、会社更生手続開始、会社整理開始もしく

は特別清算開始の申立があったとき。 

2. 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

3. 受託者の財産について仮差押、保全差押また

は差押の命令、通知が発送されたとき。 

4. 受託者が本信託約款上の重大な義務の履行

を怠ったとき。 

5. その他委託者の合理的な判断において、受託

者の信用力が著しく低下し、委託者による信

託財産の運用または受託者による信託財産の

保管に支障をきたすと認められるとき。 

④  本条に基づき受託者が辞任しまたは解任されたまた

は解任されうる場合において、委託者が本信託約款に

定める受託者の義務を適切に履行する能力ある新受

託者を選任することが不可能または困難であるときは、

委託者は解任権を行使する義務も新受託者を選任

する義務も負いません。委託者は、本条に基づく受託

者の解任または新受託者の選任についての判断を誠

実に行うよう努めるものとしますが、かかる判断の結果

解任されなかった受託者または選任された新受託者が

倒産等により本信託約款に定める受託者の義務を履

行できなくなった場合には、委託者は、当該判断時に

おいて悪意であった場合を除き、これによって生じた損

害について受益者に対し責任を負いません。 

 

(信託約款の変更) 

第 61 条  委託者は、受益者の利益のため必要と認めるとき、

または正当な理由があるときは、受託者と合意のうえ、

この信託約款を変更することができるものとし、あらかじ

め、変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届

け出ます。 
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②  委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大

なものについて、あらかじめ、変更しようとする旨およびそ

の内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面

をこの信託約款に係る知られたる受益者に対してを交

付します。ただし、この信託約款に係る全ての受益者

に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行

いません。 

③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある

者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべ

き旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らな

いものとします。 

④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益

権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるとき

は、第 1 項の信託約款の変更をしません。 

⑤  委託者は、当該信託約款の変更をしないこととしたと

きは、変更しない旨およびその理由を公告し、かつ、こ

れらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対し

て交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を

交付したときは、原則として、公告を行いません。 

 

(反対者の買取請求権) 

第 61 条の 2 第 56 条に規定する信託契約の解約または前条に規

定する信託約款の変更を行う場合において、第 56 条

第 3 項または前条第 3 項の一定の期間内に委託者

に対して異議を述べた受益者は、委託者の指定する

証券会社または登録金融機関を通じ、受託者に対

し、自己の有する受益証券を、信託財産をもって買取

るべき旨を請求することができます。 

 

(公  告) 

第 62 条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新

聞に掲載します。 

 

(信託約款に関する疑義の取扱い) 

第 63 条  この信託約款の解釈について疑義が生じたときは、

委託者と受託者との協議により定めます。 

 

(付  則) 

第 64 条  第 52 条第 6 項の 2 に規定する｢収益調整金｣は、

所得税法施行令第 27 条の規定によるものとし、各受

益者毎の信託時の受益証券の価額と元本との差額を

いい、原則として、追加信託のつど当該口数により加

重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。

また、同条同項に規定する｢各受益者毎の信託時の

受益証券の価額等｣とは、原則として、各受益者毎の

信託時の受益証券の価額をいい、追加信託のつど当

該口数により加重平均され、収益分配のつど調整され

るものとします。なお、2000 年 3 月 30 日以前の取得

申込にかかる受益権の信託時の受益証券の価額は、

委託者が計算する 2000 年 3 月 31 日の平均信託金

(信託金総額を総口数で除して得た額)とみなすものと

します。 

 

第 65 条  この信託の受益権は、2007 年 1 月 4 日より、社債

等の振替に関する法律（政令で定める日以降「社債、

株式等の振替に関する法律」となった場合は読み替え

るものとし、「社債、株式等の振替に関する法律」を含

め「社振法」といいます。以下同じ。）の規定の適用を

受けることとし、同日以降に追加信託される受益権の

帰属は、委託者があらかじめこの投資信託の受益権を

取り扱うことについて同意した一の振替機関（社振法

第 2 条に規定する「振替機関」をいい、以下「振替機

関」といいます。）及び当該振替機関の下位の口座管

理機関（社振法第 2 条に規定する「口座管理機関」

をいいます。）の振替口座簿に記載または記録されるこ

とにより定まります（以下、振替口座簿に記載または記

録されることにより定まる受益権を「振替受益権」といい

ます。）。当該振替受益権は、受益証券とみなされ、こ

の信託約款の適用を受けるものとし、委託者は、この

信託の受益権を取り扱う振替機関が社振法の規定に

より主務大臣の指定を取り消された場合または当該指

定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振

替業を承継する者が存在しない場合を除き、当該振

替受益権を表示する受益証券を発行しません。 

また、約款本文の規定にかかわらず、2007 年 1 月 4

日以降、委託者は、受益権の再分割を行ないませ

ん。ただし、社債、株式等の振替に関する法律が施行

された場合には、受託者と協議のうえ、同法に定めると

ころにしたがい、一定日現在の受益権を均等に再分

割できるものとします。 

②  2007 年 1 月 4 日前に信託された受益権に係る受

益証券を保有する受益者は、自己の有する受益証券

につき、委託者に振替受入簿に記載または記録を申

請するよう請求することができます。 

③  委託者は、前項の振替受入簿に記載または記録の

申請の請求を受け付けた場合には、当該請求に基づ

き当該受益証券に係る受益権を振替受入簿に記載

または記録を申請します。この場合において、委託者

は、委託者の指定する証券会社および登録金融機関

に当該申請の手続きを委任することができます。 

④  受益者が第 2 項の振替受入簿に記載または記録の

申請の請求をするときは、委託者の指定する証券会

社または登録金融機関に対し、受益証券をもって行な

うものとします。なお、振替受入簿に記載または記録さ

れた受益権にかかる受益証券（当該記載または記録

以降に到来する計算期間の末日にかかる収益分配

金交付票を含みます。）は無効となり、当該記載また

は記録による振替受益権は、受益証券とみなされ、こ

の信託約款の適用を受けるものとします。ただし、一

旦、振替受入簿に記載または記録された受益権につ

いては、この信託の受益権を取り扱う振替機関が社振

法の規定により主務大臣の指定を取り消された場合ま

たは当該指定が効力を失った場合であって、当該振替

機関の振替業を承継する者が存在しない場合その他

やむを得ない事情がある場合を除き、受益者は受益

証券の発行を請求しないものとします。 

⑤  委託者は、委託者が受益者を代理してこの信託の

受益権を振替受入簿に記載または記録を申請するこ

とができる旨の信託約款変更をしようとする場合は、そ

の変更の内容が重大なものとして約款本文の信託約

款変更の規定にしたがいます。ただし、この場合におい

て、振替受入簿の記載または記録を申請することにつ

いて委託者に代理権を付与することについて同意をし

ている受益者へは、変更しようとする旨およびその内容

を記載した書面の交付を原則として行ないません。 

⑥  委託者が、前項の信託約款変更を行なった場合、

原則としてこの信託の 2006 年 12 月 29 日現在の全

ての受益権（受益権につき、既に信託契約の一部解

約が行われたもので、当該一部解約にかかる一部解

約金の支払開始日が 2007 年 1 月 4 日以降となるも

のを含みます。）を受益者を代理して 2007 年 1 月 4

日に振替受入簿に記載または記録するよう申請しま

す。ただし、保護預かりではない受益証券に係る受益

権については、信託期間中において委託者が受益証

券を確認した後当該申請を行なうものとします。 

⑦  委託者が第 5 項の信託約款変更を行なった場合、

2007 年 1 月 4 日以降の信託契約の一部解約に係

る一部解約の実行の請求を受益者がするときは、委



＜信託約款 B コース＞ 

託者の指定する証券会社または登録金融機関に対

し、振替受益権をもって行なうものとします。ただし、

2007 年 1 月 4 日以降に一部解約金が受益者に支

払われることとなる一部解約の実行の請求で、2007

年 1 月４日前に行なわれる当該請求については、振

替受益権となることが確実な受益証券をもって行なう

ものとします。 

⑧  委託者が第 5 項の信託約款変更を行なった場合に

おいても、2007 年 1 月 4 日以降約款本文に規定す

る時効前の収益分配金にかかる収益分配金交付票

は、なおその効力を有するものとし、当該収益分配金

交付票と引き換えに受益者に支払います。 

 

 

 上記条項により信託契約を締結します。 

 

 

  信託契約締結日  1999 年 11 月 29 日 

 

 

委託者 ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社 

 

受託者 三菱 UFJ 信託銀行株式会社 

 

 



＜信託約款＞ 
 

信託約款（2007 年 1 月 4 日適用予定）の変更内容について 

 

2006年12月29日現在存在する受益証券を含むファンドの受益証券を原則としてすべて振替受益権と

するため、委託者は、2007年1月4日適用予定で重大な約款変更を行う予定です。下記の表は、この

場合の信託約款の変更内容について記載しております。 

なお、重大な約款変更の内容について予めお知らせすることを目的としておりますので、単純な参照条文

の変更（読み替え）は割愛している場合があります。変更箇所につき添付信託約款全文と合わせてご覧

ください。 

 
下線部＿＿＿は変更部分を示します。 

（重大な約款変更後の約款の内容） （2006 年 8 月 25 日現在の約款の内容） 

 

(募集の方法、受益権の取得申込みの勧誘の種類) 

第 5 条  （略） 

②  この信託にかかる受益権の取得申込みの勧誘

は、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条

第 13 項で定める公募により行われます。 

 

(当初の受益者) 

第 6 条  この信託契約締結当初および追加信託当初の

受益者は、委託者の指定する受益権取得申込者

とし、第 7 条により分割された受益権は、その取得

申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 

 

(受益権の分割および再分割) 

第 7 条  （略） 

②  委託者は、受益権の再分割を行いません。ただ

し、社債、株式等の振替に関する法律が施行され

た場合には、受託者と協議のうえ、同法に定めるとこ

ろにしたがい、一定日現在の受益権を均等に再分

割できるものとします。 

③  （略） 

 

(追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法) 

第 8 条  追加信託は、原則として毎営業日にこれを行うも

のとします。追加信託金は、追加信託を行う日の前

営業日の基準価額に、当該追加信託にかかる受

益権の口数を乗じた額とします。 

②  （略） 

③  （略） 

 

(受益権の帰属と受益証券の不発行) 

第 10 条  この信託の受益権は、2007 年 1 月 4 日より、社

債等の振替に関する法律（政令で定める日以降

「社債、株式等の振替に関する法律」となった場合

は読み替えるものとし、「社債、株式等の振替に関

する法律」を含め「社振法」といいます。以下同じ。）

の規定の適用を受けることとし、同日以降に追加信

託される受益権の帰属は、委託者があらかじめこの

投資信託の受益権を取り扱うことについて同意した

一の振替機関（社振法第 2 条に規定する「振替機

関」をいい、以下「振替機関」といいます。）および当

該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第 2

条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関を

含め、以下「振替機関等」といいます。）の振替口

座簿に記載または記録されることにより定まります

（以下、振替口座簿に記載または記録されることに

より定まる受益権を「振替受益権」といいます。）。 

 

(募集の方法、受益証券の取得申込みの勧誘の種類) 

第 5 条  （同左） 

②  この信託にかかる受益証券の取得申込みの勧誘

は、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条

第 13 項で定める公募により行われます。 

 

(当初の受益者) 

第 6 条  この信託契約締結当初および追加信託当初の

受益者は、委託者の指定する受益証券取得申込

者とし、第 7 条により分割された受益権は、その取

得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 

 

(受益権の分割および再分割) 

第 7 条  （同左） 

②  委託者は、受託者と協議のうえ、一定日現在の

受益権を均等に再分割できます。 

 

 

 

③  （同左） 

 

(追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法) 

第 8 条  追加信託は、原則として毎営業日にこれを行うも

のとします。追加信託金は、追加信託を行う日の前

営業日の基準価額に、当該追加信託にかかる受

益証券の口数を乗じた額とします。 

②  （同左） 

③  （同左） 

 

(受益証券の発行および種類) 

第 10 条  委託者は、第7条の規定により分割された受益権

を表示する無記名式の受益証券を発行します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜信託約款＞ 
 

②  委託者は、この信託の受益権を取り扱う振替機

関が社振法の規定により主務大臣の指定を取り消

された場合または当該指定が効力を失った場合で

あって、当該振替機関の振替業を承継する者が存

在しない場合その他やむを得ない事情がある場合を

除き、振替受益権を表示する受益証券を発行しま

せん。 

 なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等に

より受益証券を発行する場合を除き、無記名式受

益証券から記名式受益証券への変更の請求、記

名式受益証券から無記名式受益証券への変更の

請求、受益証券の再発行の請求を行わないものと

します。 

③  委託者は、第7条の規定により分割された受益権

について、振替機関等の振替口座簿への新たな記

載または記録をするため社振法に定める事項の振

替機関への通知を行うものとします。振替機関等

は、委託者から振替機関への通知があった場合、

社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿

への新たな記載または記録を行います。 

④  委託者は、受益者を代理してこの信託の受益権

を振替受入簿に記載または記録を申請することがで

きるものとし、原則としてこの信託の 2006 年 12 月

29 日現在の全ての受益権（受益権につき、既に信

託契約の一部解約が行われたもので、当該一部解

約にかかる一部解約金の支払開始日が 2007 年 1

月 4 日以降となるものを含みます。）を受益者を代

理して 2007 年 1 月 4 日に振替受入簿に記載また

は記録するよう申請します。ただし、保護預かりでは

ない受益証券に係る受益権については、信託期間

中において委託者が受益証券を確認した後当該申

請を行うものとします。振替受入簿に記載または記

録された受益権にかかる受益証券(当該記載または

記録以降に到来する計算期間の末日にかかる収

益分配金交付票を含みます。)は無効となり、当該

記載または記録により振替受益権となります。また、

委託者は、受益者を代理してこの信託の受益権を

振替受入簿に記載または記録を申請する場合にお

いて、委託者の指定する証券会社（証券取引法第

2 条第 9 項に規定する証券会社をいい、外国証券

業者に関する法律第2条第2号に規定する外国証

券会社を含みます。以下同じ。）および登録金融機

関（証券取引法第 65 条の 2 第 3 項に規定する登

録金融機関をいいます。以下同じ。）に当該申請の

手続きを委任することができます。 

 

(受益権の設定に係る受託者の通知) 

第 11 条  受託者は、追加信託により生じた受益権について

は追加信託のつど、振替機関の定める方法により、

振替機関へ当該受益権に係る信託を設定した旨

の通知を行います。 

②  ［削除］ 

 

 

 

(受益権の申込単位および価額等) 

第 12 条  委託者の指定する証券会社および登録金融機

関は、第 7 条第 1 項の規定により分割される受益

権を、その取得申込者に対し、毎営業日において 1

口単位または 1 円単位あるいは当該証券会社また

は登録金融機関が別途定める単位をもって取得の

申込みに応じることができるものとします。なお、ニュ

ーヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行が休

業日の場合は、追加信託の申込みを受付けないも

②  委託者が発行する受益証券は、１万口券、10 万

口券、100万口券、1,000万口券および１億口券の

5 種類ならびに 1 口の整数倍の口数を表示した受

益証券とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜新設＞ 

 

 

 

 

 

 

＜新設＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(受益証券の発行についての受託者の認証) 

第 11 条  委託者は、前条の規定により受益証券を発行す

るときは、その発行する受益証券がこの信託約款に

適合する旨の受託者の認証を受けなければなりま

せん。 

②  前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を

受益証券に記載し記名捺印することによって行いま

す。 

 

(受益証券の申込単位および価額等) 

第 12 条  委託者の指定する証券会社(証券取引法第2条

第9項に規定する証券会社をいい、外国証券業者

に関する法律第 2 条第 2 号に規定する外国証券

会社を含みます。以下同じ。)および登録金融機関

(証券取引法第 65 条の 2 第 3 項に規定する登録

金融機関をいいます。以下同じ。)は、第 10 条の規

定により発行された受益証券を、その取得申込者

に対し、毎営業日において1口単位または1円単位



＜信託約款＞ 
 

のとします。ただし、第 52 条第 2項に規定する収益

分配金の再投資にかかる追加信託金の申込みに

限ってこれを受付けるものとします。 

 

 

 

 

 

②  前項の取得申込者は委託者の指定する証券会

社または登録金融機関に、取得申込と同時にまた

は予め、自己のために開設されたこの信託の受益権

の振替を行うための振替機関等の口座を示すものと

し、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増

加の記載または記録が行われます。なお、委託者の

指定する証券会社および登録金融機関は、当該

取得申込の代金（第 3 項の受益権の価額に当該

取得申込の口数を乗じて得た額をいいます。）の支

払いと引き換えに、当該口座に当該取得申込者に

係る口数の増加の記載または記録を行うことができ

ます。 

③  第 1 項の受益権の価額は、取得申込日の翌営

業日の基準価額に、当該基準価額に 3.0％を上限

として委託者の指定する証券会社および登録金融

機関が定める率を乗じて得た手数料ならびに当該

手数料に対する消費税および地方消費税(以下

｢消費税等｣といいます。)に相当する金額を加算し

た価額とします。 

④  前各号の規定にかかわらず、委託者の指定する

証券会社または登録金融機関と別に定める

netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファ

ンド自動けいぞく投資約款(別の名称で同様の権利

義務を規定する約款を含みます。)にしたがって契約

(以下｢別に定める契約｣といいます。)を結んだ受益

者が別に定める契約に基づいて収益分配金を再投

資する場合は、1口の整数倍をもって取得の申込み

に応ずることができるものとします。その場合の受益

権の価額は、原則として第46条に規定する各計算

期間終了日の基準価額とします。 

⑤   第 2 項の規定にかかわらず、netWIN ゴールドマ

ン・サックス・インターネット戦略ファンドＢコース(為替

ヘッジなし)の受益者が当該信託の受益権の一部

解約金をもって取得申込をする場合の価額は、取

得申込日の翌営業日の基準価額とします。ただし、

かかる取得申込のなされる委託者の指定する証券

会社または登録金融機関が事前に委託者に対し

て書面で通知し、委託者がこれを書面により承諾し

た場合には、本項の適用はありません。 

⑥  第 1 項の規定にかかわらず、別に定める契約を結

んだ受益者が、前項の規定により、その帰属する受

益権の全部についての一部解約金をもって取得申

込みをする場合は、委託者の指定する証券会社は

1万円未満でも応ずることができるものとします。 

⑦  前各項の規定にかかわらず、委託者の指定する

証券会社および登録金融機関は、証券取引所に

おける取引の停止、外国為替取引の停止その他合

理的な事情(コンピューターの誤作動等により決済が

不能となった場合、基準価額の計算が不能となった

場合、計算された基準価額の正確性に合理的な

疑いが生じた場合等を含みます。)があると委託者が

判断したときは、受益権の取得申込みの受付を中

止することおよびすでに受付けた取得申込みを取消

すことができます。 

 

(受益権の譲渡に係る記載または記録) 

あるいは当該証券会社または登録金融機関が別

途定める単位をもって取得の申込みに応じることが

できるものとします。なお、ニューヨーク証券取引所ま

たはニューヨークの銀行が休業日の場合は、追加信

託の申込みを受付けないものとします。ただし、第52

条第2項に規定する収益分配金の再投資にかかる

追加信託金の申込みに限ってこれを受付けるものと

します。 

＜新設＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  前項の受益証券の価額は、取得申込日の翌営

業日の基準価額に、当該基準価額に 3.0％を上限

として委託者の指定する証券会社および登録金融

機関が定める率を乗じて得た手数料ならびに当該

手数料に対する消費税および地方消費税(以下

｢消費税等｣といいます。)に相当する金額を加算し

た価額とします。 

③  前 2項の規定にかかわらず、委託者の指定する証

券会社または登録金融機関と別に定める netWIN

ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド自

動けいぞく投資約款(別の名称で同様の権利義務

を規定する約款を含みます。)にしたがって契約(以

下｢別に定める契約｣といいます。)を結んだ受益者が

別に定める契約に基づいて収益分配金を再投資す

る場合は、1 口の整数倍をもって取得の申込みに応

ずることができるものとします。その場合の受益証券

の価額は、原則として第 46条に規定する各計算期

間終了日の基準価額とします。 

④  第2項の規定にかかわらず、netWIN ゴールドマン・

サックス・インターネット戦略ファンドＢコース(為替ヘッ

ジなし)の受益者が当該信託の受益証券の一部解

約金をもって取得申込をする場合の価額は、取得

申込日の翌営業日の基準価額とします。ただし、か

かる取得申込のなされる委託者の指定する証券会

社または登録金融機関が事前に委託者に対して

書面で通知し、委託者がこれを書面により承諾した

場合には、本項の適用はありません。 

⑤  第 1 項の規定にかかわらず、別に定める契約を結

んだ受益者が、前項の規定により、その有する受益

証券の全部についての一部解約金をもって取得申

込みをする場合は、委託者の指定する証券会社は

1万円未満でも応ずることができるものとします。 

⑥  前各項の規定にかかわらず、委託者の指定する

証券会社および登録金融機関は、証券取引所に

おける取引の停止、外国為替取引の停止その他合

理的な事情(コンピューターの誤作動等により決済が

不能となった場合、基準価額の計算が不能となった

場合、計算された基準価額の正確性に合理的な

疑いが生じた場合等を含みます。)があると委託者が

判断したときは、受益証券の取得申込みの受付を

中止することおよびすでに受付けた取得申込みを取

消すことができます。 

 

(受益証券の記名式、無記名式への変更ならびに名義書換手続)



＜信託約款＞ 
 

第 13 条  受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合

には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記

載または記録されている振替口座簿に係る振替機

関等に振替の申請をするものとします。 

②  前項の申請のある場合には、前項の振替機関等

は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の

口数の減少および譲受人の保有する受益権の口

数の増加につき、その備える振替口座簿に記載また

は記録するものとします。ただし、前項の振替機関

等が振替先口座を開設したものでない場合には、

譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等

（当該他の振替機関等の上位機関を含みます。）

に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座

に受益権の口数の増加の記載または記録が行われ

るよう通知するものとします。 

③  委託者は、第1項に規定する振替について、当該

受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記

録されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受

人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる

場合等において、委託者が必要と認めるときまたは

やむを得ない事情があると判断したときは、振替停

止日や振替停止期間を設けることができます。 

 

(受益権の譲渡の対抗要件) 

第 14 条  受益権の譲渡は、前条の規定による振替口座簿

への記載または記録によらなければ、委託者および

受託者に対抗することができません。 

 

第 15 条  [削除] 

 

 

 

 

 

 

第 16 条  [削除] 

 

 

 

 

第 17 条  [削除] 

 

 

 

 

 

 

第 18 条  [削除] 

 

 

 

(収益分配金、償還金および一部解約金の支払い) 

第 52 条  収益分配金は、毎計算期間の終了日後 1 ヶ月

以内の委託者の指定する日から委託者の指定する

証券会社および登録金融機関を通じて、毎計算

期間の末日において振替機関等の振替口座簿に

記載または記録されている受益者（当該収益分配

金にかかる計算期間の末日以前において一部解約

が行われた受益権にかかる受益者を除きます。ま

た、当該収益分配金にかかる計算期間の末日以

前に設定された受益権で取得申込代金支払前の

ため委託者の指定する証券会社または登録金融

機関の名義で記載または記録されている受益権に

ついては原則として取得申込者とします。）に支払い

第 13 条  委託者は、受益者が委託者の定める手続によっ

て請求したときは、無記名式の受益証券と引き換え

に記名式の受益証券を、または記名式の受益証券

と引き換えに無記名式の受益証券を交付します。 

②  記名式の受益証券の所持人は、委託者の定める

手続によって名義書換を委託者に請求することがで

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  前項の規定による名義書換の手続は、第46条に

規定する毎計算期間の末日の翌日から 15 日間停

止します。 

 

 

 

 

 

(記名式の受益証券譲渡の対抗要件) 

第 14 条  記名式の受益証券の譲渡は、前条の規定による

名義書換によらなければ、委託者および受託者に

対抗することができません。 

 

(無記名式の受益証券の再交付) 

第 15 条  委託者は、無記名式の受益証券を喪失した受益

者が、当該受益証券の公示催告による除権判決の

謄本を添え、委託者の定める手続により再交付を

請求したときは、無記名式の受益証券を再交付しま

す。 

 

(記名式の受益証券の再交付) 

第 16 条  委託者は、記名式の受益証券を喪失した受益者

が、委託者の定める手続によって再交付を請求した

ときは、記名式の受益証券を再交付します。 

 

(受益証券を毀損した場合等の再交付) 

第 17 条  委託者は、受益証券を毀損または汚損した受益

者が、受益証券を添え再交付を請求したときは、委

託者の定める手続により受益証券を再交付します。

ただし、真偽を鑑別しがたいときは、前 2 条の規定を

準用します。 

 

(受益証券の再交付の費用) 

第 18 条  委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者

に対して実費を請求することができます。 

 

(収益分配金、償還金および一部解約金の支払い) 

第 52 条  収益分配金は、毎計算期間の終了日後1ヶ月以

内の委託者の指定する日から収益分配金交付票と

引き換えに委託者の指定する証券会社および登録

金融機関を通じて受益者に支払います。 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜信託約款＞ 
 

ます。なお、2007年1月4日以降においても、第52

条に規定する時効前の収益分配金にかかる収益

分配金交付票は、なおその効力を有するものとし、

当該収益分配金交付票と引き換えに委託者の指

定する証券会社および登録金融機関を通じて受益

者に支払います。 

②  前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づ

いて収益分配金を再投資する受益者に対しては、

受託者が委託者の指定する預金口座等に払い込

むことにより、原則として、毎計算期間終了日の翌

営業日に、収益分配金が委託者の指定する証券

会社および登録金融機関に交付されます。この場

合、委託者の指定する証券会社および登録金融

機関は、受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投

資にかかる受益権の売付けを行います。当該取得

申込により増加した受益権は、第10条第3項の規

定にしたがい、振替口座簿に記載または記録されま

す。 

③  委託者の指定する証券会社および登録金融機

関は、受益者がその有する受益権の全部もしくは一

部の口数について、あらかじめ計算期間を指定し、

前項の収益分配金の再投資にかかる受益権の取

得申込を中止することを申し出た場合においては、

前項の規定にかかわらず、当該受益権に帰属する

収益分配金を当該計算期間終了の都度受益者

に支払うことができます。 

④  償還金(信託終了時における信託財産の純資産

総額を受益権口数で除した額をいいます。以下同

じ。)は、信託終了日後1ヶ月以内の委託者の指定

する日から、信託終了日において振替機関等の振

替口座簿に記載または記録されている受益者（信

託終了日以前において一部解約が行われた受益

権にかかる受益者を除きます。また、当該信託終了

日以前に設定された受益権で取得申込代金支払

前のため委託者の指定する証券会社または登録金

融機関の名義で記載または記録されている受益権

については原則として取得申込者とします。）に支払

います。なお、当該受益者は、その口座が開設され

ている振替機関等に対して委託者がこの信託の償

還をするのと引き換えに、当該償還に係る受益権の

口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法

の規定にしたがい当該振替機関等の口座において

当該口数の減少の記載または記録が行われます。

また、受益証券を保有している受益者に対しては、

償還金は、信託終了日後 1 ヶ月以内の委託者の

指定する日から受益証券と引換えに委託者の指定

する証券会社および登録金融機関を通じて当該

受益者に支払います。 

⑤  一部解約金は、受益者による一部解約の実行の

請求日から起算して、原則として 5営業日目から委

託者の指定する証券会社および登録金融機関を

通じて当該受益者に支払います。 

⑥  （略） 

⑥の 2  収益分配金、償還金および一部解約金にかかる

収益調整金は、原則として、各受益者毎の信託時

の受益権の価額等に応じて計算されるものとしま

す。 

⑦  ［削除］ 

 

 

 

 

⑧  ［削除］ 

 

 

 

 

 

 

 

②  前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づ

いて収益分配金を再投資する受益者に対しては、

委託者は、原則として、毎計算期間終了日の翌営

業日に、収益分配金を委託者の指定する証券会

社および登録金融機関に交付します。この場合、

委託者の指定する証券会社および登録金融機関

は、受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資に

かかる受益証券の売付けを行います。 

 

 

 

 

③  委託者の指定する証券会社および登録金融機

関は、受益者がその有する受益証券の全部もしくは

一部の口数について、あらかじめ計算期間を指定

し、前項の収益分配金の再投資にかかる受益証券

の取得申込を中止することを申し出た場合において

は、前項の規定にかかわらず、当該受益証券に帰

属する収益分配金を当該計算期間終了の都度受

益者に支払うことができます。 

④  償還金(信託終了時における信託財産の純資産

総額を受益権口数で除した額をいいます。以下同

じ。)は、信託終了日後1ヶ月以内の委託者の指定

する日から受益証券と引換えに委託者の指定する

証券会社および登録金融機関を通じて受益者に

支払います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  一部解約金は、受益者による一部解約の実行の

請求日から起算して、原則として 5営業日目から委

託者の指定する証券会社および登録金融機関を

通じて受益者に支払います。 

⑥  （同左） 

⑥の 2  収益分配金、償還金および一部解約金にかかる

収益調整金は、原則として、各受益者毎の信託時

の受益証券の価額等に応じて計算されるものとしま

す。 

⑦  記名式の受益証券を有する受益者は、あらかじめ

その印鑑を届け出るものとし、第 1 項の場合には収

益分配金交付票に、第 4項および第5項の場合に

は受益証券に、記名し届出印を押捺するものとしま

す。 

⑧  委託者は、前項の規定により押捺された印影を

届出印と照合し、相違ないものと認めて収益分配



＜信託約款＞ 
 

 

 

 

 

⑨  （略） 

 

(収益分配金および償還金の時効) 

第 53 条  受益者が、収益分配金については前条第 1 項に

規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請求

しないとき、ならびに信託終了による償還金について

前条第 4 項に規定する支払開始日から 10 年間そ

の支払いを請求しないときは、その権利を失い、受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属しま

す。 

 

(収益分配金、償還金および一部解約金の払い込みと支払いに

関する受託者の免責) 

第 54 条  受託者は、収益分配金については第 52 条第 1

項に規定する支払開始日の前日および第 52 条第

2項に規定する交付開始前までに、償還金について

は第 52 条第 4項に規定する支払開始日の前日ま

でに、一部解約金については第52条第5項に規定

する支払日までに、その全額を委託者の指定する

預金口座等に払い込みます。 

②  受託者は、前項の規定により委託者の指定する

預金口座等に収益分配金、償還金および一部解

約金を払い込んだ後は、受益者に対する支払いに

つき、その責に任じません。 

 

(信託の一部解約) 

第 55 条  受益者は、毎営業日において、自己に帰属する

受益権につき、委託者に当該営業日を一部解約

実行の請求日として、1 口単位または委託者の指

定する証券会社または登録金融機関が別途定め

る単位をもって一部解約の実行を請求することがで

きます。 

②  委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受け

付けた場合には、この信託契約の一部を解約しま

す。ただし、ニューヨーク証券取引所またはニューヨー

クの銀行が休業日の場合は、一部解約の実行の

請求を受け付けないものとします。なお、前項の一

部解約の実行の請求を行う受益者は、その口座が

開設されている振替機関等に対して当該受益者の

請求に係るこの信託契約の一部解約を委託者が

行うのと引き換えに、当該一部解約に係る受益権

の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振

法の規定にしたがい当該振替機関等の口座におい

て当該口数の減少の記載または記録が行われま

す。 

③  (略) 

④  2007 年 1 月 4日以降の信託契約の一部解約に

係る一部解約の実行の請求を受益者がするとき

は、委託者の指定する証券会社または登録金融

機関に対し、振替受益権をもって行うものとします。

ただし、2007 年 1 月 4 日以降に一部解約金が受

益者に支払われることとなる一部解約の実行の請

求で、2007年1月4日前に行われる当該請求につ

いては、振替受益権となることが確実な受益証券を

もって行うものとします。 

⑤  (略) 

⑥  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止

された場合またはすでに受付けた一部解約の実行

の請求が保留された場合には、受益者は当該受付

中止または請求保留以前に行った当日の一部解

金および償還金もしくは一部解約金の支払いをした

ときは、印鑑の盗用その他の事情があっても、そのた

めに生じた損害について、その責を負わないものとし

ます。 

⑨  (同左) 

 

(収益分配金および償還金の時効) 

第 53 条  受益者が、収益分配金については前条第 1 項に

規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請求

しないとき、ならびに信託終了による償還金について

前条第 4 項に規定する支払開始日から 10 年間そ

の支払いを請求しないときは、その権利を失い、委

託者が受託者から交付を受けた金銭は、委託者に

帰属します。 

 

(収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への交付と支

払いに関する受託者の免責) 

第 54 条  受託者は、収益分配金については第 52 条第 1

項に規定する支払開始日の前日および第 52 条第

2項に規定する交付開始前までに、償還金について

は第 52 条第 4項に規定する支払開始日の前日ま

でに、一部解約金については第52条第5項に規定

する支払日までに、その全額を委託者に交付しま

す。 

②  受託者は、前項の規定により委託者に収益分配

金、償還金および一部解約金を交付した後は、受

益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

 

 

(信託の一部解約) 

第 55 条  受益者は、毎営業日において、自己の有する受

益証券につき、委託者に当該営業日を一部解約

実行の請求日として、1 口単位または委託者の指

定する証券会社または登録金融機関が別途定め

る単位をもって一部解約の実行を請求することがで

きます。 

②  委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受け

付けた場合には、この信託契約の一部を解約しま

す。ただし、ニューヨーク証券取引所またはニューヨー

クの銀行が休業日の場合は、一部解約の実行の

請求を受け付けないものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  （同左） 

④  受益者が、第 1 項の一部解約の実行の請求をす

るときは、委託者の指定する証券会社または登録

金融機関に対し、受益証券をもって行うものとしま

す。 

 

 

 

 

 

⑤  (同左) 

⑥  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止

された場合またはすでに受付けた一部解約の実行

の請求が保留された場合には、受益者は当該受付

中止または請求保留以前に行った当日の一部解



＜信託約款＞ 
 

約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者が

その一部解約の実行の請求を撤回しない場合に

は、当該受益権の一部解約の価額は、当該受付

中止または請求保留を解除した後の最初の基準

価額の計算日を一部解約の実行の請求日として

第 3項の規定に準じて計算された価額とします。 

⑦  （略） 

⑧  （略） 

⑨  （略） 

 

(質権口記載又は記録の受益権の取り扱い) 

第 55 条の 2 振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または

記録されている受益権にかかる収益分配金の支払

い、一部解約の実行の請求の受付け、一部解約

金および償還金の支払い等については、この約款に

よるほか、民法その他の法令等にしたがって取り扱わ

れます。 

 

(反対者の買取請求権) 

第 61 条の 2 第 56 条に規定する信託契約の解約または前条に

規定する信託約款の変更を行う場合において、第

56 条第 3 項または前条第 3 項の一定の期間内に

委託者に対して異議を述べた受益者は、委託者の

指定する証券会社または登録金融機関を通じ、受

託者に対し、自己に帰属する受益権を、信託財産

をもって買取るべき旨を請求することができます。 

 

(附  則) 

第 1 条  第52条第6項の2に規定する｢収益調整金｣は、

所得税法施行令第 27 条の規定によるものとし、各

受益者毎の信託時の受益権の価額と元本との差

額をいい、原則として、追加信託のつど当該口数に

より加重平均され、収益分配のつど調整されるもの

とします。また、同条同項に規定する｢各受益者毎

の信託時の受益権の価額等｣とは、原則として、各

受益者毎の信託時の受益権の価額をいい、追加

信託のつど当該口数により加重平均され、収益分

配のつど調整されるものとします。なお、2000年3月

30 日以前の取得申込にかかる受益権の信託時の

受益権の価額は、委託者が計算する 2000 年 3 月

31 日の平均信託金（信託金総額を総口数で除し

て得た額）とみなすものとします。 

 

（添付信託約款附則第65条を削除し、以下の内容に置き換えま

す。） 

第 2 条  2006 年 12 月 29 日現在の信託約款第 10 条、

第 11 条、第 13 条から第 18 条の規定および受益

権と読み替えられた受益証券に関する規定は、委

託者がやむを得ない事情等により受益証券を発行

する場合には、なおその効力を有するものとします。 

約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者が

その一部解約の実行の請求を撤回しない場合に

は、当該受益証券の一部解約の価額は、当該受

付中止または請求保留を解除した後の最初の基

準価額の計算日を一部解約の実行の請求日とし

て第 3 項の規定に準じて計算された価額とします。

⑦  （同左） 

⑧  （同左） 

⑨  （同左） 

 

＜新設＞ 

 

 

 

 

 

 

 

(反対者の買取請求権) 

第 61 条の 2 第 56 条に規定する信託契約の解約または前条に

規定する信託約款の変更を行う場合において、第

56 条第 3 項または前条第 3 項の一定の期間内に

委託者に対して異議を述べた受益者は、委託者の

指定する証券会社または登録金融機関を通じ、受

託者に対し、自己の有する受益証券を、信託財産

をもって買取るべき旨を請求することができます。 

 

(付  則) 

第 64 条  第52条第6項の2に規定する｢収益調整金｣は、

所得税法施行令第 27 条の規定によるものとし、各

受益者毎の信託時の受益証券の価額と元本との

差額をいい、原則として、追加信託のつど当該口数

により加重平均され、収益分配のつど調整されるも

のとします。また、同条同項に規定する｢各受益者

毎の信託時の受益証券の価額等｣とは、原則とし

て、各受益者毎の信託時の受益証券の価額をい

い、追加信託のつど当該口数により加重平均され、

収益分配のつど調整されるものとします。なお、2000

年 3 月 30 日以前の取得申込にかかる受益権の信

託時の受益証券の価額は、委託者が計算する

2000 年 3 月 31 日の平均信託金（信託金総額を

総口数で除して得た額）とみなすものとします。 

 

第 65 条  (添付信託約款附則第 65 条をご参照ください。) 
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※本書は証券取引法第13条の規定に基づく目論見書です。�

（注）｢netWIN｣は、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社の登録商標です。�
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1. この目論見書により行うnetWINゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドAコース（為替ヘッジ

あり）および netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドBコース（為替ヘッジなし）（以

下両ファンドを総称して「本ファンド」といいます。）の受益証券の募集については、委託会社は、証券取

引法第5条の規定により、有価証券届出書を平成18年2月24日に関東財務局長に提出しており、平成

18年2月25日にその届出の効力が生じております。

2. 本ファンドは株式など値動きのある証券（外国証券には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準

価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。

●投資信託は預金保険または保険契約者保護機構の対象ではありません。

●投資信託は金融機関の預金と異なり、元本および利息の保証はありません。

●投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様が負うことになります。

●証券会社以外の金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。

【金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項】

本ファンドは、主に外国株式を投資対象としますので、組入株式の価格の下落や、組入株式の発行会社の倒

産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、為替の変動によ

り損失を被ることがあります。

（注1）本書においてゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社を「委託会社」または「当社」ということがあります。また、
「販売会社」とは委託会社の指定する証券会社および登録金融機関をいうほか、文脈上別に解すべき場合を除き、これらの
ためにお申込みの取次を行う取次会社を含むことがあります。

（注2）本書において投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法第198号。その後の改正を含みます。）を「投資信託法」と
いうことがあります。また、社債等の振替に関する法律（政令で定める日以降「社債、株式等の振替に関する法律」となっ
た場合は読み替えるものとします。）を「社振法」ということがあります。

（注3）本書において文中および表中の数字は四捨五入された数値として表示されている場合があり、したがって合計として表示さ
れた数字はかかる数値の総和と必ずしも一致するとは限りません。

（注4）本書において netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドAコース（為替ヘッジあり）およびnetWIN ゴール
ドマン・サックス・インターネット戦略ファンドBコース（為替ヘッジなし）の両ファンドを総称して「本ファンド」といい、必要
に応じて、 netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドAコース（為替ヘッジあり）を「Aコース」といい、
netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンドBコース（為替ヘッジなし）を「Bコース」ということがあります。
また、本ファンドおよび netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド・マザーファンド（以下「マザーファ
ンド」といいます。）を総称して「netWIN ゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド」または「netWIN」ということ
があります。なお、文脈上別に解すべき場合を除き、「本ファンド」にマザーファンドも含むことがあります。

（注5）ファンドの受益権は、2007年1月4日より、社振法の規定の適用を受ける予定です。
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第１ ファンドの沿革 
 本ファンドの信託設定日は1999年11月29日であり、同日より運用を開始しました。 

 マザーファンドの信託設定日は1999年11月29日であり、同日より運用を開始しました。 

 

第２ 手続等 
１ 申込（販売）手続等 

(1) 受益証券の取得申込者は、販売会社において取引口座を開設のうえ、お買付のお申込みを行うものとし

ます。お買付のお申込みは、各販売会社所定の方法により、毎営業日
＊１
受付けます。毎営業日の午後３時

（国内の証券取引所の半休日は午前11時）
＊２
までに、お買付のお申込みが行われかつ当該お申込みの受付

に係る各販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の申込分とします。当日の受付終了後のお申込み

については、翌営業日のお取扱いとします。 

＊１ ニューヨーク証券取引所またはニューヨークの銀行が休業日（以下「ニューヨークの休業日」といいます。）に該当する

場合には、各販売会社の営業日であっても、お買付のお申込みはお受付けいたしません。なお、収益分配金の再投資に係

る追加信託金のお申込みに限り、「ニューヨークの休業日」においてもこれを受付けるものとします。 

＊２ 販売会社によっては午後３時（国内の証券取引所の半休日は午前11時）より前に受付を締め切る場合がありますので、各

販売会社にご確認ください。 

(2) 収益分配金に関し、収益分配時に収益分配金を受取る「一般コース」、収益分配金が税金を差引かれた

後自動的に無手数料で再投資される「自動けいぞく投資コース」がありますので、どちらかのコースをお選

びいただくことになります（ただし、販売会社によっては、どちらか一方のみのお取扱いとなる場合があり

ます。）。一度お選びいただいたコースは途中で変更することはできません。 

 「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合、お買付に際して、本ファンドにかかる「自動けいぞく投

資契約」（販売会社によっては名称が異なる場合もございます。）を当該販売会社との間で結んでいただき

ます。ただし、販売会社によっては、自動けいぞく投資契約を結んだ場合であっても、収益分配金の受取り

をご希望の方は、再投資を中止することを申出ることができます。詳しくは、販売会社にお問い合わせくだ

さい。 

 「一般コース」の取得申込者が、受益証券の保護預りを希望する場合、販売会社との保護預り契約に基づ

いて、販売会社の保護預りとすることができます。なお、「自動けいぞく投資コース」を選択した場合には

受益証券はすべて保護預りとなり、引き出すことはできません。 

（注）本ファンドの受益権は、2007年1月4日より、振替制度に移行する予定であり、受益証券は発行されず、

受益権の帰属は、振替機関等の振替口座簿に記載または記録されることにより定まります。したがって、

保護預りの形態はなくなります。 

(3) お申込価額は、取得申込日の翌営業日の基準価額とします。また、お申込みには申込手数料および当該

申込手数料に係る消費税等相当額がかかります。ただし、自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再

投資する場合は、各計算期間終了日の基準価額とします。最新の基準価額は販売会社または下記の照会先で

入手可能です。 

   ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社 

   電話         ：03（6437）6000（受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで） 

   ホームページ・アドレス：http://www.gs.com/japan/gsam 

 また、原則として、日本経済新聞（朝刊）の「オープン基準価格」欄に、基準価額が掲載されます（略

称：「ネットＡ」および「ネットＢ」）。 

(4) お申込単位は、販売会社が別途定める単位とします。詳しくは、販売会社にお問い合わせ下さい。販売

会社については、上記(3)の照会先までお問い合わせください。 

 自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合は、1口の整数倍をもって取得のお申込み

に応じます。なお、「自動けいぞく投資コース」を選択した投資家が、販売会社との間で「定時定額購入

サービス」等に関する契約等
＊
を取交わした場合、当該契約等で規定する取得申込みの単位によるものとし

ます。 

* 当該契約または規定については、同様の権利義務関係を規定する名称の異なる契約または規定を使用することがあり、

この場合、当該別の名称に読み替えるものとします。なお、「定時定額購入サービス」等の取扱いの有無については、



 

 

2

お申込みの販売会社にご確認ください。 

(5) お買付代金はお申込みの販売会社にお支払いください。お買付代金の払込期日は販売会社により異なり

ます。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

(6) 販売会社によってはＡコースおよびＢコースの間でスイッチング（乗換え）ができます
＊
。スイッチン

グのお申込単位は、販売会社によって異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。スイッチン

グの際には申込手数料はかかりません。ただし、スイッチングにより換金されるコースに対し、信託財産留

保額および税金がかかることにつき、ご留意ください。詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の

「ファンドの費用／税金について知りたい」をご覧ください。」 

* 販売会社によってはスイッチングのお取扱いを行わない場合があります。この場合、両コース間の乗換えには申込手

数料がかかります。 

(7) 証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他合理的な事情（コンピューターの誤作動等

により決済が不能となった場合、基準価額の計算が不能となった場合、計算された基準価額の正確性に合理

的な疑いが生じた場合を含みます。）があると委託会社が判断したときは、販売会社は、受益証券のお買付

のお申込みの受付を中止することおよびすでに受付けたかかるお申込みを取消すことができます。 

 

※ 本ファンドの受益権は、2007年1月4日より振替制度に移行する予定であり、取得申込者は販売会社に、取得

申込と同時にまたは予め、自己のために開設されたファンドの受益権の振替を行うための振替機関等の口座

を示すものとし、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売

会社は、当該取得申込の代金の支払いと引き換えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載ま

たは記録を行うことができます。委託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機関等の振

替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。

振替機関等は、委託会社から振替機関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口

座簿への新たな記載または記録を行います。受託会社は、追加信託により生じた受益権については追加信託

のつど、振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託を設定した旨の通知を行います。 

 

２ 換金（解約）手続等 

(1) ご換金のお申込みは、毎営業日
＊１
受付けます。毎営業日の午後３時（国内の証券取引所の半休日は午前

11時）
＊２
までに、ご換金のお申込みが行われかつ当該お申込みの受付に係る各販売会社所定の事務手続き

が完了したものを当日の申込分とします。当日の受付終了後のお申込みについては、翌営業日のお取扱いと

します。受益者が、一部解約の実行の請求をするときは、販売会社に対し、受益証券をもって行うものとし

ます。委託会社は、一部解約の実行の請求を受付けた場合には、信託契約の一部を解約します。ご換金場所

は販売会社の本・支店、営業所です。 

＊１ 「ニューヨークの休業日」を除きます。 

＊２ 販売会社によっては午後３時（国内の証券取引所の半休日は午前11時）より前に受付を締め切る場合がありますので、各

販売会社にご確認ください。 

(2) ご換金は「解約請求制」により行うことができます。受益者は、自己の有する受益証券につき、委託会

社に販売会社が別途定める単位をもって一部解約の実行を請求することができます。詳しくは、販売会社に

お問い合わせください。販売会社については、下記(4)の照会先までお問い合わせください。 

(3) ご換金価額は、換金申込日の翌営業日の基準価額から当該基準価額に0.3％の率を乗じて得た額を信託財

産留保額
＊１
として控除した価額（以下「解約価額」といいます。）とします。手取額は、解約価額から、

所得税および地方税(解約価額が受益者ごとの個別元本
＊２
を上回った場合その超過額に対して個人の受益者

については10％（所得税７％、地方税３％）
＊３
、法人の受益者については７％（所得税７％）

＊４
）を差引

いた金額となります。 

＊１ 「信託財産留保額」とは、運用の安定性を高めると同時に、信託期間の途中に換金される方と引き続きこの投資信託を保

有される受益者との公平性を確保するために、換金される方にご負担いただくもので、信託財産に繰り入れられます。 

＊２ 「個別元本」とは、受益者ごとの信託時の受益証券の価額等（申込手数料および当該申込手数料にかかる消費税等相当額

は含まれません。）をいいます。 

＊３ 2008年４月１日以降は、20％（所得税15％、地方税５％）となる予定です。 

＊４ 2008年４月１日以降は、15％（所得税15％）となる予定です。 
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詳細は、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの費用／税金について知りたい」をご覧ください。 

(4) 本ファンドの基準価額は毎営業日算出されます。最新の基準価額は販売会社または下記の照会先で入手可

能です。 

   ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社 

   電 話        ：03（6437）6000（受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで） 

   ホームページ・アドレス：http://www.gs.com/japan/gsam 

 また、原則として、日本経済新聞（朝刊）の「オープン基準価格」欄に、基準価額が掲載されます（略

称： 「ネットＡ」および「ネットＢ」）。 

(5) ご換金の代金は、受益者による換金申込日から起算して、原則として５営業日目から販売会社を通じて

受益者に支払います。 

(6) 信託財産の資金管理を円滑に行うため、１顧客１日当たり10億円を超える大口のご換金は制限すること

があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

(7) 証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情（コンピューターの誤作

動等により決済が不能となった場合、基準価額の計算が不能となった場合、計算された基準価額の正確性に

合理的な疑いが生じた場合等を含みます。）があるときは、上記の一部解約の実行の請求の受付を中止する

ことおよびすでに受付けた一部解約の実行の請求を保留または取消させていただくことがあります。これに

より一部解約の実行の請求の受付が中止された場合またはすでに受付けた一部解約の実行の請求が保留され

た場合には、受益者は当該受付中止または請求保留以前に行った当日の一部解約の実行の請求を撤回できま

す。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益証券の一部解約の価額は、

当該受付中止または請求保留を解除した後の最初の基準価額の計算日を一部解約の実行の請求日として上記

に準じて計算された価額とします。 

(8) また、信託約款の変更を行う場合においてその内容の変更が重大な場合に、後記「第3 管理及び運営 

1 資産管理等の概要 (5) その他 ｂ．約款変更」に定める期間内に異議を述べた受益者は、投資信託法

に定めるところにより、販売会社を通じ、受託銀行に対し、自己の有する受益証券を本ファンドの信託財産

をもって公正な価額で買取るべき旨を請求することができます。後記「第3 管理及び運営 1 資産管理等

の概要 (5) その他 ａ．信託の終了 (b)その他の事由による信託の終了」に規定する信託契約の解約を行

う場合において、所定の期間内に異議を述べた受益者についても同様です。 

 

※ 本ファンドの受益権は、2007年1月4日より振替制度に移行する予定であり、換金の請求を行う受益者は、そ

の口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託会社が

行うのと引き換えに、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規

定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。2007年1月4日

以降の換金に係る換金の請求を受益者がするときは、振替受益権をもって行うものとします。ただし、2007

年1月4日以降に換金代金が受益者に支払われることとなる換金の請求で、2007年1月４日前に行われる当該

請求については、振替受益権となることが確実な受益証券をもって行うものとします。2006年12月29日時点

での保護預りをご利用の方の受益証券は、原則として一括して全て振替受益権へ移行します。受益証券をお

手許で保有されている方で、2007年1月4日以降も引き続き保有された場合は、換金のお申し込みに際して、

個別に振替受益権とするための所要の手続きが必要であり、この手続きには時間を要しますので、ご留意く

ださい。 
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第３ 管理及び運営 
１ 資産管理等の概要 

(1）資産の評価 

 本ファンド１万口当たりの純資産総額（以下「基準価額」といいます。）は、本ファンドの信託財産の純資

産総額をその時の受益権総口数で除して得た１万口当たりの額です。「信託財産の純資産総額」とは、信託財

産に属する資産（受入担保金代用有価証券および借入有価証券を除きます。）を法令および社団法人投資信託

協会規則に従って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額をいいます。なお、外貨

建資産の円換算については、原則としてわが国における当日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算します。

予約為替の評価は、原則としてわが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲値によるものとします。 

 本ファンドの基準価額は毎営業日算出されます。最新の基準価額は販売会社または下記の照会先で入手可能

です。 

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社 

電 話        ：03（6437）6000（受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで） 

ホームページ・アドレス：http://www.gs.com/japan/gsam 

 また、原則として、日本経済新聞（朝刊）の「オープン基準価格」欄に、基準価額が掲載されます（略称： 

「ネットＡ」および「ネットＢ」）。年２回（５月および11月）の決算時および信託終了時に期中の運用経過

のほか信託財産の内容、有価証券売買状況などを記載した運用報告書を作成し、販売会社を通じてお渡しいた

します。 

 委託会社が設定・運用を行うファンドについては、通常、月次で運用経過について記載したレポートが作成

されています。最新のレポートは、販売会社または上記のホームページにおいて入手可能です。 

(2）保管 

 受益証券は、原則無記名式です。取得者の請求により記名式とすることもできます。受益証券は、無記名式

の場合それを所持している人が受益者として扱われますので、盗難や紛失などの事故を防ぐためにも、委託会

社は、販売会社での「保護預り」をおすすめします。受益証券の保護預りを希望する場合、販売会社との保護

預り契約に基づいて、販売会社の保護預りとすることができます。なお、「自動けいぞく投資契約」を結ばれ

た方は、受益証券はすべて保護預りとなり、引き出すことはできません。 

 本ファンドの受益権は、2007年1月4日より、振替制度に移行する予定であり、受益権の帰属は、振替機関等

の振替口座簿に記載または記録されることにより定まり、受益証券を発行しませんので、受益証券の保管に関

する該当事項はなくなります。 

(3）信託期間 

 本ファンドの信託期間は1999年11月29日から開始し、期限はありません。ただし、下記「(5) その他 ａ．

信託の終了」の場合には信託は終了します。 

(4）計算期間 

 本ファンドの計算期間は、毎年５月31日から11月30日および12月１日から翌年5月30日までとすることを原

則とします。なお、第１計算期間は1999年11月29日から2000年５月30日までです。以上にかかわらず、この原

則により各計算期間終了日に該当する日が休業日のとき、各計算期間終了日は該当日以降の営業日で該当日に

最も近い日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。ただし、最終計算期間の終了日は、

信託期間の終了日までとします。 

(5）その他 

ａ．信託の終了 

(a）受益権総口数減少に伴う繰上償還 

 委託会社は、信託契約の一部を解約することにより、ＡコースおよびＢコースそれぞれについて受益権の

総口数が30億口を下回ることとなった場合には、当該コースについて、受託銀行と協議のうえ、あらかじめ、

監督官庁に届け出ることにより、信託契約を解約し、信託を終了させることができます。 

 委託会社は、かかる事項について、あらかじめ、これを公告し、かつ、知られたる受益者に対して書面を

交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。繰

上償還を行う場合は、下記(b)に定める受益者異議手続を準用します。 

 公告を行う場合は、日本経済新聞に掲載します。 

(b）その他の事由による信託の終了 
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 監督官庁より信託契約の解約の命令を受けたとき、委託会社の認可取消、解散、業務廃止のとき（ただし

監督官庁が信託契約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託業者に引き継ぐことを命じたときは、信託

は、下記ｂ．に記載する受益者の異議により約款変更ができない場合を除き、当該投資信託委託業者と受託

銀行との間において存続します。）、受託銀行が信託業務を営む銀行でなくなったとき（ただし他の信託銀

行が受託者の業務を引き継ぐときを除きます。）、受託銀行の辞任または解任に際し新受託者を選任できな

いときには（新受託者の選任を行う場合は、下記ｂ．に定める手続を準用します。）、委託会社はあらかじ

め監督官庁に届出のうえ信託契約を解約し、信託を終了させます。なお、受託銀行は、委託会社の承諾を受

けて受託銀行の任務を辞任することができます。受託銀行が受託者を辞任したときは、委託会社は新受託者

を選任します。また、委託会社は信託約款に定める場合には受託銀行を解任することができます。 

 また、委託会社は、信託期間中において、信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めると

き、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託銀行と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終了さ

せることができます。この場合において、委託会社は、あらかじめ解約しようとする旨を監督官庁に届け出

ます。委託会社は、かかる事項について、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、かつ、その旨を記載

した書面を信託契約に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、信託契約に係るすべての受益者

に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。かかる公告および書面には、受益者で異

議のある者は一定の期間内に委託会社に対して異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は１ヵ

月を下らないものとします。かかる一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の

２分の１を超えるときは、信託契約の解約をしません。委託会社は、信託契約の解約をしないこととしたと

きは、解約しない旨およびその理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対

して交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。

以上は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であって、一定の期間が１ヵ月

を下らずにその公告および書面の交付を行うことが困難な場合には適用しません。 

 公告を行う場合は、日本経済新聞に掲載します。 

ｂ．約款変更 

 委託会社は、監督官庁の命令があったとき、受益者の利益のため必要と認めるとき、または正当な理由が

あるときは、受託銀行と合意のうえ、信託約款を変更することができ、あらかじめ、変更しようとする旨お

よびその内容を監督官庁に届け出ます。 

 委託会社は、変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようとする旨および

その内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を信託約款に係る知られたる受益者に対して交付し

ます。ただし、信託約款に係るすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いま

せん。かかる公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託会社に対して異議を述べる

べき旨を付記します。なお、一定の期間は１ヵ月を下らないものとします。当該一定の期間内に異議を述べ

た受益者の受益権の口数が受益権の総口数の２分の１を超えるときは、信託約款の変更をしません。 

 委託会社は、信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨およびその理由を公告し、かつ、

これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、すべての受益者に対して書

面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

 公告を行う場合は、日本経済新聞に掲載します。 

委託会社は、委託会社が受益者を代理してこの信託の受益権を振替受入簿に記載または記録を申請するこ

とができる旨の信託約款変更をしようとする場合は、その変更の内容が重大なものとして上記の規定にした

がいます。ただし、この場合において、振替受入簿の記載または記録を申請することについて委託会社に代

理権を付与することについて同意をしている受益者へは、上記の書面の交付を原則として行いません。 

ｃ．その他の契約の変更 

(a）募集・販売契約 

 委託会社と販売会社との間の募集・販売契約は、当事者の別段の意思表示のない限り、１年ごとに自動的

に更新されます。募集・販売契約は、当事者間の合意により変更することができます。その終了または変更

は、必要に応じて運用報告書に記載する等の方法により受益者に対し通知を行う手配をしますが、必ずしも

ただちに受益者全員にこれを知らせるものではありません。 

(b）投資顧問契約 

 委託会社と投資顧問会社（ＧＳＡＭ ニューヨーク）との間の基本会社間投資顧問契約（以下「投資顧問
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契約」といいます。）には期限の定めがありません。投資顧問契約は、当事者間の合意により変更すること

ができます。投資顧問会社が法律に違反した場合、信託約款の違反となる運用の指図に関する権限の行使を

した場合、本ファンドに重大な損失を生ぜしめた場合、または委託会社が必要と認める場合には、委託会社

は、運用の指図に関する権限の委託を中止し、または本ファンドに関する投資顧問契約上のサービスの中止

または変更を投資顧問会社に対して求めることができます。投資顧問契約の終了または変更は、その内容が

重大なものについて、あらかじめ、これを公告し、かつ、知られたる受益者に対して書面を交付します。た

だし、すべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。公告を行う場合は、

日本経済新聞に掲載します。 

ｄ．反対者の買取請求権 

 上記ａ．に規定する信託契約の解約または上記ｂ．に規定する信託約款の変更を行う場合において、上記

ａ．または上記ｂ．の一定の期間内に委託会社に対して異議を述べた受益者は、販売会社を通じ、受託銀行

に対し、自己の有する受益証券を、信託財産をもって公正な価額で買取るべき旨を請求することができます。 

ｅ．信託業務の委託 

 受託銀行は、委託会社と協議のうえ、信託財産に属する資産の保管および処分ならびにこれに付随する業

務の全部または一部について、金融機関、証券会社、外国の法令に準拠して外国において有価証券の保管を

業として営む者およびこれらの子会社等で有価証券の保管を業として営む者に委託することができます。 

 受託銀行は、上記のうち信託業法第22条第1項に定める信託業務の委託をするときは、以下に掲げる基準

のすべてに適合するものを委託先として選定します。 

(a) 委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務の遂行に懸念がないこと 

(b) 委託先の委託業務に係る実績等に照らし、委託業務を確実に処理する能力があると認められること 

(c) 信託財産の保管等を委託する場合においては、当該財産の分別管理を行う体制が整備されていること 

(d) 内部管理に関する業務を適正に遂行するための体制が整備されていること 

 受託銀行は、上記に定める委託先の選定にあたっては、当該委託先が上記に掲げる基準に適合しているこ

とを確認するものとします。 

 保管費用は、受益者の負担とし、信託財産中より支弁します。 

ｆ．有価証券等の保管 

 受託銀行は、信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等に預託し保管させることが

できます。 

 受託銀行は、信託財産に属する抵当証券を、抵当証券業の規制等に関する法律関係法令等に基づき、財団

法人抵当証券保管機構に預託し保管させることができます。 

ｇ．混蔵寄託 

 金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引により

取得した外国において発行された譲渡性預金証書またはコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または証

券会社が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関または証券会社の名義で混蔵寄託できるものとします。 

ｈ．信託財産の表示および記載の省略 

 信託財産に属する有価証券については、実務上可能であり、かつ委託会社または受託銀行が必要と認める

場合のほか、信託の表示および記載をしません。 

ｉ．有価証券売却等の指図 

 委託会社は、信託財産に属するマザーファンドの受益証券にかかる信託契約の一部解約の請求および有価

証券の売却等の指図ができます。 

ｊ．再投資の指図 

 委託会社は、上記の一部解約の代金、売却代金、有価証券にかかる償還金等、株式の清算分配金、有価証

券等にかかる利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指図ができます。 

ｋ．委託会社の事業の譲渡および承継に伴う取扱い 

 委託会社は、投資信託委託業者の事業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契

約に関する事業を譲渡することがあります。 

 委託会社は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約に関

する事業を承継させることがあります。 

ｌ．受益証券の記名式、無記名式への変更、名義書換手続、対抗要件、再交付 
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 委託会社は、受益者が委託会社の定める手続によって請求したときは、無記名式の受益証券と引き換えに

記名式の受益証券を、または記名式の受益証券と引き換えに無記名式の受益証券を交付します。 

 記名式の受益証券の所持人は、委託会社の定める手続によって名義書換を委託会社に請求することができ

ます。 

 上記の名義書換の手続は、本ファンドの毎計算期間の末日の翌日から15日間停止します。 

 記名式の受益証券の譲渡は、上記の名義書換によらなければ、委託会社および受託銀行に対抗することが

できません。 

 委託会社は、無記名式の受益証券を喪失した受益者が、当該受益証券の公示催告による除権判決の謄本を

添え、委託会社の定める手続により再交付を請求したときは、無記名式の受益証券を再交付します。 

 委託会社は、記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託会社の定める手続によって再交付を請求したと

きは、記名式の受益証券を再交付します。 

 委託会社は、受益証券を毀損または汚損した受益者が、受益証券を添え再交付を請求したときは、委託会

社の定める手続により受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別しがたいときは、上記の受益証券喪失

の場合に準じます。 

 委託会社は、受益証券を再交付するときは、受益者に対して実費を請求することができます。 

（注）本ファンドの受益権は、2007年1月4日より、振替受益権となる予定であり、委託会社は、この信託の

受益権を取り扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取り消された場合または当該指定

が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継する者が存在しない場合その他やむを得

ない事情がある場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。なお、受益者は、

委託会社がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記名式受益証券から記名式

受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、受益証券の再発行

の請求を行わないものとします。 

 

２ 受益者の権利等 

(1) 収益分配金の受領権に関する内容及び権利行使の手続 

 収益分配金は、本ファンドの毎計算期間の終了日から起算して原則として５営業日目から収益分配金交

付票と引き換えに販売会社を通じて受益者に支払います。 

 上記にかかわらず、自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者に対しては、委託

会社は、原則として、毎計算期間終了日の翌営業日に、収益分配金を販売会社に交付します。この場合、

販売会社は、自動けいぞく投資契約に基づき、受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益証

券の取得の申込みに応じるものとします。 

 販売会社は、受益者がその有する受益証券の全部もしくは一部の口数について、あらかじめ計算期間を

指定し、上記の収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得申込を中止することを申し出た場合において

は、上記にかかわらず、当該受益証券に帰属する収益分配金を当該計算期間終了のつど受益者に支払うこ

とができます。 

 受益者が、収益分配金について支払開始日から５年間その支払いを請求しないときは、その権利を失い、

委託会社が受託銀行から交付を受けた委託会社に帰属します。 

（注）本ファンドの受益権は、2007年1月4日より振替制度に移行する予定であり、その場合の分配金は、決

算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該収益分配金にかかる

決算日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該収益分配金に

かかる計算期間の末日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載ま

たは記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に、原則として決算日から

起算して5営業日目からお支払いします。なお、2007年1月4日以降においても、時効前の収益分配金

にかかる収益分配金交付票は、なおその効力を有するものとし、その収益分配金交付票と引き換えに

受益者にお支払いします。「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合は、分配金は税引き後無手

数料で再投資されますが、再投資により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。 

(2) 償還金の受領権に関する内容及び権利行使の手続 

 償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額を受益権総口数で除した額をいいます。以下同

じ。）は、信託終了日から起算して原則として５営業日目から受益証券と引き換えに販売会社を通じて受
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益者に支払います。 

 受益者が、信託終了による償還金について支払開始日から10年間その支払いを請求しないときは、その

権利を失い、委託会社が受託銀行から交付を受けた委託会社に帰属します。 

（注）2007年１月4日より振替制度に移行した場合の償還金は、信託終了日において振替機関等の振替口座

簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以前において一部解約が行われた受益権にかかる

受益者を除きます。また、当該信託終了日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売

会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に、原

則として信託終了日から起算して５営業日目からお支払いします。 

(3) 一部解約金の受領権に関する内容及び権利行使の手続 

 一部解約金の受領権に関する内容および権利行使の手続については、前記「第2 手続等 2 換金（解

約）手続等」をご覧ください。 

 一部解約金は、受益者による一部解約の実行の請求日から起算して、原則として５営業日目から販売会

社を通じて受益者に支払います。 

(4) 記名式受益証券の場合の権利行使 

 記名式の受益証券を有する受益者は、あらかじめその印鑑を届け出るものとし、収益分配金の支払の場

合には収益分配金交付票に、償還金および一部解約金の支払の場合には受益証券に、記名し届出印を押捺

するものとします。 

 委託会社は、押捺された印影を届出印と照合し、相違ないものと認めて収益分配金、償還金および一部

解約金の支払をしたときは、印鑑の盗用その他の事情があっても、そのために生じた損害について、その

責を負いません。 

(5) 収益分配金、償還金および一部解約金の委託会社への交付と支払いに関する受託銀行の免責 

 受託銀行は、収益分配金については、支払開始日の前日（一般コースの場合）および交付開始前（自動

けいぞく投資コースの場合）までに、償還金については支払開始日の前日までに、一部解約金については

支払日までに、その全額を委託会社に交付します。 

 受託銀行は、上記により委託会社に収益分配金、償還金および一部解約金を交付した後は、受益者に対

する支払いにつき、その責に任じません。 

（注）2007年1月4日より振替制度に移行した場合、受託銀行は、収益分配金については、支払開始日の前日

（一般コースの場合）および交付開始前（自動けいぞく投資コースの場合）までに、償還金について

は支払開始日の前日までに、一部解約金については支払日までに、その全額を委託会社の指定する預

金口座等に払い込みます。受託銀行は、上記により委託会社の指定する預金口座等に収益分配金、償

還金および一部解約金を払い込んだ後は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

(6) 委託会社の免責 

 収益分配金、償還金および一部解約金の受益者への支払については、当該販売会社に対する支払をもっ

て委託会社は免責されるものとします。かかる支払がなされた後は、当該収益分配金、償還金および一部

解約金は、源泉徴収されるべき税額（および委託会社が一定期間経過後販売会社より回収した金額があれ

ばその金額）を除き、受益者の計算に属する金銭となります。 

 販売会社が収益分配金、償還金および一部解約金の受益者への支払を怠ったことにより委託会社が損害

を被った場合には、委託会社に過失がない場合に限り、受託銀行の承諾を得て委託会社は信託財産よりそ

の損害の賠償を受けることができます。 

(7) 受益証券の換金（解約）手続等 

 前記「第2 手続等 2 換金（解約）手続等」をご覧ください。 
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